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   農業分野の展開イメージ　　～地域で暮らし稼げる農業～ 

柱１　生産力の向上と高付加価値化による産地の強化

　農業産出額等（飼料用米交付金含む） 出発点（H30）1,177億円　⇒　4年後（R5）1,221億円　⇒　10年後（R11）：1,285億円
分野を代表する目標 農業生産量 野菜（主要11品目）  出発点（H30）　12.6万ｔ　　⇒　現状（R元）12.7万ｔ　　⇒　　4年後（R5）13.6万ｔ　 ⇒　10年後（R11）　15.0万ｔ　

果樹（主要２品目）   出発点（H30）　2.38万ｔ　　⇒　現状（R元）2.34万ｔ　　⇒　　4年後（R5）2.45万ｔ 　⇒　10年後（R11）　2.60万ｔ　
花き （主要３品目）  出発点（H30）　2,019万本　⇒　現状（R元）1,971万本　⇒　　4年後（R5）2,020万本 ⇒　10年後（R11）2,077万本　
畜産（土佐あかうし飼育頭数）  出発点（H30）  2,399頭　　 ⇒　現状（R元）2,406頭　 　⇒　  4年後（R5）3,725頭　  ⇒　10年後（R11）4,039頭　

農業分野の施策の展開　　～地域で暮らし稼げる農業～ 

　次世代型こうち新施設園芸システムやNext次世代型こうち新施設園芸システムの普及等により、
生産力の向上と高付加価値化を図り、産地を強化する。

○ IoPプロジェクトの推進
○ データ駆動型農業による営農支援の強化
○ 園芸産地の生産基盤強化
○ 地元と協働した企業の農業参入の推進

（１）Next次世代型こうち新施設
園芸システムの普及推進

拡

柱２　中山間地域の農業を支える仕組みの再構築
　

○ 集落営農組織等の事業戦略の策定・実行支援

（２）集落営農組織等の法人化の
推進と経営発展への支援

○ 集落営農組織と中山間農業複合経営拠点の県
内への拡大

（１）集落営農組織等の整備推進
○ 土佐茶の生産振興
○ 野菜の生産振興（再掲）
○ 特産果樹の生産振興（再掲）
○ 花きの生産振興（再掲）

（５）中山間に適した農産物等の生産

◯ 中山間地域等直接支払制度の推進
◯ 多面的機能支払制度の推進

（３）日本型直接支払制度の推進

○ 地域農業戦略の策定・実行支援

（３）組織間連携の推進と地域の中
核組織の育成

　中山間地域の農業を支える集落営農組織等の県内への拡大や組織間連携による中山間地域の農業を面的に支える
仕組みの構築に加え、スマート農業の普及による労働生産性の向上等により、中山間地域の農業の維持・発展を図る。

○ 酒米の生産振興
○ 水田の有効活用に向けた有望品目への転換

（４）水田農業の振興

○ 土佐あかうしのブランド化の推進
○ 肉用牛、養豚の生産基盤強化と生産性向上
○ 土佐ジロー、土佐はちきん地鶏の生産と加工販売体制の強化
○ 食肉センターの整備
○ 次世代こうち新畜産システムの確立と普及

（５）畜産の振興

◯ 産地での担い手確保に向けた取り組みの強化
◯ 畜産の担い手確保に向けた体制の強化
◯ 雇用就農者の確保に向けた取り組みの強化
    農業の担い手確保に向けた研修体制の強化

（１）新規就農者の確保・育成

柱４　多様な担い手の確保・育成

○ 担い手への農地集積の加速化
○ 園芸団地の整備促進

（２）農地の確保

拡

　産地提案型担い手確保対策の推進や研修体制の強化等により、多様な担い手の確保・育成を
図るとともに、広域での労働力循環の仕組みの構築や外国人材の活用等により、労働力を確保する。

拡

柱３　流通・販売の支援強化
　市場や大規模直販所とさのさとを活用した多様な流通の強化を図るとともに、戦略に基づく海外取引
の拡大や輸出に取り組む産地の強化等により、さらなる外商の拡大を目指す。

◯ 県産農畜産物の海外需要拡大
◯ 輸出に取り組む産地の強化

（４）農畜産物のさらなる輸出拡大
拡

柱５　農業全体を下支えする基盤整備の推進と農地の確保

◯ JA無料職業紹介所と連携した労働力の確保
◯ 農福連携の推進
○ 外国人材の受け入れ支援

（２）労働力の確保

生産増▶所得向上▶担い手増
の好循環を創出！

○ IPM技術の普及拡大
○ GAPの推進
○ 有機農業の推進

（２）環境保全型農業の推進

○ 野菜の生産振興
○ 特産果樹の生産振興
○ 花きの生産振興

（３）園芸品目別総合支援
◯ 新規事業者の掘り起こしと売れる商品づくり

（６）６次産業化の推進

拡

◯ 地域ニーズの把握とほ場整備の実施に向けた地域の合意形成の支援
◯ 地形条件や地域ニーズに応じたほ場整備の実施（国庫補助事業等の活用）
○ 担い手の誘致に必要な施設園芸用農地の整備の推進

（１）基盤整備の推進

拡

拡

　地形条件や地域ニーズに応じたほ場整備を推進し、優良農地や新規就農者の農地の確保等を進めることにより、生産から担い手の確保までの
好循環を支えるとともに、日本型直接支払制度の推進により、農業・農村が有する多面的機能の維持を図る。

新

新

拡

連携
集落営農

組織
複合経営

拠点

地域農業戦略

・機械共同利用
・農地集積など

・地域に適した農産物生産
・担い手の確保育成など

農地・管理 農業・複合経営部門

IoPクラウド

◯ 「とさのさと」を活用した県産農産物の地産外商の強化
◯ 園芸品・米・茶・畜産物のブランド力の強化と総合的な販売PR
拡

（２）直接取引等多様な流通の強化

◯ 家族経営体の経営発展に向けた支援
◯ 法人経営体への誘導と経営発展への支援

（３）家族経営体の強化及び法人経営体の育成

オランダ タイ

シンガポール
アメリカ

○ スマート農業の実証と実装支援

（４）スマート農業の普及推進
既存型ハウスへの
環境制御技術導入

収
量
Ｕ
Ｐ
！

環境制御技術普及員によるサポート
学び教えあう場

 高軒高を中心とする
 大規模次世代型ハウス

 低コスト耐候性等の 
中規模次世代型ハウス

大規模施設園芸団地

◯ 地域別戦略による卸売市場と連携した販売拡大
◯ 産地を支える集出荷システム構築への支援

（１）「園芸王国高知」を支える市場流通のさら
なる発展

拡

◯ 卸売市場関係者との連携強化による県産青果物の販売拡大
◯ 実需者への直接販売による県産農畜産物の販売拡大

（３）関西圏における県産農畜産物の販売拡大
拡

拡

拡

拡

拡

拡
拡
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（１）Next次世代型こうち新施設園芸システム　
の普及推進

 ◆ 【拡充】IoPプロジェクトの推進
 ◆ 【新規】データ駆動型農業による営農支援の強化
 ◆ 園芸産地の生産基盤強化　
 ◆ 地元と協働した企業の農業参入の推進

（２）環境保全型農業の推進
 ◆ IPM技術の普及拡大
 ◆ GAPの推進
 ◆ 有機農業の推進

（３）園芸品目別総合支援
 ◆ 野菜の生産振興
 ◆ 特産果樹の生産振興
 ◆ 花きの生産振興

（４）水田農業の振興
 ◆ 酒米の生産振興
 ◆ 水田の有効活用に向けた有望品目への転換

（５）畜産の振興
 ◆ 土佐あかうしのブランド化の推進
 ◆ 【拡充】肉用牛、養豚の生産基盤強化と生産性向上
 ◆ 【拡充】土佐ジロー、土佐はちきん地鶏の生産と加工

販売体制の強化
 ◆ 食肉センターの整備
 ◆ 次世代こうち新畜産システムの確立と普及　　

■　環境制御等に最先端のデジダル技術を融合させた新
たな技術の積極的な展開、生産性の高い施設の整備
や高度化により、生産力を高める

■　安全・安心で高品質な生産につながるIPM技術等の
更なる普及により、消費地に選ばれる産地を形成する

■　地域の特性を活かした高品質な米や畜産などの生産
を強化することで、農産物の付加価値を高める

■　地形条件や地域ニーズに応じたほ場整備
を推進し、優良農地の確保を図る

■  農業経営の効率化や規模拡大を図る担
い手や新規就農者などへ、農地中間管理
機構などを通じて農地の集積・集約を図る

■　市場流通と直接取引等多様な流通の販
売拡大に取り組むとともに、県産農畜産物の
総合的なPRの展開により外商を拡大する

■　輸出の拡大に向けて、ユズに次ぐ有望品目
の海外需要の拡大を図るとともに、新たなマー
ケットの開拓と輸出に取り組む産地の強化を
推進する

（１）集落営農組織等の整備推進
 ◆ 集落営農組織と中山間農業複合経営拠点

の県内への拡大

（２）集落営農組織等の法人化の推進と
経営発展への支援

 ◆ 【拡充】集落営農組織等の事業戦略の策定・
実行支援

（３）組織間連携の推進と地域の中核組
織の育成

 ◆ 地域農業戦略の策定・実行支援

（４）スマート農業の普及推進
 ◆ スマート農業の実証と実装支援

（５）中山間に適した農産物等の生産
 ◆ 土佐茶の生産振興
 ◆ 野菜の生産振興（再掲）
◆ 特産果樹の生産振興（再掲）
 ◆ 花きの生産振興（再掲）

■　集落営農組織等の県内への拡大や経営の
安定を図るとともに、組織間の連携や地域の
中核組織の育成により、地域の農業を面的に
支える仕組みづくりを推進する

■　中山間地域の産地の維持・拡大に向けて、　
スマート農業の導入を推進する

◯Next次世代型こうち新施設園芸システムの普及推進
 ・野菜主要７品目の出荷量（年間）
　  ㉚ 10.0万ｔ → ①10.3万ｔ → ⑤11.0万ｔ → ⑪12.4万ｔ　 
 ・次世代型ハウスの整備面積（累計）
　  ㉚ 46ha → ①60ha →  ⑤120ha → ⑪210ha
 ・施設園芸関係機器・システムの販売額（累計） 
　  ㉚ 2.6億円 → ①4.0億円 → ⑤33.2億円 → ⑪133.4億

円

○IPM技術（病害版）の普及拡大
 ・野菜主要６品目の防除面積率（累計）
    ㉚：31% → ①32% → ⑤：47% → ⑪：77%

◯集落営農組織等の新規設立数（累計）
　　㉚－ → ①4 → ⑤40 → ⑪100
　　【参考】集落営農組織等の数（H30）：241
○集落営農組織等の法人数（累計）
　　㉚45 → ①54 → ⑤69 → ⑪93

◯地域農業戦略の策定数（累計）
 　  ㉚ －→ ①2 → ⑤17 → ⑪35

◯スマート農業の実装面積
  ・ドローン防除（ha/品目数）（累計）
　   ㉚ 66/1 → ①275/3 → ⑤915/7 → ⑪2,010/10

■　生産を強化し、拡大再生産を実現するた
めに必要な、産地が求める担い手の確保・育
成と労働力の確保を図る

■　家族経営体の持続的発展や法人化の推
進などにより、強い経営体を育成する

１　生産力の向上と高付加価値化に
　よる産地の強化

２　中山間地域の農業を支える
  仕組みの再構築 ３　流通・販売の支援強化 ４　多様な担い手の確保・育成 ５　農業全体を下支えする基盤

整備の推進と農地の確保

農業分野の体系図

（１）新規就農者の確保・育成
 ◆ 【拡充】産地での担い手確保に向けた取り

組みの強化
 ◆ 畜産の担い手確保に向けた体制の強化
 ◆ 雇用就農者の確保に向けた取り組みの強

化 　　
 ◆ 【拡充】農業の担い手確保に向けた研修体

制の強化

（２）労働力の確保
 ◆ 【拡充】JA無料職業紹介所と連携した労働

力の確保
 ◆ 【拡充】農福連携の推進
 ◆ 外国人材の受け入れ支援

（３）家族経営体の強化及び法人経営
体の育成

 ◆ 家族経営体の経営発展に向けた支援
 ◆ 法人経営体への誘導と経営発展への支援
  　

（１）基盤整備の推進
 ◆ 地域ニーズの把握とほ場整備の実施に向

けた地域の合意形成の支援
 ◆ 地形条件や地域ニーズに応じたほ場整備

の実施（国庫補助事業等の活用）
 ◆ 【新規】担い手の誘致に必要な施設園芸

用農地の整備の推進

（２）農地の確保
 ◆ 【拡充】担い手への農地集積の加速化
 ◆ 園芸団地の整備促進
   
（３）日本型直接支払制度の推進
 ◆ 中山間地域等直接支払制度の推進
 ◆ 多面的機能支払制度の推進

◯ほ場整備の実施面積（累計）
　   ㉚－ →  ①－ → ⑤239ha → ⑪761ha
　※ほ場整備率（累計）
　　㉚48.7% → ①48.8% → ⑤50.0% → ⑪52.6%

◯新規ほ場整備農地の担い手への集積率
（累計）

　　㉚－ →  ①－ → ⑤35% → ⑪75%

○市場流通で開拓した取引先との販売額(年間)
　  ㉚7.5億円 → ①11.5億円 → ⑤15億円 → ⑪

30億円

○直接取引等多様な流通による外商額(年間)
　  ㉚ － → ①0.4億円 → ⑤8億円 → ⑪15億円　

○関西圏における外商額(年間)
　  ㉚ － → ①108 億円 → ⑤120億円 →  ⑪135

億円

○農畜産物の輸出額　(年間）
　  ㉚4.0億円 → ①4.0億円 → ⑤8.6億円 → ⑪

12.6億円

◯新規就農者数（年間）
　   ㉚271人 → ①261人→⑤320人→⑪320人

◯農業法人数（累計）
　　（農地の権利を取得し農業経営を行う法人）
　　㉚206 → ①223 → ⑤445 → ⑪649
　

（１）「園芸王国高知」を支える市場流通
のさらなる発展 

◆ 【拡充】地域別戦略による卸売市場と連携した
販売拡大

 ◆ 産地を支える集出荷システム構築への支援

（２）直接取引等多様な流通の強化
 ◆ 【拡充】「とさのさと」を活用した県産農産物の

地産外商の強化
 ◆ 園芸品・米・茶・畜産物のブランド力の強化と

総合的な販売PR
 
（３）関西圏における県産農畜産物の販

売拡大
 ◆ 【拡充】卸売市場関係者との連携強化による

県産青果物の販売拡大
 ◆ 【拡充】実需者への直接販売による県産農畜

産物の販売拡大

（４）農畜産物のさらなる輸出拡大
 ◆ 【拡充】県産農畜産物の海外需要拡大
 ◆ 【拡充】輸出に取り組む産地の強化

（６）６次産業化の推進
 ◆ 新規事業者の掘り起こしと売れる商品づくり 
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地域で暮らし稼げる農業
農業産出額等（飼料用米交付金含む）　　　　　   出発点（H30）1,177億円　⇒　4年後（R5）1,221億円　⇒　10年後（R11）1,285億円　
農業生産量　　　野菜（主要11品目）　　　　　　   出発点（H30）　12.6万ｔ　  ⇒　現状（R元）12.7万ｔ　　⇒　4年後（R5）  13.6万ｔ  ⇒　10年後（R11）　15.0万ｔ　
　　　　　　　　　　 果樹（主要２品目）　　　　　　　　出発点（H30）　2.38万ｔ　  ⇒　現状（R元）2.34万ｔ　　⇒　4年後（R5）  2.45万ｔ  ⇒　10年後（R11）　2.60万ｔ　
                     花き （主要３品目）　　　　　　　　出発点（H30） 2,019万本   ⇒　現状（R元）1,971万本　⇒　4年後（R5）2,020万本  ⇒　10年後（R11）2,077万本　
                     畜産（土佐あかうし飼養頭数）　　出発点（H30） 2,399頭      ⇒　現状（R元）2,406頭　　 ⇒  4年後（R5）3,725頭　   ⇒　10年後（R11）4,039頭

分野の目指す姿

分野を代表する
目標
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Next次世代型こうち新施設園芸システムの普及推進

次世代型こうち新施設園芸システム Next次世代型こうち新施設園芸システム

●産学官連携プロジェクトにより、IoP（Internet of Plants）等の
　 最先端の研究を進展
●栽培、出荷、流通までを見通したデータ共有基盤「IoPクラウド」に
　 様々なデータを自動で収集・蓄積（R3:IoPクラウドプロトタイプの検証・改良）
●通信機能を備えたデバイス等の開発促進
●集積データを営農、研究、開発、新たなサービス展開などに活用

ＩｏＰプロジェクトの推進
●オランダの先進技術を本県の気候条件等にあわせ、環境制御技術
　 として確立
●環境制御技術の普及によるハウス内環境の見える化
●学び教えあう場の活用による環境制御技術の普及

環境制御技術の普及

▶環境制御技術の普及が進み、成功事例も生まれた一方、技術を栽培
　に生かし切れない生産者も多く、生産者間のレベル差が拡大
▶ハウス内環境データは、個々の活用に留まり、部会や生産者間の比較
　・分析を行う場合、普及員が個別訪問でデータを収集
▶データ収集に時間を要するため、営農指導は、過去データに基づくフィー
　ドバックが中心

●作物情報や環境情報等のビッグデータを駆使し、普及員が個々の生産
　者の栽培状況等を様々な角度から分析・可視化
●生産管理の予測や意思決定に役立つ情報を、生産者にリアルタイムで
　フィードバック

　　データ駆動型農業による営農支援の強化

施設園芸関連
産業群の創出・集積

施設園芸農業
の飛躍的発展

AI

データベース
IoPクラウド ×

・高収量農家データ

・気象データ
・ハウス環境
　データ

・労働データ
・出荷データ

・作物データ

・他関連
　ビックデータ

ビッグデータ

✔気象データ
✔ハウス内環境データ

✔生理･生育データ
✔出荷データ
農作業データ

作物情報データ

環境情報データ

分析

指導員　

営農支援
「経験と勘に頼る農業」から
の転換を図り、全ての生産
者を対象に、データ駆動型
農業を推進

✔リアルタイムでの営農
　改善による生産性・
　収益性の向上
✔普及指導の効率化

様々な角度から分析

新

拡

課題
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◆環境制御技術の普及
　・野菜主要７品目導入面積：55％(R元比＋2％)
　・野菜主要７品目の出荷量：10.4万ｔ（R元）　　
　　（H30比 ＋0.4万ｔ)
◆学び教えあう場の活用：119ヵ所
◆環境制御技術アドバイザーによる現場指導：
　　３地区、４品目(R2)
◆環境モニタリングデータを一元化して生産者同士のデー
　タを比較、分析(キュウリ、ナス、ピーマン)
◆次世代型こうち新施設園芸システム推進協議会によ
　る環境制御技術の普及、次世代型ハウスの整備コスト
　に関する研修会、現地検討会の開催
◆IoPプロジェクト推進PTとして普及WGを設置、９月か
　ら営農指導へのデータ活用を検討　

専門アドバイザー、環境制御技術アドバイザー

現場指導　　　　　　　　　　サポート能力の向上

次世代型こうち新施設園芸システム推進協議会　
【県域の情報共有、技術の向上】

学び教えあう場の
活用による環境
制御技術の普及

これまでの取り組み

　
データ駆動型農業推進協議会（仮称）

ハウス・機器メーカー、生産者、JA営農指導員、県普及指導員

データ駆動型農業の推進

環境制御技術の
レベルアップと省力
化技術の開発

環境制御技術
補助金の活用

ハウス・機器メー
カー等の協力

環境制御技術普
及推進員
（県・JA）

課題・対応策

◆新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越え、施設園芸産地を維持・
　発展させることが必要。
◆R2年度から、データ共有基盤「IoPクラウド」プロトタイプの試験運用を
　開始、データの「見える化」と分析・共有によって生産性と収益性を向上
　させる「データ駆動型農業」の推進に向けた体制整備が必要。
　　⇒　データ駆動型農業の推進
◆環境制御技術の普及などにより、デジタル技術を活用した施設園芸が
　行われるようになったが、データを栽培に十分生かし切れていない状況。
　　⇒　データ駆動型農業の実践支援
◆デジタル技術を活用するためには新たな投資が必要。
　　⇒　次世代型ハウスの更なる低コスト化
　　　　

データ駆動型農業による営農支援の強化

データ駆動型農業の実践支援New

新規

IoPクラウド

データの見える化・共有化

分析
ツール

◆農業振興センター
　□普及指導員が専用の分析ツールを使ってデータを分析
　□栽培モデルの作成・見直し（栽培技術の標準化）
　□遠隔等による営農指導の実施
　□学び教えあう場によるグループ学習（地域・品目別グループ実証）

生産者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　普及指導員

遠隔等による営農指導

学び教えあう場

◆農業振興センター
　□分析ツールの整備（分析ツール画面構築、分析用パソコンの整備）
　□指導者の育成（分析ツール操作・分析方法の研修会等）

高い生産性と
収益性を実現

データ分析
仮説の検証
技術の組立て

実践支援 ハウスの低コスト化指導体制の整備

オブザーバー

データ駆動型生産者

環境制御普及推進員

農業イノベーション推進課 農業技術センター

Ｊ　Ａ　 大　学

New

ハウス内環境 4象限分類 機器稼働状況

【画面イメージ】

◆協議会
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集落営農組織等の法人化の推進　
・集落営農の法人設立を志向する地域・組織への個別支援を強化し、複数組
　織による広域での集落営農の法人化を推進
・アグリ事業戦略サポートセンター等による、事業戦略の策定とPDCAサイクルを
　フォローアップ
・広域化を図る組織は、基盤整備と大型機械施設の導入などの生産性の向上
　や経営発展に向けた事業戦略の策定を支援する

現状

・任意組織の早期の法人化のために、複数組織
　の統合による法人設立の推進が必要

・集落営農法人の広域化によるスケールメリットの
　早期発生と経営力の強化が必要

課題 対策
・集落営農の取組が拡がり、継続できる仕組みとして法人設立も進んでいる
　　　　　　　　　　　　集落営農法人数　　　　　　H22：１　→R元：33
・高齢化・担い手の減少が進み、経営資源が脆弱な任意組織は、早期の法
人化が望まれる　　　60代以上のオペレーター　　H22：41％→R元：59%
　　　　　　　　　　　　 水稲作業面積　　　　　　　平均2.5ha
・集落営農法人の事業戦略の策定・実行は進んでいる
　　　　　　　　　　　　　事業戦略策定数　　　　　R元：22→R2.12：29

合意形成支援

集落営農塾
＋

個別支援
＋

実証ほ設置

農地集積
に取り組
む組織

組織化ｺｰｽ

法人化

　　ｺｰｽ
集落営農
組織
（任意）

塾

塾

法人
経営

ｺｰｽ

・地域農業戦略に基づく省力化・効率化につながる機械　
　　施設の整備
　・営農条件の整備　ほか　

　・生産性の向上、経営安定化に向けた事業戦略の策定・
　　実行をアドバイス
　・後継者確保に向けたリーダー研修

集落営農法人設立を目指す地域・組織等を
集中支援

　・集落営農塾に併せて各地域・組織
　　に地域営農アドバイザーを派遣
　・ビジョン作成、法人設立を後押し
　・全法人の個別面談による経営改善
　　指導　など

取組
地域営農ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

集落営農塾への
地域営農

アドバイザー派遣

農業振興センター・市町村・JA　など
（農業経営相談所サティライトオフィス）

地域別推
進チーム地域営農アドバイザー(集落営農の専門家)

＋
農業振興部各課担当者

＋
農業会議・アグリ事業戦略サポートセンター

県
域
推
進
チ
ー
ム

組
織
化
志
向
集
落

集
落
営
農
組
織
等

拡

地域営農塾

広域型集落営農法人

集落営農
法人

基盤整備・
大型機械化

広域型集落営農法人とは
小学校区をエリアとした複数の集落営農組織等
で構成する集落営農法人

広域型集落営農法人

集落
営農
組織

集落
営農
組織

集落
営農
組織

集落
営農
組織

地域の営農の中核を担う組織
（集落営農法人、中山間農業複合経営拠点）

＋
集落営農組織　など

協
議
会

地
域
農
業
戦
略

推進体制

拡

法人化への取組強化

　・モデル地区を選定し、集落営農塾などの支援策を実行

・モデル地区への地域営農アドバイザーの派遣

　・生産性の向上、経営安定化に向けた事業戦略の策定・
　　実行をアドバイス

新

新・推進チーム会での検討

　・集落営農法人の設立を支援
　・ビジョン作成、法人設立を後押し

新

広域型

ｺｰｽ

塾

組織間連携

地域農業
戦略

塾

ｽﾃｯﾌﾟ
ｱｯﾌﾟｺｰｽ

塾

j「稼ぐ」農業で「雇用」を生み出す
集落営農法人へ支援

集落営農のステップアップ図

集落営農
の組織化

志向集落

　　広域型

集落営農
法人

集落営農塾
＋

個別支援

新
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IoPクラウド

関西圏における県産農畜産物の販売拡大

る農業分野の取り組み
生産力の向上

 関西圏の卸売市場を通じた県産青果物の年間販売額　　(R元)108億円　⇒　(R5)120億円

経
済
活
力
が
高
ま
る
関
西
圏
で
の
販
売
強
化
に
向
け
て

関西圏における販売戦略

ঢ়
ਧ
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１　卸売市場関係者との連携強化による県産青果物の販売拡大
　　　【ターゲット】　 飲食店、宿泊業、量販店（従来）
　　  【重点品目】　なす、にら、みょうが、文旦　等
　　  【連携するパートナー】卸売市場、仲卸
　　  【取　　　組】　
　　　　・仲卸の産地招へい　　　⇒　仲卸による飲食店等への提案強化
　　　　・販売拠点量販店での高知フェアの強化　　販売拠点量販店の増加
　　　　・仲卸や販売拠点量販店等へのトップセールス
　　　　・高知野菜サポーター(野菜ソムリエ)によるオンライン料理教室の開催　
　　　　　　⇒　美味しい食べ方とセットでPR
　

２　実需者への直接販売による県産農畜産物の販売拡大
　　 【ターゲット】　 消費者、飲食店、加工業者
　　 【重点品目】　高知の逸品(メロン、トマト　等)
　 　【連携するパートナー】　高知家の魚応援の店、高知県ゆかりの飲食店　等
　　 【取　　　組】
　　　・高知家の魚応援の店や高知ゆかりの飲食店等と連携した県産農畜産物のPR　
　　（飲食店利用者へのギフトカタログなどのＰＲ、生産者とバイヤーのマッチング・産地招へい)
　　　・県人会会員企業や包括連携協定協定企業等へのPR（取引先への贈答用販売、社員向け販売等）
　　　・関西圏の量販店での県産農畜産物の出張販売（とさのさとマルシェの開催）
　　　・飲食店への販売（販売体制の整備、地産外商公社と連携した営業活動）　
　　　・WEB販売サイトでの販促キャンペーン(品目や期間を限定した販売）
　　　　　　　例）文旦：農家のこだわりなど物語をもった紹介による販売
　　　・WEB販売サイトを活用した品目等の紹介動画の発信　　　　　　

Ｒ3年度の取組のポイント

これまでの取り組み

販売拡大に向けた課題 

関西圏を取り巻く環境

■関西圏の卸売市場と連携による量販店等での
販売拡大 

　・量販店への販売拠点の設置（R2：9店舗）
　・量販店や飲食店への食べ方等の商品提案
　・量販店や飲食店等バイヤーの産地招聘
　・オンライン料理教室の試行

　※ これまでは、①仲卸→量販店ルートを中心に取り組み

■実需者への直接販売による販売拡大
　・WEB販売サイトの構築

■これまでの取組に加えて、大阪・関西万博など
大規模プロジェクトを見据えて、仲卸を通じた飲
食店・ホテル等への販売ルートの強化が必要

■社会の構造変化に対応した消費者へのPRや直
接販売の強化が必要

■高知県にもっとも近い大消費地

　 ・約2千万人の消費者

　　・輸送コストが他の大消費地より安価
　

■関西圏での「高知」の高いネームバリュー

　　・来高する観光客の約30%が関西圏　

■大阪・関西万博（2025）などの大規模プロジェクト
　　・経済波及効果が期待できる

　■仲卸から飲食店・ホテルなどのルートの強化　（左図②）

　■新生活様式に対応したPRなどの販促活動の推進

目標

人口約2千万人の
本県に最も近い大消費地

①

②

拡充

新

卸
売
市
場

量販店

飲食店・
ホテル等

農
産
物

仲卸

新

仲卸

中心

新

新

新

新

拡充
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その他農産物 ユズ青果・加工品

R2年度の取り組みと成果 課題と対策（強化）

◇ポイント２　輸出に意欲的な産地への支援強化

　

○さまざまな課題に対応できる産地づくり
　　・農産物輸出促進事業費補助金を活用した海外マーケットの需要調査や、国と足並みを揃えるGFP
　 　グローバル産地づくり事業（R2より本県事業に取り入れ）を活用しての生産や輸出規制
　　 への対応等課題ごとに産地の取組をに支援
　　　 ⇒　R３予定：JA高知市（グロリオサ）、大豊町（ユズ）、四万十市（イチゴ）、
　　　　　　　　　　　　　仁淀川町（茶）他
　　・マーケット情報の提供等ジェトロ高知と連携して産地の取り組みの実行性を高める支援

◇ポイント３　新たな輸出先国の開拓（生産から取り組む輸出の拡大）　　　
　

　○選択と集中による効率的な取組
　　・輸出戦略に基づき、取組品目と輸出先国を明確化して資源を集中投下
　　・重点品目として各分野１品目を設定
　　　　⇒　野菜：ミョウガ（米国）　果樹：ユズ（米国）　花き：グロリオサ（米国）
　　　　　　 茶：土佐茶（EU、米国） 

　○各機関との連携による販路開拓
　　・輸出先国の植物検疫、残留農薬基準に対応する生産からの取り組み
　　　　⇒　県農業関連機関、県農協等との連携による相手国の栽培基準の
　　　　　　 作成や生産指導、残留農薬検査、品質保持のための輸送試験等

◇ポイント１　国別輸出戦略に基づいた輸出の拡大
　【青果物：シンガポール】
　・青果物のほぼ全量輸入しているシンガポールでは、日本からの輸入量は1.6％とわずかで、さらなる輸出拡大が可能
　　　⇒　Food Japan 2021出展やシンガポール事務所との連携による需要拡大
　　　⇒　国内卸売会社による現地量販店への出荷や日本食レストラン等を中心とした外食需要の開拓
　　　⇒　現地オンラインサイトを通じての販売による小口取引や消費者需要への対応

　【花き：オランダ】
　・世界の花きの6割を取り扱い、そのうちの9割をEUに輸出しているオランダのアールス
　　メール花市場への出荷によるEUでの販路拡大
　　　⇒　現地展示会出展や全国花き輸出拡大協議会との連携による需要拡大
　　　⇒　国際A1博覧会フロリアード2022（オランダで開催）出品に向けた取り組み
　　　⇒　EUにおける販売の拠点となる小売店等の確保　

R３年度の取り組み

※輸出拡大プロジェクトチーム、地域プロジェクトチームによる輸出に意欲的な産地の支援

農産物の輸出拡大に向けた取り組みの強化　　　　　　

拡

　　　　　　　　花き類
（オランダを中心にＥＵ諸国へ）

青果物

（シンガポールを中心にアジア諸国へ）

＜輸出に取り組む背景＞
　　中長期的にみて、人口の減少に伴う国内マーケットの縮小への備えが必要　
　　⇒　国内販売は維持しつつも、将来を見据えて海外販路を開拓する
　　　   ※国の農林水産物・食品輸出目標：0.9兆円（R1）→　5.0兆円（R12 ）

4.1億円 3.6億円 
2.1億円 

4年間で1.9倍に拡大！

12.6億円 

8.6億円 

4.0億円 

　・シンガポールへの青果物輸出、オランダへの花き輸出は、新型コロナウイルスの影響による
　　輸出先国の需要の低下、減便による輸送費の高騰で、輸出額減の見通し

　　　⇒　出展を予定していた現地展示会（シンガポール「Food Japan2020」、オランダ
　　　　　 「IFTF2020」「Royal Flora Holland」）は、新型コロナウイルスの影響により中止

　◇国別輸出戦略に基づいた輸出の推進

　◇輸出に意欲的な産地への支援

　・輸出戦略の策定
　    ⇒　重点品目×輸出先国の輸出戦略を策定（ミョウガ、ユズ、グロリオサ、茶）
　　　⇒　輸出戦略策定のための市場、輸出の可能性について調査を実施：米国、EU
　

　・補正予算で非対面でも接触可能な新たな手法によるPRの取り組みを実施
　　【青果物】
　　 ⇒　Web等非対面でも県産農産物の調理方法や特長を海外量販店
　　　　　バイヤーや料理人等にPRできる英語動画コンテンツの制作
　　【花き】
　　 ⇒　巣ごもり需要に対応した電子書籍及びオンラインによる海外での県産
　　　　　花きのPRを実施：「家庭画報国際版」（英語）での特集記事掲載

　◇新たな輸出先国の開拓（コロナショックに対応）

①　ユズの主要マーケットであるEUで生産（スペイン等）が開始　☞　EU以外のマーケットでの拡大、新市場の開拓へ
②　需要が見込まれる有望市場（米国等）に輸出できていない　☞　残留農薬規制に対応する生産からの取組
③　新型コロナウィルスの影響による輸出の低迷　☞　重点品目×輸出先国の輸出戦略による先を見据えた取組
　　　　　　　　　限られた予算の中で産振目標を達成するためには、これまでの取組に加えて、選択と集中による効率的な
取組を行うことが必要。新たに重点輸出品目及び対象国を定めて資源の集中を図るとともに、生産からの取組により対象
国の検疫条件や残留農薬規制に対応することで輸出の拡大を目指す。

R3の輸出目標額：6.0億円

第4期計画目標額

・農産物輸出促進事業費補助金による生産者支援
　　⇒　4組織（H29）→5組織（H30）→11組織（R1）→４組織（R2）　
　　　　 ※新型コロナウイルスの影響により当初予定の11組織から減

・グローバル産地づくり輸出推進促進事業費補助金による生産者支援
　　⇒　1組織：JA高知市三里園芸部（グロリオサ）
　　　　 ※新型コロナウイルスの影響により当初予定の3組織から減

青果（シンガポール） 花き（オランダ）

輸出品目
ピーマン、ナス、ミョウガ、ニラ、ショウ
ガ、ミカン、メロン等（R2）
○R1は18品目

グロリオサ、トルコギキョウ等（R2）
○R1は14品目

本県農産物の輸出額推移・次期計画目標    

ポイント

拡
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新規就農者の確保対策の強化

①①親元
①

これまでの取組

１　親元就農
　《情報発信》　生産部会や広報誌等で親元就農支援策をＰＲ
　《就農相談》　市町村、農振センター等による就農相談の実施
　《研修支援》　担い手育成センターでの基礎研修(約3ヶ月）

２　新規参入
　《情報発信》　HPやSNSを活用した情報発信、関係機関のサイトを一元化
　　　　　　　　　 した｢新規就農ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ｣を開設(R3.3予定)
　《就農相談》　対面・オンラインによる相談対応
　《研修支援》　 ・｢こうちアグリスクール｣東京･大阪 
　　　　　 　　　   ・｢こうちアグリ体験合宿｣県内 
            　　 　 ・双方向ＷＥＢセミナー開催
　　　　　   　 　　・ 担い手育成センターでの長期研修
　　　　　　　  　　・研修期間中の生活を農業次世代人材投資事業(準備型)
　　　　　　　  　　 及び県単事業で支援
  
   [コロナの影響と対応]   

     対面で開催するセミナー(こうちアグリスクール･こうちアグリ体験合宿
      等)が中止されたことから、リモートで参加できるWEBセミナーを実施

                    

１　親元就農
　後継者が未定の農家　
　の洗い出しと呼びかけ
　が不十分

２　新規参入
・ 全国的に新規就農者の獲得の競争があるなか
　 で更に際立つ効果的な情報発信が必要
・ ウィズコロナ・アフターコロナを見据えて、ＷＥＢ等
　を活用した非接触型の就農相談の強化が必要 
・ 新規就農希望者のニーズが高い農地や空き
　ハウスの情報収集、提供の仕組みの充実が必要

取組強化のポイント

課　題

対　策

  ｢待ちの姿勢｣から｢攻めの姿勢(ターゲットを絞った呼びかけ)｣へ
           

◆効果的な情報発信等の強化
○新規就農ポータルサイトの
   充実
・ WEB動画で高知県の魅力
　や本県農業の強み(ＩoＰの
　取組等)、担い手支援策、
　就農者からのメッセージ等
　を紹介
・ 会員登録者への
　オーダーメイド
　型情報提供　

○後継者が未定の農家への呼びかけの強化
・ 担い手協議会(市町村･農振センター等)で後継者が未定の農家をリストアップ
・ 対象農家へ親元就農支援策等のＰＲ及び意向把握するアンケートを実施
・ 就農希望のある農家に対し、親子で就農相談を実施

◆新しい生活様式に対応した就農相談の強化
○オンライン就農相談の充実
・ 東京・大阪駐在の移住コンシェルジュが相談者に寄り添って、
　オンライン上で就農コンシェルジュとの三者相談を随時実施
・ 相談者に対して個別にフォローし高知への訪問を誘導

◆産地の受け入れ体制の強化
○産地提案書の充実
・ 産地等が新規就農者に仕向ける農地や
　中古ハウスの情報をリスト化し、
　就農相談時に提供
・ 動画版産地提案書の作成

１ 親元就農

２ 新規参入

○WEBセミナーの充実
・ 篤農家のハウスにおける双方向　
　WEBセミナーを開催
 
○農業体験の場の充実
・ 農業法人等での農業体験を
  随時受入れ

○就農支援体制の強化
・ 市町村や農振センター等の関係機関
　に加え指導農業士等を就農サポーター
　として位置付け、研修から就農まで
　を伴走支援

新

拡

拡

拡

新

□　高知県の新規就農者数は近年260～270人で推移
□　令和元年度の自営就農174人のうち85%が県内出身者
　　県内出身者の53％が､生産基盤のある継承・親元就農
□　自営就農のうち13％が､県外からの移住を伴う就農

○(親元就農・新規参入)
 データ駆動型農業に係る研修
・ 農業担い手育成センターの研修
  でデータ駆動型農業に係る講義を
  実施　
　

高知県農業の
強みをアピール
[IoPプロジェクトの
普及推進][データ

駆動型農業]
  

Ｒ２中止

Ｒ２中止

拡

拡
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さらなる挑戦　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　農福連携の推進

　　　　　　　　　　　　　　　障害者等の就労や社会参加の促進・農業現場での人手確保へ!!（目標：+75人/年）目指すべき姿　　　　　　　　　　　　　　　　　

①地域によって取り組みに温度差
　　○取り組みの弱い地域では
　　　　・「敬遠」や「あきらめ」の意識が存在
　　　　・就労や雇用に踏み切れない
　　　　・農業-福祉間の情報共有が不充分
②就労後の定着につながらないケースも
　　○短期間での断念
　　○農閑期を挟んでしまうと復帰が難しい

県(農業・福祉部局)､市町村､JA等が連携を強化し
★推進体制の整備（農福連携支援会議：現在5市町村 ⇒ 横展開）
★啓発から就労定着までの一貫した支援　が必要

見えてきた課題　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　農福連携に取り組む
　　　企業・特例子会社の
　　　参入支援

・調製・袋詰め等
　の作業受託
・農業参入

＆＋

「（県域）農福連携支援調整会議」の設置
●県域の課題への対応
●地域の取組への助言
●優良事例の収集と共有

農福連携支援調整会議

福祉分野

障害保健支援課
障害福祉課
県社会福祉協　　等

農業分野

環境農業推進課
高知県農業会議
JA高知県　　　　　等

情報共有

「地域農福連携支援会議」設置の横展開

●地域の課題への対応
●ニーズの共有
●マッチングの支援

農福連携支援会議

福祉分野

市町村
自立相談支援機関
地域社会福祉協
障害者就労支援施設　等

農業分野

市町村
農業改良普及課･所
JA営農経済センター
JA無料職業紹介所　等

連携・相談

　　●農福連携促進コーディネーターによる障害者施設、
　   　農家のニーズ把握とマッチング支援
　　●お試し就労への移行促進（受入農家の負担軽減を支援）
　　　・支援期間の延長（1週間⇒1ヶ月以内）

STEP 2：「農福連携」の開始

拡

●農業・福祉双方の理解を促進する取り組み
　・農作業体験会、農家向け研修会の開催

STEP 1：「農福連携」の啓発

推進体制の整備

　●農作業の切り出し
　●作業マニュアルの作成

作業
ﾏﾆｭｱﾙ

拡
拡新

①障害者就労支援施設・ひきこもり者等の理解促進
　　○農作業を正しく理解してもらうための農作業体験会の開催
　　○障害者・ひきこもり者が対応可能な作業の「切り出し」
②農家・JA等（受入側）の理解促進
　　○障害特性や雇用条件などに関する研修会の開催
　　○先進事例調査の実施
③障害者等と農家・JAとのマッチング、定着支援
　　○コーディネーター(県域1名)、サポーター(JAあき1名)の配置
④障害者を雇用する特例子会社の参入支援（P社・F社）

★農家やJAで就労している障害者等
　　　　　　H31年1月：263人 ⇒ R2年3月：400人

これまでの取り組み　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　●支援機関（社会福祉協等）
　　　　　　　　  による伴走型支援
　　　　　　　　●農業・福祉双方の専門知識を
　　　　　　　　  有するサポーターの育成・確保
　　　　　　　　　　　・国の研修受講等による人材の育成
　　　　　　　　　　　・サポーターの定期的な指導による
　　　　　　　　　　　就労の定着支援
　　　　　　　　●農福連携に取り組む農家の
　　　　　　　　　情報交換会の開催

STEP 3：「農福連携」の定着

拡

拡

※普及課・所単位に先行設置（5市町村⇒10市町村）

※障害の程度に応じた作業を実施

普及課・所 農家 出荷場 従事している主な農作業
安　 芸 48名 18名 ナスやピーマンの収穫・袋詰め　等
中央東 20名 5名 ニラのそぐり　等
嶺　 北 23名 － サツマイモの収穫　等
中央西 3名 11名 シシトウのパック詰め、ピーマンの摘葉　等
高   知 70名 6名 トマトの収穫、ミョウガのパック詰め　等
高   吾 47名 3名 ニラのそぐり、トマトの摘葉　等
須   崎 6名 36名 ミョウガ・シシトウのパック詰め　等
高   南 36名 5名 ニラのそぐり、セリの調製　等
幡   多 63名 － ピーマンの袋詰め、ラッキョウの収穫　等
合   計 316名 84名

就労している障害者等の人数と従事している作業（R2.3現在）

新
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①ニーズへの対応
• 施設園芸を希望する新規就農者や企業等
のニーズに合致した農地整備

• 新たな担い手を誘致するための優良農地 を
先行して整備したうえで、農地中間管理機構
が中間保有する新たな手法を創設

②迅速な整備への対応
• 整備地は、合意形成が容易な農地や換地が
必要ない農地等に限定することで、迅速な整
備が可能

担い手の誘致に必要な施設園芸用農地の整備の推進

県営農地耕作条件改善事業

主体 対象地区 要件 補助率(%) 備考

県
施設園芸用ハウスを建設する農地（担い
手が確定）、もしくは、将来施設園芸用ハ
ウスを建設するために、中間管理機構が中
間保有する農地（担い手が未確定）

下記①に加えて
・担い手※への集積率　100％
・受益地内に施設園芸用ハウスを建設
・換地を伴わない区画整理・暗渠排水
・２０年以上の中間管理権の設定

国

50
(55
)

県

35
(30)

市町村

15

地元

0

施設園芸用ハウス
建設に伴う排水量
の増加の場合、排
水路工を実施

市町村
重点実施区域に指定（される見込み）の
農地で中間管理機構を通じた新たな担い
手※への集積が可能な地区

・重点実施区域　1ha以上
・担い手※への集積　1ha以上
・事業費　200万円以上
・受益者　2者以上

50
(55) 10 15~25 10~2

0
地元負担は市町村
の裁量による

※担い手：認定農業者、認定農業者となることが確実と認められる者、特定農業団体等、中心経営体　　　※補助率：（）書きは中山間地域の場合

担い手を誘致するための施設園芸用
農地の確保

新しい整備手法の創設

①

連携
地権者の負担を伴わない施設園芸用農地の整備を迅速
に実施するため、政策的に県が主体となり事業推進

産業振興計画やIoPプロジェクトの下支え

農
業
基
盤
課

【農業者のニーズ】
新規就農者や企業等が必要としている施設園芸用農地が不
足している
企業誘致向け施設園芸用農地を先行して用意してほしい

【第４期産業振興計画】
県の施策：生産力向上と高付加価値による産地の強化
⇒企業の要望に沿った施設園芸用農地の確保
農業全体を下支えする基盤整備の推進と農地の確保
⇒浸水の影響がなく、用水を十分に確保できるまとまった優良

農地の確保

【IoPプロジェクト】
　IoPにより野菜の産出額130億円増加（10年間）
⇒施設園芸の作付面積の増加が必要

　農業所得＝（反収）×（面積）×（単価）-（経費）

背　景

施設園芸用農地の整備に特化した事業がない
誘致用農地の場合は地権者にメリットが少ないため、地元負担
を伴う既存事業には馴染まない
担い手の誘致の受け皿となる農地を先行して整備する手法が
ない
現在のほ場整備では、多くの権利者の合意形成や換地を伴う
ため、迅速な対応が難しい

現状・課題 対　策

中間保有地

施設園芸団地

農
業
担
い
手
支
援
課

農
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

推
進
課

環
境
農
業
推
進
課

先行して整備した農地を、農地中間管理機構で
中間保有し、企業等の誘致活動を実施
企業・新規就農者等の担い手確保
施設園芸用ハウス整備への補助

団体営

（地域のきめ細かな整備）

県営

（施設園芸団地の整備）

農地耕作条件改善事業
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【展開方向３】　規模拡大志向農家や新規就農者用の農地確保対策の一層の推進

３

新たな施設園芸用農地の確保

課題３　中古ハウス・農地の円滑な流動化の仕組みが必要
　　人・農地プラン等をもとに流動化が可能な中古ハウス・農地のリストを作成し、
 就農希望者等がタイミング良く確保出来るようにすることが必要。　

課題２　生産性の高い優良農地の創出が必要
　　新たにまとまった面積の施設園芸用農地を生み出すため、計画的な基盤整備
　事業の実施による優良農地の創出が必要。　

　課   題
課題１　農地の営農条件を短期間で改良することが必要

　新規就農者等が必要とする施設園芸用農地を迅速に整備することが必要。　
　　また、地権者の合意形成をスピーディーに行うためにも地元負担の軽減措置が
　必要。整備した農地をタイミング良く提供できるようにしておくことが必要。

展開方向

農地情報の充実による担い手確保対策の強化
・施設園芸用農地の整備・確保について市町村に働きかけを行い、規模拡大や新規就農者の誘致
により産地強化を目指すことに関心のある地域を発掘

・市町村、農委、県、JA、農家代表等において、規模拡大志向農家や新規就農者への集積候補
となる中古ハウス･農地情報を発掘、リスト化、更新

・農業委員会・農地中間管理機構が、集積候補農地等の流動化の可能性を判断するための権利
関係を確認

・農地中間管理機構が「新規就農者農地確保等支援事業」で農地の先行借受けを推進し、就農
　希望者にタイミング良く提供

　

現　　状　

◆ 就農のタイミングに合わせた中古ハウス等の確保が難しい。
・中古ハウス等が発生しても、地縁のある規模拡大農家への提供が優先され、
地縁のない新規就農者等に提供されにくい。

・農地とハウスで所有者が異なることが多く、セットで提供されにくい。

◆ 営農条件の整った施設園芸用農地が不足している。
・日当たり、排水、用水量など営農条件の整った農地が不足しており、規模拡大
志向農家や新規就農者が探索に苦慮している。

◆ 企業誘致時に示せる施設園芸用農地が少ない。
・参入企業向けの大区画農地が少なく、積極的に情報発信できないことから
　誘致活動に苦慮している。
・大規模な基盤整備事業の実施は、長い期間を要する。

【展開方向１】　施設園芸用農地を迅速に整備　

県営農地耕作条件改善事業により施設
園芸用農地を短期で創設

新

【展開方向２】　
　まとまった施設園芸用農地を計画的に整備　

・市町村キャラバンにより、ほ場整備済み地区から
候補地の選定

・市町村と連携し、地権者等の意向調査を実施
・地元や関係者(生産部会や指導農業士等）との
協議と事業実施

・農地中間管理機構による中間保有

人・農地プランの実質化
・全市町村において集落毎に農業
者の今後の営農意向等を確認

・意向結果を反映した地図を作成
・地図を活用した話合いのうえ、
５～10年後の流動化候補農地
を明確化

拡

拡

拡

目標：12ha創設（R5）

●将来方向の提案 等

●地域の意向把握 等

・市町村等へのキャラバンにより候補地の
選定

・市町村等と連携し、農地の出し手の確保
及び新たな担い手の発掘

・農地中間管理事業による農地の貸借

ほ場整備実施中地区での新たな施設
園芸用農地の創設

・市町村等へのキャラバンにより候補地の選定
・市町村と連携し、農地の出し手の確保及び新た
な担い手の発掘

・新たな施設園芸用農地の創設を踏まえた事業
計画書の作成

・農地中間管理事業による農地の貸借

ほ場整備計画地区での施設園芸用農地
の創設

拡拡
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産業成⻑戦略  林業分野

【資料４】産業成⻑戦略の令和２年度の進捗状況等・・・・・・・・１

【資料５】産業成⻑戦略の令和３年度の強化のポイント・・・・・・13

参考１，２ 令和３年１月25日

第３回産業振興計画フォローアップ委員会
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（１）木造建築に精通した建築士等の育成
・林業大学校でのリカレント教育等による建築士の育成
・全国の建築士関係団体等との連携による建築士の育成
・木造建築の設計・技術支援
・木造建築のノウハウ収集・普及

（２）施主の木材利用に関する理解の醸成
・施主の木材利用に関する理解の醸成（経済同友会等との連携）

　・CLT等の普及促進（日本CLT協会等との連携）
・TOSAZAIセンター(提案・相談窓口)によるプッシュ型提案

（３）マーケティング戦略の強化
・非住宅建築物の木造化・木質化の推進（経済同友会等との連携）
・県産材を活用した木造住宅建築の支援
・流通拠点及び土佐材パートナー企業への販路の拡大
・海外への販売促進

（４）関西圏での木材利用に関する提案の強化
・TOSAZAIセンターに関西駐在員を配置
・万博・ＩＲ関連施設への土佐材利用の提案

（１）労働生産性の向上による事業地の拡大
・作業システムの改善による生産性の向上

高性能林業機械の導入、10tトラック道等の整備
　作業システムの改善

　  ICT等を活用したスマート林業の促進　

（２）皆伐と再造林の促進
・皆伐の促進

林地台帳等を活用した施業地の確保
　皆伐に必要な作業道等の整備
　流通・加工事業体との連携強化

・再造林の促進
地域ぐるみでの再造林推進の取り組みを強化

　再造林への支援と低コスト育林の推進
　花粉対策苗等の生産体制の強化

　　持続可能な森づくりの推進　　　

（３）施業集約化の強化
・森の工場の拡大・推進
　　森林資源情報の高度化及び活用
　施業の集約化を促進

・間伐の推進

柱１　原木生産の拡大

柱４　担い手の育成・確保

柱２　木材産業のイノベーション

担い手

川中

（３）林業事業体の経営基盤の強化
　・事業戦略の策定・実践による経営改善の推進
・森林施業プランナーの育成
・事業体における経営基盤の強化と労働環境
の改善

分野を代表する目標
　木材・木製品製造業出荷額等  　　 出発点（H30）　214億円 　⇒ 　４年後（Ｒ5）228億円 　⇒ 　10年後（R11）236億円
　原木生産量 出発点（H30）64.6万m3  ⇒ 　現状（R元）67.1万m3   ⇒   ４年後（Ｒ5）79.6万m3 　⇒　 10年後（R11）85万m3

※6年後のR7年に85万㎥を達成

構築した川上から川下までの仕組みを生かして、木材生産・流通を最適化

林業分野の施策の展開　　～山で若者が働く、全国有数の国産材産地～ 

（４）プラットフォームづくり等による地産・外商体制
の強化

・TOSAZAIセンターを中心とした情報交流の拠点の整備
・県内製材工場等の連携による集出荷体制の整備
・需要にマッチした生産供給体制（SCM：サプライチェーン
マネジメント）の確立

（５）森の資源を余すことなく活用
・小規模木質バイオマス発電所の整備（熱電併給）
・幅広い分野への木質バイオマスボイラー等の

導入促進（熱利用）

（１）高品質な製材品の供給体制の整備
・需要に応じた製品供給力の強化・高品質化

　・製材加工の共同化・協業化等の促進
・乾燥機等の施設整備への支援（JAS対応）

（２）製材事業体の生産・経営力の強化
・事業戦略の策定・実践による経営改善の推進
・経営人材の育成に向けたアドバイザー派遣
・既存製材工場の労働力確保対策の実施

（３）木材・木製品の高付加価値化の推進（A材の活用）
・非住宅分野向けの高付加価値製品の開発
（チーム・ティンバライズとの連携）
・高付加価値製品の販路開拓

川下
柱３　木材利用の拡大

（建築士等への戦略的アプローチ）

拡

拡

拡 サプライチェーン
マネジメントの構築

川上

（１）林業大学校の充実・強化
　・リカレント教育の更なる充実強化
　・新たな木造建築士育成の仕組みづくり
・研修生確保対策の強化

（２）きめ細かな担い手育成・確保の強化
・女性就業者の確保
・移住希望相談者に向けた各種相談会の開催
・小規模林業の推進

拡

拡

新

新

ICT

苗木や資材
の運搬ICTハーベスタ

拡 拡
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１．労働生産性の向上による事業地の拡大
◆作業システムの改善による生産性の向上
　・高性能林業機械の導入
　・10ｔトラック道等の整備
　・作業システムの改善
　・[拡充]ICT等を活用したスマート林業の促進

２．皆伐と再造林の促進
◆皆伐の促進
　・林地台帳等を活用した施業地の確保
　・皆伐に必要な作業道等の整備
　・流通・加工事業体との連携強化

◆再造林の促進
　・地域ぐるみでの再造林推進の取り組みを強化
　・再造林への支援と低コスト育林の推進
　・花粉対策苗等の生産体制の強化
　・[新規]持続可能な森づくりの推進

３．施業集約化の強化
◆森の工場の拡大・推進
　・[拡充]森林資源情報の高度化及び活用　
　・施業の集約化を促進
◆間伐の推進

○　山で若者が働く、全国有数の国産材産地

木材・木製品製造業出荷額等  　　 出発点（H30）　214億円   ⇒   ４年後（R5）228億円   ⇒   10年後（R11）236億円
原木生産量 　　　　　　　　　　　　  　 出発点（H30）64.6万m3   ⇒   現状（R元）67.1万m3  ⇒   ４年後（R5）79.6万m3   ⇒  10年後（R11）85万m3　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※6年後のR7年に85万㎥を達成　　

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

・川下の需要に応じた弾力的な原木生産と持続可
能な森林づくりを推進する

取
組
方
針
・
主
な
「
◆
具
体
的
な
取
り
組
み
」

・優れた人材を育成・確保する

１．林業大学校の充実・強化
◆[拡充]リカレント教育の更なる充実強化
◆[拡充]新たな木造建築士育成の仕組みづくり
◆研修生確保対策の強化

２．きめ細かな担い手育成・確保の強化
◆女性就業者の確保
◆移住希望相談者に向けた各種相談会の開催
◆小規模林業の推進

３．林業事業体の経営基盤の強化
◆[拡充]事業戦略の策定・実践による経営改善の

　　推進　　　　　
◆森林施業プランナーの育成
◆事業体における経営基盤の強化と労働環境の
　 改善

１．高品質な製材品の供給体制の整備
◆需要に応じた製品供給力の強化・高品質化
◆[拡充]製材加工の共同化・協業化等の促進
◆乾燥機等の施設整備への支援（JAS対応）

２．製材事業体の生産・経営力の強化
◆事業戦略の策定・実践による経営改善の推進

◆経営人材の育成に向けたアドバイザー派遣
◆既存製材工場の労働力確保対策の実施

３．木材・木製品の高付加価値化の推進（A材の活用）

◆非住宅分野向けの高付加価値製品の開発
　　（チーム・ティンバライズとの連携）

◆高付加価値製品の販路開拓

４．プラットフォームづくり等による地産・外商体制の強化

◆TOSAZAIセンターを中心とした情報交流の
　　拠点の整備
◆県内製材工場等の連携による集出荷体制の整備

◆需要にマッチした生産供給体制　（ＳＣＭ：サプライ
　 チェーンマネジメント）の確立

５．森の資源を余すことなく活用
◆小規模木質バイオマス発電所の整備（熱電併給）
◆幅広い分野への木質バイオマスボイラー等の導入促
　 進（熱利用）

・加工・流通・販売の効率化を推進する
・プロダクトアウトからマーケットインへの転換を推
  進する

・民有林の原木生産量（年間）

㉚46.6万m3 → ⑤59万m3 → ⑪65万m3

・民有林の再造林面積（年間）
㉚263ha→①250ha→⑤630ha→⑪690ha

・県産製材品の出荷量（年間）

　㉚135千m3→⑤169千m3→⑪181千m3

・関西圏（三重県を含む）への県産製材品の出荷
量（年間）
　㉚23千m3→⑤31千m3→⑪34千m3

・林業就業者数（累計）

　㉚1,589人→⑤1,670人→⑪1,720人
　※椎茸・薪炭等の312名を含む

・木造建築にかかる技術・意匠力の向上を図る
・木の魅力の発信と理解醸成を図る
・県外企業の情報収集力を強化する
・県内企業とのマッチングを推進する

１．木造建築に精通した建築士等の育成
◆林業大学校でのリカレント教育等による 建築士
　 の育成
◆全国の建築士関係団体等との連携による建築
　 士の育成
◆木造建築の設計・技術支援
◆木造建築のノウハウ収集・普及
２．施主の木材利用に関する理解の醸成
◆施主の木材利用に関する理解の醸成
　（経済同友会等との連携）
◆[拡充]CLT等の普及促進（日本CLT協会等との
    連携）
◆TOSAZAIセンター(提案・相談窓口)によるプッシュ
　型提案
３．マーケティング戦略の強化
◆非住宅建築物の木造化・木質化の推進
　（経済同友会等との連携）
◆県産材を活用した木造住宅建築の支援
◆流通拠点及び土佐材パートナー企業への販路
 　の拡大
◆海外への販売促進
[新規]
４．関西圏での木材利用に関する提案の強化

◆TOSAZAIセンターに関西駐在員を配置
◆万博・ＩＲ関連施設への土佐材利用の提案

・県内における非住宅建築物の木造率（床面積
ベース）（年間）

　㉚17.1%→①15.4%→⑤20.0%→⑪25.0%

・建築士等の育成や施主への理解の醸成に関す
る活動を行った地域の数（累計）
　㉚0→①２→⑤44→⑪44

・関西圏における建築士等の育成や施主への理解
の醸成に関する活動を行った地域の数（累計）
　㉚0→①1→⑤6→⑪6

１　原木生産の拡大 
戦
略
の
柱

２　木材産業のイノベーション
３　木材利用の拡大
（建築士等への戦略的アプローチ）

４　担い手の育成・確保

分野の目指す姿

分野を代表する
目標

林業分野の体系図
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・ 事業地の安定確保
・ 労働生産性の向上
・ 間伐と皆伐を複合させた原木生産
・ 再造林率の向上
・ 林業就業者数の低迷

民有林
（森の工場除く）

48.7万m3
皆伐：37.0万m3
間伐：11.7万m3

① 41.1万m3
　皆伐：29.4万m3
　間伐：11.7万m3

②   7.6万m3
皆伐：7.6万m3
間伐：  －万m3

① 労働生産性の向上による事業地の拡大
　　　採算の合う事業地を拡大
 ○ 作業システムの改善による生産性の向上
　・高性能林業機械等の効率的な稼働に向けた取組支援
　・ ICT等を活用したスマート林業の促進に向けた研修会の開催
　・安全性や生産性の向上が期待できる新たな生産システムの導入促進
　・ 既存事業による作業道等の整備、林業機械の導入の促進
　・ 林業事業体の事業戦略の策定及び実践を支援

　　　　　　　　　　※皆伐40ha増、間伐1,010ha増
② 皆伐と再造林の促進
　　　皆伐の促進と再造林率の向上　　
　・ 林地台帳を活用した森林情報の収集や境界確認等への支援
　・ 再造林、再造林のために行う枝条搬出への支援（県費嵩上げ等）
　・ 森林経営計画の作成促進（森林経営計画への編入等）
　・ 既存事業による作業道等の整備の促進
　・流通・加工事業体との連携強化
　　持続可能な森づくりの推進
　　　コウヨウザン(早生樹)等の多様な樹種による森林整備　
　　　森林吸収源対策及び環境に配慮した木材生産の仕組みづくり

　　　　　　　　　　※皆伐180ha増
　

現状(H30)
64.6万m3

課題

③ 施業集約化の強化
　　　搬出間伐主体⇒皆伐・再造林を含めて事業地を集約化
  ・ 森の工場の新設
　・ 森林資源情報の高度利用(路網設計等)に向けた研修会の開催　　
　・ 事業期間が終了した約3万haの森の工場での事業掘り起こし
　・ 搬出間伐への支援（初回 ⇒ 初回＋10年経過後の2回目）
　・ 林業専用道（規格相当）等の整備
　・ 再造林、再造林のために行う枝条搬出への支援【再掲】　

　　　　　　　　　　※皆伐60ha増、間伐780ha増

目標(R７)
85万m3

森の工場
③ 16.3万m3
皆伐：  4.0万m3
間伐：12.3万m3

国有林 20.0万m3
皆伐：10.0万m3
間伐：10.0万m3

民有林
65.0万m3

皆伐：41.0万m3
間伐：24.0万m3

木材増産推進課

※括弧は人工林のみ。

        

    468,510ha

  民有林
(うち人工林 297,423ha)

    (人工林率： 63%)

         

       

うち
路網沿線外  

164,033ha  
35%  

   

   
         

森の工場
11.4万m3

皆伐：  1.7万m3
間伐：  9.7万m3

民有林
46.6万m3
皆伐：29.6万m3
間伐：17.0万m3

国有林 18.0万m3
皆伐：  8.1万m3
間伐：  9.9万m3

民有林
（森の工場除く）

35.2万m3
皆伐：27.9万m3
間伐： 7.3万m3

目標：生産性2割超アップ、増産5.9万m3

目標：年間180haを集約化、増産7.6万m3

目標：年間2,300haを集約化、増産4.6万m3

森の工場(H30)

全体　　　　　　稼働　　　　　
72,799ha　　　42,628ha

16%　　　　　 　9%

対策 ※皆伐280ha増、間伐1,790ha増

新

原木生産の拡大に向けて

新
新

新
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研修会の開催や専門家による操作サポート、導入支援等の実施

森林クラウド化
に向けた取組

 R3設計
  ↓
 R4構築
  ↓
 R5運用開始

精度の高い地形・森林資源データ

航空レーザ
測量

林業・木材産業におけるデジタル化の推進 ～スマート林業を推進するための基盤づくり～

 森林情報の高度化精度の高い
データの整備

 森林情報の共有化森林クラウド構築

施業集約・生産の
効率化・省力化スキルUP・高度利用利用者サポート

生産現場の現状・課題

・林業は広大な森林において、長い年月をかけて樹
木を育て、地形条件が悪い現場で重量がある立木を
収穫・搬出するという特徴を持った産業である。
 
・労働力不足が顕著になる中、林業においてもICT
技術を活用し、１人当たりの生産性を向上させると
共に、安全な労働環境の整備などによる新たな担い
手の確保・育成が重要となっている。

ICT等を活用した森林施業の
効率化・省力化に資する
「スマート林業」への転換

森林情報の
高度化・共有化

施業集約・生産の
効率化・省力化

生産性向上・経営の安定化

労働災害のない
安全で快適な職場

担い手の確保・育成

スマート林業の推進

需給マッチング
の円滑化

目 標

・森林情報の
 高度化や共有化
 

・利用者のスキルUP
 

・仕組みの実証や構築

スマート林業を推進する
基盤づくり

スキル
UP!!

生産・加工現場への
先端技術の導入促進

流通の最適化
需給情報の共有化

マッチング・
実証・構築

連携
マッチング

・実証
・構築

セミナー開催 ミニマムな
SCMグループ
立ち上げ

林業を
若者や女性にとって
魅力ある産業へ

取組
項目

 精度の高い地形・森林資源データ、地理空間情報の利活用
 先端機器・機械の操作、導入検証

森林GIS
(QGIS）

ドローン
タブレット
システム

ICTハーベスタ

スパイダー
（４輪多関節型
 作業機械）

林業事業体等①詳細に地形を表現した図面

①

②

③

②シームレスで
 林相（樹種）
 毎に色分け
 をした図面

③樹木の位置と大きさを
 表示した図面

・高知県SCM（サプライチェーンマネジメント）推進協議会が
 マッチングや実証を実施
・在庫管理のデジタル化の検討 

需給マッチング
の円滑化

基盤
データ
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 木材需要の拡大

●ＪＡＳ製材品の供給体制強化                

 木材利用に関する社会情勢の変化

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（R1.6.11閣議決定抜粋）
　・低層住宅や中層建築物について木材利用の推進に必要な技術の開発及び普及に取り組みつつ、　　
　　都市の高層建築物等についても、更なる木材利用の拡大が図られるようイノベーションを創出する
民間企業を中心としたＳＤＧｓ目標達成に向けた取組の広がり

「2050年までに温室効果ガス実質ゼロ」を宣言（R2.10.26）
　・菅首相が成長戦略の柱に「経済と環境の好循環」を掲げ、2050年までに温室効
　　果ガスの排出を全体としてゼロにする、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言

成果目標(KPI)：ＪＡＳ機械等級区分構造材の出荷量
                        H30:11千m3 → R5:36千m3

●主要な需要先である住宅分野　 ⇒  少子化等の影響を受け、今後、新設住宅着工戸数は大幅に減少 すると予測
●新たな需要先を開拓　　　　　　   ⇒  これまで木材があまり使われてこなかった 非住宅建築物の木造化・木質化 を促進することが必要

 

 県内JAS製材品供給体制の強化

   
                               

・ 建築物への炭素の固定
・ 生産・廃棄時の炭素発生の抑制

非住宅建築物の
　　　　木造化・木質化の拡大が重要　　

 脱炭素社会の実現に向けたアプローチ

脱炭素社会の実現に向け
　　　　　　　　　木材が果たすべき役割

 非住宅木造建築物の構造計算に対応できるＪＡＳ機械等級区分構造材の供給拡大が必要

 

新設工場

既存製材
工場 Ａ社 

既存製材
工場 Ｂ社 

既存製材
工場 Ｃ社 既存製材

工場 Ｄ社 

共 同 出 資
　ＪＡＳ製品の出荷目標
  → １４，５００ｍ３
    （うち機械等級区分：約12千m3）       

製品出荷全体量
２０,８００m3

○施設設備内容
  ・ 大径材に対応可能なコンピューター制御による製材設備など最新の製材機械、木材皮剥ぎ機械、木屑炊きボイラー、木材乾燥機（７台）、グレーディング設備及び
　　作業用建屋（４棟）を整備

◆大径材に対応可能なＪＡＳ製品が生産できる工場の新設

原木生産量
４０,０００m3

竣工【R4年3月】

 ●今後のスケジュール（予定）

事業着手【5月】 用地造成
  【R3年3月末完了】 計画書提出【4月】
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（一社）高知県木材協会にTOSAZAIセンターを設置し外商の取り組みを強化
　外商職員数　（H28：2名）→（H29：4名）→（H30～：6名）→（R3～：７名）
　　　

　Ｒ３ 県産材需要拡大サポート事業　

◇共通の取り組み事項
・県内事業体の製品情報収集
・市況情報等の収集整理
・外商促進に向けた人材育成
　　（製材業後継者対策等）
・県内事業体へのフィードバック(情報等)
・県内事業体とのマッチング(商談等)
・建築士集団team Timberizeと連携

◇販売管理部門
・商談会の開催
・パートナー企業への営業
・輸出関連情報の収集･分析
・海外事業体等との調整
・海外見本市への出展支援　等

◇販売企画部門
・ロット流通拠点との連絡調整
・土佐材展の開催
・関東･関西駐在員による営業活動及び
　情報収集
・企業、公共施設等への木材活用提案
・内装材等の商品開発支援

高知県木材協会　組織図（Ｒ３）

●土佐材の輸出促進
海外における営業活動等の実施
・輸出に向けた商談、展示会への出展、トライアル出荷を実施

●土佐材展の開催
県内外木材市場で展示会を開催
・複数メーカーの土佐材製品を一堂に集める記念市として開催
　し、販売拡大及び知名度向上に繋げる

●消費地商談会の開催
工務店等を対象とする商談会を開催
展示場への出展による土佐材のＰＲ
・県外で商談の場を設定し、土佐材をＰＲするパートナー企業
  の新規登録、新規取引先の獲得に繋げる

邸別部会

ロット部会

輸出部会

土佐材流通促進協議会

（会員：44社）

●産地商談会の開催
県内製材工場等を視察・訪問
・県内の森林、製材所等を視察し、土佐材の新規取引先の
  獲得に繋げる　　　　　

《 TOSAZAIセンター 》

会長
専門官 会計課長

（一社）高知県木材協会（常勤2名）

販売促進事業
を実施

商品開発

●都市木造化に向けた商品開発
建築部材や木製品の連携開発
・先進的な木造建築の普及・開発に取り組む建築士
  集団「NPO法人team Timberize」と「TOSAZAIセンター」
  が連携し、県内事業者が参画する新商品の開発に
  向けて各ＷＧを開催

「都市木造（高知モデル）ＷＧ」 ・ 「まちづくりＷＧ」 ・ 「ＰＲ-ＷＧ」

●土佐材展の開催　※土佐材流通促進協議会と協定を締結した県外市場（流通拠点）を活用
　・13回（茨城県:1、千葉県：1、愛知県：5、福岡県：1、大阪府：1、石川県：2、岡山県：1、香川県：1）

●産地商談会の開催　※県に登録した土佐材パートナー企業等が実施する高知県の現場視察等を企画、支援
　・12回

●消費地商談会の開催
　・ 6回（東京都：2、大阪府：1、山口県：1、香川県：1、鹿児島県：1）

●土佐材の輸出促進　※海外見本市等への出展の支援など
　・ 2回（韓国：1、台湾：1）

●都市木造化に向けた商品開発
　・ 高知県の特徴（素材・技術）を活かした非住宅建築用の部材開発
　　　※素材：ヒノキ高強度材など　　※技術：土佐組子耐力壁など
　・個別の建築物・施設等の木造化・木質化の提案
　・ＤＩＹ資材、木製品のキット化等の商品開発
　・開発した製品のＰＲコンテンツの制作

●県内外での営業活動
　　【参考】Ｒ元(H31)実績 952回（県外：771、県内：181）
　　　　　　 Ｒ2.11月時点　849回（県外：741、県内：108）

Ｒ３年度の取り組み

主要な取り組み

センター長(兼)
専務理事

販売管理部長

販売管理
担当

販売企画部長

関西
駐在

関東
駐在

販売戦略
担当

新

【関西駐在の新設による営業体制強化の必要性】
　・関西は、関東に次ぐ大消費圏（新設住宅着工の約15％）
　・大阪・高知は、木材取引の歴史的なつながりが深い
　・地元(関西)材､他県材との輸送コストのハンデが少ない
　　※きめ細かな情報収集・営業により商機の拡大が見込まれる

TOSAZAIセンター

Timberize
連携

高知県

協定

県内事業者
・製材事業者
・加工事業者
・建築士　等

セ
ミ
ナ
ー
・
Ｗ
Ｇ
開
催

高知都市木造ワーキング

・土佐材パートナー企業の新規登録数
　   　8社(R元)  ⇒　    6社(R2.11月)　 《前年度比75％》
・土佐材住宅補助件数（R2：申込件数）
　  159棟(R元)  ⇒   152棟(R2.11月)　 《前年度比96％》
・県外流通拠点企業の土佐材取扱量
　8,187m3(R元) ⇒ 6,218m3(R2.11月)　《前年度比76％》
　　　　　　

　　　※進捗の目安：8ヵ月(4～11)/12ヵ月＝67％

【主な県外新規取引】
・成約済み
　①土佐材とCO2固定認証のセット販売
　　　5m3×350棟/年×5.5万円/m3＝96百万円（試算）
　②高級注文住宅向けヒノキ幅広材　10百万円/棟

・商談中
　①商業施設(R4着工)向けヒノキ幅広材　約20百万円/棟
　②プレカットとの連携による国産無垢材のブランド化
　　　　当初：数棟/年　⇒　将来：100棟/年
　③大型製材工場の新設に向けた木材市場の受入調整
　

成果目標（KPI）：県産製材品の県外出荷量　98千m3（H30）　⇒　131千m3（R5）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ※うち関西　23千m3（H30）　⇒　　31千m3（R5）

○関西戦略との連携

　・最も近い大消費圏での情報収集・外商活動

　 の強化　※関西駐在の新設【再掲】

　・企業などの木材利用の理解醸成と需要の

　 掘り起こし

　・万博、ＩＲ関連施設への提案

○ｗｉｔｈコロナ対応

　・新しい生活様式に対応し、ＤＩＹや内装木質

 　化等の新たな需要に対応

　step①～③
　　①市場調査、情報収集
　　↓
　　②市場のニーズと県内メーカーの製品を
　　 　マッチング
　　↓
　　③県内メーカーが供給できない製品につい
　　 　て、商品開発の体制づくりを推進
　　　　※①、②　関西駐在員の新設【再掲】

新規対策

Ｒ２年度の主な成果

土佐組子耐力壁

●商品開発のイメージ

ジラーフユニット
(パテーション等）

高強度部材
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　■経済同友会

　   ○地方創生に向けた"需要サイドからの"
　　　　林業改革（H30.3）
     ○木材利用推進全国会議の設立（R1.11）　
　　　　・参加企業団体　324団体

　

こ
れ
ま
で
の
取
組
と
成
果

課 
題

今
後
の
展
開

高知県の取組を全国へ発信・展開（林業大学校のカリキュラムの提供等）

◆非住宅木造建築物とＣＬＴの普及促進

◆建築士等のさらなる人材育成
◆全国の施主や建築士にＣＬＴや木造建築に関するさらなる理解醸成
◆需要拡大を後押しするさらなるサポート環境の充実

⽊造建築に精通した建築⼠等の育成 施主の⽊材利⽤に関する理解醸成

◆木造建築の普及促進
○フォーラム、技術セミナー、見学会の開催（県内・県外）
○全国の建築士団体等との連携による建築士の育成
※非住宅木造建築物に取り組むための入口として開催　
　　⇒林業大学校へ誘導

◆林業大学校
○リカレントコース（スキルアップに必要な内容を自由に選択）

○関西における木造設計集中コース（中大規模木造建築の
設計スキルを効果的に習得）

◆全国団体・自治体との連携
○経済同友会等との連携による施主の理解の醸成

○土佐経済同友会と連携した木造建築事例の拡大
○日本ＣＬＴ協会等との連携による普及促進

◆個別の営業活動（ＴＯＳＡＺＡＩセンターとの連携）
○企業、自治体へのプッシュ型の営業活動、具体的な提案活動
○希望企業での勉強会の開催（木の良さ、木造建築の特徴）

◆設計支援
○非住宅木造建築物への設計支援
○ＴＯＳＡＺＡＩセンターとの連携による設計支援

◆新たな技術の推進
○集合住宅の木造化、ハイブリット
　　（ＲＣ・Ｓ造＋木造） の建築物の推進
○技術・ノウハウのさらなる収集・蓄積及び普及

○ＴＯＳＡＺＡＩセンターに設置するプラットフォーム
　を活用した新商品の開発

 サポート環境の充実

建築士等及び施主に向けた戦略的アプローチ

木材利用に向けた、全国的な機運の高まり

⽊材利⽤推進全国会議の活動を通して、各都道府県の経済同友会、
⾏政が連携し、ＣＬＴをはじめとする⽊材を活⽤した建築物の整備を加速
度的に推進

国産⽊材の需要拡⼤
に向けた取組の全国展開

・全国各地で⽊が活かされ
都市も地⽅も潤う社会を構築

○普及活動（フォーラムの開催やパンフレットの作成等）による施主への理解の醸成

　　⇒県内ＣＬＴ建築物：完成27棟、設計・施工中７棟(R２.１２月末現在)
○Ａ材を活用した木製品の開発

　　⇒構造用木製品の開発（３製品）、木製品の開発（7製品）
○設計費、建築費への支援（補助）

　　⇒鉄骨造（Ｓ造）が木造に変更される事例
○ＣＬＴで地方創生を実現する首長連合

　　⇒令和元年度、全都道府県でＣＬＴ建築物が整備が実現

○林業大学校短期課程（リカレント・木造建築コース）の開催
　　⇒短期課程受講者数延べ2,309人（H30～R2．12月現在）
○建築事例を通じて蓄積した技術やノウハウを普及する技術セミナー・研修会の開催
　　⇒　ＣＬＴに取り組む県内の建築士や施工業者が増加
　　　　（設計者：６事業体　⇒　１８事業体）　（施工関係者：２事業体　⇒　１９事業体）　　　

　

◆建築士の育成

●⾮住宅⽊造建築物の建築拡⼤に向けた⼈材育成と施主の理解醸成

ＣＬＴ建築物（県⽴林業⼤学校)）

⽊製品の開発（Ａ型トラス）

　■全国知事会（国産木材活用ＰＴ）
     ○国産木材需要拡大宣言　（R1.7）
　■建築基準法の改正（R元.6月施行）　

   　○耐火構造とすべき木造建築の
　　　　対象の見直し（緩和）　など

全国の木材利用の動き

⾼知県における⾮住宅建築物の⽊造率（棟ベース）

「集合型」及び「web活⽤」を組み合わせて withコロナ に対応した取り組みを展開
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〇 PDCAサイクルの実施
• 事業戦略実施状況のチェック、改善

〇経営スタイルの確立
• 事業体の発展

林業事業体に対する事業戦略の取り組みについて

林業事業体を取り巻く環境

事業戦略の概要

事業戦略の策定
1年目 ２年目 ３年目

事業戦略の実践、修正、磨き上げ 経営スタイルの確立、自立

林業事業体の現状と課題 林業事業体の目指すべき姿
• 天候に左右されることから、出役（出勤日）

に応じた日給制が一般的
• 重労働で災害発生率が全産業で最も高い
　→　就業者の離職率が高い
平成20年度に緑の雇用を利用した就業者の
10年後の定着率は34％（35人/103人）

• 事業量を確保し、利益を着実に生み出
す経営体質を構築することで、月給制の
導入

• 安定した雇用による就業者の技術向上
（事業体内での技術の承継）
• 作業方法の改善、高性能林業機械や安

全装備の導入により事故リスクの低減

・事業体の経営基盤の強化、労働
環境の改善

・生産性の向上、事業地の確保に
より原木増産

担い手の増加

事業戦略への取組

原木増産

★原木生産の拡大と労働環境の改善を図るために「事業戦略」の策定とその実践により林業事業体の経営基盤の強化を目指す。
事業の目的

• 戦後造林された森林が成熟し、豊
富な資源

• 森林経営管理法に基づき、市町
村が森林所有者に代わって、森林
を整備

　→　事業体にとって安定的な事業
　　　量を確保できる環境が整った。

①対象とする林業事業体
　全事業体121社のうち森林組合を除く98社の中から、認定事業体かつ「意欲と能力のある林業経
営者」又は「育成経営体」に登録されている41社を対象に事業規模等により20社（約2割）を選定
　⇒5社ずつ4年間の支援（計20社）⇒20社をモデルとし、研修会等で報告し横展開を図る
②事業実施期間（策定支援：R2～R5、実践支援：R3～R7）
１年目に新規事業戦略を策定し、２年目から３年目まで実践へのフォローアップを行う

事業戦略の具体的な取組み内容

〇経営診断
• 組織体制、運営面の調査
• 事業ごとの損益状況の調査
• 現場ごとの木材生産、販売状況の把握
• 事業体の強みと弱みの把握

〇現場診断
• 作業効率、技術力、作業員の意識の診断

「林業事業体の目指すべき姿」を実現するために、将来を見据えた事業戦略への取組が重要

R2 R3 R4 R5 R6 R7

策定支援 5社 5社 5社 5社

実践支援 5社 10社 10社 10社 5社3年間を目処に併走支援

【参考：取組年度別計画】

事業戦略策定のための事前調査 全体協議

〇事前調査結果からの検討
• 問題点、改善点の抽出
• 事業体の方向性の確認
• 改善に向けた取組に対する役割を定める
• 事業戦略（案）の検討

事業戦略の策定、実践 持続的な成長

〇戦略（案）の試行
• 問題点、改善点の抽出
• 戦略（案）の修正

○事業戦略の策定
• 事業戦略の実践開始

③横展開
　20社をモデルとし、森林組合を含む認定事業体を招いて経営改善指導
報告会を開催し、事業戦略策定の取組の横展開を図る。
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産業成⻑戦略  ⽔産業分野

【資料４】産業成⻑戦略の令和２年度の進捗状況等・・・・・・・・１
  
【資料５】産業成⻑戦略の令和３年度の強化のポイント・・・・・・８

参考１，２ 令和３年１月25日

第３回産業振興計画フォローアップ委員会
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　水産業分野の施策の展開 　　～ 若者が住んで稼げる元気な漁村 ～
　　　　　　漁業生産額(宝石サンゴを除く)　 　　　出発点（H30）497億円　⇒　4年後（R5)　520億円　⇒　10年後（R11）545億円分野を代表する目標
　　　　　　水産加工出荷額　 　　　  　　　出発点（H29）199億円  ⇒　現状（H30）233億円  ⇒　4年後（R5)　270億円　⇒　10年後（R11）290億円

柱２　市場対応力のある産地加工体制の構築

（１）効率的な漁業生産体制への転換

○　黒潮牧場15基体制の維持と機能強化
○　高知マリンイノベーションの推進による操業の効率化

（３）養殖生産の拡大

（４）漁場の有効活用の促進

○　ブリの人工種苗生産の推進
○　養殖業への新規参入の促進

○　地元と協働した企業参入の促進　　

（１）加工施設の立地促進や機能等の強化

（２）加工関連産業の強化

（１）新規就業者の育成

（２）経営安定に向けた支援

柱１　漁業生産の構造改革

○　漁業就業セミナーの開催や移住促進策と連携した勧誘の促進

○　就業希望者を対象とした短期・長期研修等の実施

○　営漁指導員による経営指導を支援

○  加工施設の機能強化や衛生管理の高度化

○　輸出に対応した加工施設の立地促進

13号

18号

9号

11号

分枝流
黒潮

予測漁場

大学や民間企業等が参画し、
プロジェクトを創出・推進 

漁業現場の課
題や生産工程
の見直し

漁協

大学国研究
機関

民間
企業

県研究
機関

○　産地市場のIoT化を推進

高知マリンイノベーションの推進体制 

漁場予測システム

（５）漁村におけるサービス業の創出

漁業所得を向上！！

漁業生産額や加工出荷額を
安定的に確保！！

担い手を安定的に確保！！

「地産」の強化

○　新規就業者等の設備投資への支援

○　加工用原料や製品の保管に必要な冷凍保管ビジネスの強化

○　漁船のレンタルをサポートし、円滑な就業を支援

○　生産力向上のための漁場づくりを支援

拡

○　新たな漁法（小型底定置網）の導入
　　 による生産量の増大　　

（２）輸出の拡大
○　有望市場への輸出支援を強化
○　輸出に適した加工用原魚の確保

（４）産地市場の機能強化
○　鮮度向上や衛生管理等の取り組みを支援
○　産地市場の統合を推進
○　産地市場のIoT化を推進（再掲）

（１）外商の拡大
○　「高知家の魚応援の店」とのネットワークを活用した外商活動の一層の強化　 
○　商談会等への出展による販路拡大を支援
○　消費地市場とのネットワークを生かした取引の拡大

拡

柱３　流通・販売の強化 「外商」の強化

柱４　担い手の育成・確保

成長を支える取組の強化

好循環を生み出し
拡大再生産へ！

拡

（２）かつお・まぐろ漁業の振興

○　事業戦略の策定支援による経営力の向上

（３）関西圏のパートナーと連携した販売拡大
○　関西卸売市場関係者と連携した量販店等への販売拡大
○　外商支援活動の体制強化による高知家の魚応援の店への販売拡大
新

新

○　関西圏の卸売市場関係者等との連携による輸出の拡大

○　遊漁や体験漁業の振興　

○　WEBを活用したPR・サポート体制の強化による新規就業者の確保新

拡

○　新規就業者等における複数漁業種類の漁労技術習得を支援新

拡
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１　効率的な漁業生産体制への転換
　◆ ［拡充］高知マリンイノベーションの推進による
　　　操業の効率化
　◆ 黒潮牧場15基体制の維持と機能強化
　◆ 産地市場のＩoT化を推進

２　かつお・まぐろ漁業の振興
　◆ ［新規］事業戦略の策定支援による経営力の
　　　向上

３　養殖生産の拡大
　◆ ブリの人工種苗生産の推進
　◆ 養殖業への新規参入の促進

４　漁場の有効活用の促進
　◆ 地元と協働した企業参入の促進
　◆ 新たな漁法（小型底定置網）の導入による
　　　生産量の増大
　◆ 生産力向上のための漁場づくりを支援

５　漁村におけるサービス業の創出
　◆遊漁や体験漁業の振興

若者が住んで稼げる元気な漁村

漁業生産額（宝石サンゴを除く）          出発点（H30）497億円　⇒　4年後（R5）：520億円　⇒　10年後（R11）：545億円
水産加工出荷額                    　　　　　　出発点（H29）：199億円　⇒　現状（H30）233億円　⇒　4年後（R5）：270億円　⇒　10年後（R11）：290億円

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

高知マリンイノベーションの推進により効率的な漁業
生産体制への転換を進めるとともに、かつお・まぐろ
漁業の振興や養殖生産の拡大、漁場の有効活用を
促進するなど、漁業生産量の増大を図る。

取
組
方
針
・
主
な
「
◆
具
体
的
な
取
り
組
み
」

「高知家の魚応援の店」や消費地市場とのネット
ワークを活用した販路拡大や、海外有望市場への
輸出拡大に取り組むとともに、産地市場の機能強化
を図るため、市場統合や衛生管理体制の強化、ＩｏＴ
化を支援する。

１　外商の拡大
　◆ ［拡充］「高知家の魚応援の店」とのネットワーク
　　　を活用した外商活動の一層の強化
　◆ 商談会等への出展による販路拡大を支援
　◆［拡充］消費地市場とのネットワークを生かした
　　　取引の拡大

２　輸出の拡大
　◆ 有望市場への輸出支援を強化
　◆ 輸出に適した加工用原魚の確保

３　関西圏のパートナーと連携した販売拡大
　◆［新規］関西の卸売市場関係者と連携した量販
　　店等への販売拡大
　◆［拡充］外商支援体制の強化による高知家の魚
　　応援の店への販売拡大

　◆関西圏の卸売市場関係者等との連携による
　　輸出の拡大

４　産地市場の機能強化
　◆  鮮度向上や衛生管理等の取り組みを支援
　◆ 産地市場の統合を推進
　◆ 産地市場のＩoT化を推進（再掲）

１　加工施設の立地促進や機能等の強化
　◆［拡充］輸出に対応した加工施設の立地促進
　◆ 加工施設の機能強化や衛生管理の高度化

２　加工関連産業の強化
　◆ 加工用原料や製品の保管に必要な冷凍保管
　　　ビジネスの強化

輸出に対応した加工施設の立地促進や既存加工
施設の衛生管理の高度化を進めるとともに、加工
と一体となった冷凍保管ビジネスの推進により、産
地加工体制を一層強化する。

・鮮魚の県内市場取扱額（年間）　

　㉚89億円→①82億円→⑤93億円→⑪97億円

・養殖生産量（ブリ、カンパチ、マダイ、クロマグロ）
（年間）
　㉚19,772トン→⑤21,400トン→⑪23,235トン

・海外HACCP対応型加工施設の整備（累計）
　①2件→⑤4件→⑪7件

・養殖魚の前処理加工（年間）
　㉚20億円→①23億円→⑤50億円→⑪60億円

・「応援の店」への県内参画事業者の出荷額（年間）

　①4.2億円→⑤5億円→⑪6億円
・水産物の輸出（年間）
　㉚3.1億円→①4.1億円→⑤17億円→⑪20億円

・関西圏のパートナーと連携した販売拡大
　　応援の店への出荷額（年間）
  　①1.6億→⑤２億円→⑪2.5億円
　　関西圏の卸売市場関係者等を経由した輸出額
　　（年間）
　　①1.9億円→⑤5.5億円→⑪8億円
・産地市場の集約化（累計）
　㉚32市場→①31市場→⑤27市場→⑪18市場

漁業就業支援センターによる就業相談から就業後
のフォローアップに至る総合的な取り組みを支援
するとともに、担い手の経営安定に向けた経営指
導や設備投資を支援する。

１　新規就業者の育成
　◆ 漁業就業セミナーの開催や移住促進策と
　　　連携した勧誘の促進
　◆ ［新規］WEBを活用したPR・サポート体制の強
　　　化による新規就業者の確保
　◆ 就業希望者を対象とした短期・長期研修等の
　　　実施
　◆ 漁船のレンタルをサポートし、円滑な就業を支
　　　援

２　経営安定に向けた支援
　◆ 営漁指導員による経営指導を支援
　◆ 新規就業者等の設備投資への支援
　◆ ［新規］新規就業者等における複数漁業種類　
　　　の漁労技術習得を支援

・新規就業者数（年間）

　㉚43名→①39名→⑤60名→⑪70名

１　漁業生産の構造改革 
戦
略
の
柱

２　市場対応力のある
　　産地加工体制の構築

３　流通・販売の強化 ４　担い手の育成・確保

分野の目指す姿

分野を代表する
目標

水産業分野の体系図
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 産学官民の連携による高知マリンイノベーションのさらなる推進

⇒本県水産業の生産、流通、販売の各段階において
　デジタル化に取り組む高知マリンイノベーションを推進

現状・課題

データのオープン化PT

・ データベースの構築（R2）、運用開始、　　データの充実（R3）
・ 情報発信システムの構築、運用開始（R3）

KPI：データベース及び情報発信システムの運用開始(R3)

⇒ データのオープン化による新たなプロジェクトの創出       
⇒ 一元的かつわかりやすい情報発信により操業の効率化を推進

各プロジェクトの成果を情報発信

・ 赤潮発生予察の確立、餌止め効果の検証（R3）

■ 魚体重推計システム及び養殖尾数カウントシステムの開発等（R3～）

・ メジカ漁場予測システムの開発開始、　　漁獲尾数を計数するシステムの開発（R3）

■ 二枚潮発生予測の精度向上

■ 急潮予測手法の開発（芸東海域、土佐湾）

・ JAMSTECとの共同研究
　により取組を加速・高度化
（R3～R5）

オープンイノベーションプラットフォームの活用によりIT企業と連携した養殖業の課題解決を推進

20.4
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　・漁業就業者数は30年で1/3以下に減少
　（S63：10,227人⇒H30：3,295人）

実施体制

・ 漁業就業者の高齢化が進行
（60歳以上が占める割合は年々増加）

3,295
3,970

4,905
5,8247,026

8,139

10,227

漁
業
就
業
者
数
（
人
）

高知県漁業就業者数 出典：漁業センサス

大学や国の研究機関等の専門家に参画いただく「高知マリンイノベーション運営協議会」を設置（R2.2）、
協議会には、データのオープン化など４つのPTを設置し、本県水産業の課題解決のためのプロジェクトを創出・推進男

子
就
業
者
の
う
ち
60
歳
以
上
が

占
め
る
割
合
（
％
）

高知マリンイノベーション運営協議会
東京大学、早稲田大学、高知大学、高知工科大学、水産研究教育機構　開発調査センター、
JAMSTEC、JAFIC、高知県漁業協同組合、高知県IoT推進ラボ研究会

データのオープン化PT 漁船漁業のスマート化PT 養殖業のスマート化PT 高付加価値化PT

⇒漁業者の減少や高齢化が進む中においても、
　生産額を増加し、担い手を安定的に確保するためには、
　効率的な漁業生産体制への転換が重要

具体的な取組

漁船漁業のスマート化PT

養殖業のスマート化PT

高付加価値化PT

KPI：スマート市場０市場(H30) ⇒ 8市場(R5)
KPI：養殖生産量（ブリ、マダイ、カンパチ、クロマグロ）

19,772トン(H30) ⇒ 21,400トン(R5)

KPI：県内市場取扱額（ﾒｼﾞｶ）6億円(H27～30平均) ⇒ ８億円(R5)
　　　　　　　　　〃　　 （ｷﾝﾒﾀﾞｲ）9億円(H30) ⇒ 10億円(R5）
　　　　　　　　　〃　　 （ｶﾂｵ）7億円(H30) ⇒ 10億円(R5)
        急潮被害　1.3億円(H28～R1平均) ⇒ 被害ゼロ(R5)

・ 自動計量システムの開発、導入(R2)、他市場への展開(R3)

・ 地元合意を得られた地域での電子入札の試行（R3）

9（足摺沖）

15（芸東沖）

19（甲浦沖）

16（室戸岬沖）

14（安芸沖）

17（中芸沖）

12（高知沖）

20（窪川沖）

6（足摺沖）

8（興津沖）

18（足摺沖）

13（足摺岬沖）
21（大月沖）

11（沖の島沖）

25km 50km0

黒牧No.（地区名）

10（室戸岬沖）

漁場

急潮発生
赤潮発生

計量 
　 計量結果以外
　 の情報を入力 

自動
送信

目指すべき姿

高知マリンイノベーション運営協議会
■事業計画の承認、各取組の評価・改善等（運営協議会の開催　年２回）

⇒  赤潮発生予察及び餌止め対策により赤潮の被害を軽減

・マダイ養殖における養殖期間中の魚体重及び尾数の把握により効率的な生産管理を展開

⇒ 漁場予測によるメジカ漁業の操業の効率化を推進 

⇒ キンメダイ釣り漁業における操業の効率化を推進

⇒ 定置網における急潮の被害を軽減 

⇒ 市場業務の効率化やリアルタイムな情報提供など
　　産地市場のスマート化を推進 

大学や国の研究機関等と連携し、本県水産業のデジタル化を進めることで、効率的な生産・流通・販売体制への転換を図り、漁業生産額の維持・向上に繋げる

オープンイノベーションプラットフォームの活用
による新たなプロジェクトの創出

■ メジカ漁場予測システムの開発

■ 赤潮発生予察の開発

■ 産地市場のスマート化を推進

■ データベース及び情報発信システムの構築

新

拡

拡

新

新

新

拡
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6.0%
13.4%

15.6%

15.5%

49.6%

遠洋マグロ

近海マグロ

近海カツオ

沿岸カツオ

漁船漁業生産量　
73,243トン

図3.本県漁船漁業生産量に占めるカ
ツオ、マグロ漁業の割合

　かつお・まぐろ漁業の振興
現状

遠洋マグロはえ縄漁業
・200海里体制への移行後、国際協調減船、外国漁船との競争等による経営悪化等により隻数は減少
・主に大西洋、地中海などの海外で操業し、メバチ、ミナミマグロ、ビンナガなどを漁獲
・400～500トンほどの大型船で操業し、漁獲物は神奈川県の三崎、静岡県の清水、焼津に水揚げ

近海マグロはえ縄漁業
・主に三陸沖東漁場、四国沖などで操業し、メバチ、ビンナガ、キハダなどを漁獲
・19トンの漁船で２～４週間程度操業し、宮城県塩釜港、千葉銚子港等に水揚げ
・黒字である事業者が多く、堅調な経営が続いている

［共通］
・本県の漁船漁業生産量の19％、生産額の25％を占める（※生産額は推定）
・マルシップ制度を活用し、船員の大半は外国人
・今後、外国人船員の賃金の上昇に伴う経費負担の増が想定
・漁船の高船齢化、海技免許保有者の船舶職員の高齢化と担い手不足が深刻

近海カツオ一本釣り漁業（漁業許可区分上は遠洋を含む）
・房総沖、三陸沖などの日本近海で操業し、水揚げは主に宮城県気仙沼や千葉県勝浦港などに水揚げ
・漁獲量の減少に加えて、燃油や活餌の高騰などにより隻数は年々減少
・赤字や債務超過である事業者が多く、厳しい経営が続いている

沿岸カツオ一本釣り漁業（19トン・小型）
・トカラ列島や奄美大島周辺などの薩南海域で操業し、ほとんどを鹿児島県内の市場へ水揚げ （19トン）
・主な漁場は土佐湾周辺だが、漁場形成がない時期には、薩南海域や伊豆諸島周辺まで出漁（小型）
・地先海域での日帰り操業が中心で、県内で水揚げされるカツオの多くは当該船によるもの （小型）

［共通］
・本県の漁船漁業生産量及び生産額の30％強を占める（※生産額は推定）
・海外の大型のまき網によるカツオの漁獲量が大きく増加した一方、我が国周辺でのカツオの水揚げ量が減少
・近海、１９トンを中心に外国人技能実習生が乗船
・漁船の高船齢化、海技免許保有者の船舶職員の高齢化と担い手不足が深刻

対策目指すべき姿
〇　事業戦略の策定・実行等による持続的な経営
〇　新船建造、省力化機器等の導入による操業の効率化
〇　担い手の確保や外国人材の活用による船員の新陳代謝
〇　国際的な資源評価に基づいた適切な操業の実現
⇒　伝統ある土佐のカツオ一本釣り船、
　　　　　　　　　　　　　　　　　土佐のマグロ船を存続

１　経営の健全化
（１）事業戦略の策定、実行支援
　　　　事業戦略の策定及び実行にかかるコンサル派遣費用を支援
（２）制度資金による施設整備、運転資金等への支援
　　・  漁業近代化資金、かつお一本釣り漁船建造等支援資金による施設整備等への支援
　　・　かつお・まぐろ漁業振興資金等による運転資金への支援

２　新船建造等の促進　
（１）新船建造
　　・  漁船漁業構造改革（儲かる漁業）事業、漁船リース事業の活用による代船建造の促進
　　   事業活用に当たっての事業戦略の策定及び実行にかかるコンサル派遣費用を支援（再掲）
（２）省力化機器等の導入
　　・  衛星ブイ、海鳥レーダーなどの導入や海象・気象情報サービスの活用による操業効率化を支援

３　担い手、船員の確保
（１）日本人船員の確保
　　・ 　漁業人材育成総合支援事業（国）の活用による船員確保の推進
　　　  漁業就業支援事業（県）による船員確保と新規雇用者の海技資格取得への支援
（２）外国人材の確保
　　・  新たな在留資格「特定技能」の活用
　　　 外国人漁業研修センター補助金の拡充による外国人材の受け入れ促進

４　資源の適切な管理、利用
（１）国際資源の適切な管理
　　・  WCPFCでカツオ資源の長期管理目標を実効ある水準に引き上げるよう国に提言（高知県）
　　・  カツオ、メバチ、キハダ、ビンナガの資源量推定及び研究の強化を国に提言（道県協議会）
（２）高知カツオ県民会議
　　・  高知の豊かな自然と食文化を守るための県民活動を支援
（３）資源にやさしい持続的な漁業の推進
　　・  MSC漁業認証取得等

船齢 近海ｶﾂｵ 19トンｶﾂｵ 遠洋ﾏｸﾞﾛ 近海ﾏｸﾞﾛ
0～9 3 3 3 6
10～19 2 3 1 25
20～29 5 4 5 30
30～ 2 10 2 8
20年以上の割合 58.3％ 70.0％ 63.6% 55.1%

表１．本県カツオ、マグロ漁船の船齢
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図1．本県のカツオ一本釣り漁業の漁獲量推移

図4.本県漁船漁業生産額に占めるカ
ツオ、マグロ漁業の割合（推定）
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図2．本県のまぐろはえ縄漁業の漁獲量推移

図５．本県カツオ、マグロ漁船隻数の推移

0

20

40

60

80

100
（隻）

H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30

遠洋まぐろ漁船 近海まぐろ漁船

近海かつお漁船

課題

〇　経営の健全化

〇　新船建造等の促進

〇　担い手、船員の確保

〇　資源の適切な管理、利用

今後の進め方と体制

漁協・団体

県

かつお・まぐろ
漁業経営体

コンサル

事業戦略策定・実行支援
・課題の抽出
・各種補助事業の活用
・経営統合、船のﾀﾞｳﾝ
 ｻｲｼﾞﾝｸﾞ等の提案　など

【関係者の情報共有】
・事業戦略等の策定や
 実施の進捗の共有
・意見交換等による
 課題の共有
・省庁に対する政策提言
 の検討　　　　　など ・課題等を踏まえた

さらなる対策の検討

事業戦略を策定・実行する中で、漁業者、団体、県で課題を共有し、必要に応じて
適宜対策を講じる

拡
新

新

拡

KPI：事業戦略策定　10事業者（R3）
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　Withコロナ時代に対応する水産物の外商戦略　　　　　　　　　　　　　

①「高知家の魚応援の店」制度を活用した外商の拡大
 ・全国の飲食店を「応援の店」として登録し、店舗訪問、産地見学会・商談会等により県内事業者との取引拡大を支援
②県外卸売市場関係者と連携した外商の拡大（輸出を含む）
 ・関西、中四国、九州の卸売市場関係者を招へいした市場合同会議の開催
 ・関西卸売市場関係者と連携した量販店での高知フェアの開催
③展示会への出展支援による外商の拡大
 ・全国規模の水産見本市「シーフードーショー」への高知県ブースの設置による商談機会の提供
 ・県内事業者による県外見本市・商談会への出展を支援（出展経費を補助）
④輸出の拡大
 ・県内の漁協、水産加工・流通事業者等で構成する「高知県水産物輸出促進協議会」による海外見本市への出展等を支援

これまでの取り組み

①「応援の店」
 ・店舗数 H26:374店舗→R元:1,030店舗
 ・取引額 H26:0.6億円→R元:4.2億円 
②卸売市場関係者と連携した取り組み
 ・関西量販店での高知フェア開催
  H27:22店舗→R元:183店舗
③展示会への出展支援（東京＋大阪）
 ・成約件数 H26:47件→R元:128件
④輸出の拡大
 ・輸出額 H26:0.2億円→R元:4.1億円

成果

＜方向性１＞消費地市場と連携した量販店等への販売促進
＜方向性２＞量販店やテイクアウト需要などから求められる加工需要に対応できる施設整備の促進
＜方向性３＞応援の店との関係深化による販売促進
＜方向性４＞国内商社、現地商社、海外支援拠点との連携強化による輸出促進
＜方向性５＞県内事業者のネット通販への参入促進

戦略の方向性

●ネット通販やテイクアウト需要の増加
●３密回避の浸透等による飲食店需要（特に居酒屋業態）の減少
●巣ごもり需要により量販店での需要が堅調
●産地加工ニーズの高まり（量販店需要への対応、海外加工の国内回帰等）
●渡航制限等による海外での商談機会の減少

コロナ禍による環境変化

取組強化のポイント

●国内商社、現地商社、海外支援拠点と連携した輸出促進
  ・重点市場であるアメリカ、中国、東南アジアについて、国内外の商社や海外支援拠
   点との連携を強化し、訪問による営業活動を抑制しつつ輸出を促進
  ・刺身商材として提供できる冷凍品の輸出促進（急速冷凍、超低温）
○KPI(R3)：輸出額14億円（産振目標）

国内外の商社等と連携した輸出促進方向性４

●ネット通販（BtoC＋BtoB）に関するセミナーや補助制度等を活用し、県内水産関係事業者のネット通販への参入を促進 ○KPI(R3)：ネット通販を行う県内水産事業者の割合50％
                                                           （R2.6月調査時点：25%）

県内事業者のネット通販への参入促進方向性５

●水産物流通の中核を担い、地理的、人的、量的に本県との関係の深い大阪市中央卸売
 市場と連携し、関西の量販店等への販売促進活動を強化
  ・卸売市場の幅広い販売ネットワークを活用し、コロナ禍においても販売が堅調な量
   販店等への販売促進活動の強化（フェア開催等）
○KPI(R3)：本事業を通じた販売額２億円
＜参考＞H30全国10市場高知県産取扱額79億円、うち大阪(本場)22.3億円(シェア5.8％）
            H29卸売市場経由率：49.2％（小売向け:６割、外食向け：４割※市場からの聞取り）

     消費地市場と連携した量販店等への販売促進活動の強化方向性１

●１，０００店舗規模に拡大した応援の店との関係を深化させ、取引率、取引額をアップ
  ・応援の店への訪問頻度のアップ
  ・産地への招へい機会の拡大
  ・シェフのグループ化の促進とグループへの支援（メニュー開発等）による高知ファ
   ンの店舗の拡大

○KPI(R3)：取引額4.4億円（産振目標）、取引率45%（R2.1月末時点の取引率30％）
    

応援の店との関係深化による販売促進方向性３

●量販店やテイクアウト需要等から求められる様々な加工形態に対応できる水産加工・
 冷凍保管施設の整備促進
  ・新たな施設整備案件の掘り起こし
  ・既に計画が進行している施設整備案件への支援
○KPI(R3)：１施設（～R２(実績累計)：２施設、～R５(累計)：４施設）（産振目標）

        量販店等から求められる加工需要に対応できる施設整備の促進方向性２

R2.2月～8月の「応援の店」との取引状況
取引額：約1億円（対前年同期比51％）

新 拡

拡
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　漁業の担い手育成・確保に向けた新たな支援の強化　　　　

現行支援事業

・長期研修の段取
・雇用型の場合は雇用先との調整
・受け入れ市町村との調整
・その他

支援内容

研修への移行

・自営漁業者育成事業（長期）
・雇用型漁業支援事業
・漁家子弟支援事業
・新担い手育成団体支援事業　　　　　　　

・自立支援期間中のサポート
・漁船取得のサポート
・独立後の経営状況把握・助言

支援内容

研修終了後～独立後

・自営漁業者育成事業（支援）
・再研修事業
・漁船リース事業

　①VR動画作成
　　フェア等で臨場感のある疑似漁業体験
　②PR動画作成
　　ホームページ等でPR動画（360°）
　　を公開
　

担い手対策の課題

・コロナ禍により就業相談件数が減少し、それに伴い短期・長期研修希望者も減少

・オンライン化を加速し、対面によらずに就業相談等に対応するため機器整備が必要

・ウィズコロナ・アフターコロナにおける訴求力のあるPR素材が必要

・長期研修期間では主力漁業しか習得しておらず、コロナ禍や極端な不漁に対して独立後の経営に不安

・就業希望者の確保先として新な分野での掘り起こしが必要

・雇用型漁業における担い手不足が深刻化

現状

コロナ禍を含め、各種事業の課題に対応した、支援策・支援体制の充実が必要

【担い手対策の現状】
・R元年度から一般社団法人高知県漁業就業支援センターを設立し、　
　漁業就業支援に係る事業を一元化

・各種研修事業の実施、全国漁業就業フェア等でのPR、漁業セミナー
　の開催等により、漁業担い手の育成や確保を多角的に支援

・体制・支援の抜本強化により実績が向上
　　短期研修　H30年度：25名 → R元年度：52名
　　長期研修　H30年度： ５名 → R元年度：14名

・定期的な面談
・指導者等関係者との意思疎通
・問題発生時の対応
・漁船取得のサポート

 支援内容

研修期間中

・共通座学研修事業
・漁業就労安定対策事業
・漁船リース事業

・就業相談、PR
・ライフスタイル提案
・就業セミナーの開催
・短期研修の提供
・各種情報発信　 

支援内容

きっかけ～体験

・就業セミナー事業
・短期研修事業
・センター運営事業（フェア等）

→WEBフェアへの参加やWEBセミナー
　の開催により、きっかけの機会を効率
　的に増やし、就業希望者を確保

→就業希望者×センター・指導者・雇　
　用先等でWEB面談を実施し、ス
　ムーズな研修への移行を実現

→研修生との定期的なWEB面談や漁
　業に関するWEB講習会を開催し、
　研修の円滑な実施をサポート

→修了生との定期的なWEB面談によ
　り、スムーズな独立に向けてサポー
　ト

訴求力のあるPRの実施

・雇用型漁業就業への支援強化
　雇用型漁業支援事業を見直し、担い　
　手不足に悩むかつお・まぐろ漁業や
　中型まき網漁業等でも活用し、雇用　
　型漁業への新規就業者を確保（これ
　に伴い新担い手育成団体支援事業を
　廃止）
　

・資格取得支援の強化
　漁業就労安定対策事業に海技士免許　
　取得に対する支援を盛り込み、かつ
　お・まぐろ漁業への就業希望者を支援
　

安定した漁業経営の実現

・漁業経営安定化研修の実施
　長期研修修了生等を対象とし、新た
　な漁労技術の習得を希望する者に対
　して最大半年の研修を実施し、指導
　者謝金、用船料及び研修経費を支援

　就業希望者の掘り起こしの強化

・関東・関西の生物系専門学校や大学
　等を中心に就職説明会（WEB等）
　への参加等により、就業希望者の掘
　り起こしを強化

現　

行　

支　

援　

内　

容

 

WEBを活用したPR・サポート体制の強化

WEBによるフェア、セミナー、説明会、面談等を実施することでアフターコロナ・ウィズコロナに対応したPR・サポート体制を構築　

雇用型漁業への支援強化

新　

た　

な　

支　

援　

策 

・ 

強　

化　

内　

容

新

新

新

KPI：新規就業者数　50名（R3）13
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商工業分野の施策の展開 ～生産性の高いものづくりと、働きやすく活気ある商工業の実現～
分野を代表する目標　　 　製造品出荷額等　出発点（Ｈ30）5,945億円 ⇒  ４年後（R5）6,500億円以上 ⇒  10年後（R11）7,300億円以上

外商の強化地産の強化

成長を支える取り組みの強化

拡

拡

拡

柱3　商業サービスの活性化

１　関係機関との連携による地域の商業者の
 経営力強化

○ 商工会及び商工会議所との連携による経営計画の策
定と実行への支援

○ 商店街のにぎわい創出への支援（具体的な振興計
画の策定・実行支援等）

○ 事業者の育成と新規創業への支援
○ 第三次産業における業界組織毎の戦略策定の支援
○　キャッシュレス決済導入に向けた支援

２　地域商業の活性化
３　SDGsを意識した製品や特徴ある製品の開発促進
○ 産業振興センター、公設試験研究機関による製品・技術開発の支援
○ 価値提案型の防災関連製品の開発促進
○ 紙産業の振興に向けた高機能紙や新素材の開発促進（土佐和紙総合戦略の実施等）
○ 研究成果を産業利用するための支援

○ 産業振興センター、公設試験研究機関による付加価値の高い製品・技術の開発促進
○　生産性向上推進アドバイザー等による支援
○ 生産性を高める設備投資の推進（補助事業＋融資制度）

２　生産性向上（省力化・高付加価値化）の推進

１　事業戦略の実現に向けた実行支援の強化
○ 事業戦略策定企業へのPDCAの徹底と実行支援

柱1　絶え間ないものづくりへの挑戦

１　産業振興センターと連携した販路拡大
○ 外商サポート強化による販路拡大
○ 技術の外商サポートによる受注拡大
○ 防災関連製品の販路開拓

２　海外展開の促進
○ 海外戦略の策定支援
○　国内外の商社等とのマッチング等による外商活動支援
○ JICA、JETRO等と連携した海外展開・ODA（政府開発援助）

案件化の促進

柱2　外商の加速化と海外展開の促進

○　産業振興センターの外商機能の強化による関西圏での販路開拓促進

３　関西・高知経済連携強化戦略に基づく外商の強化

商業の強化

柱5　事業承継・人材確保の推進

（仮称）南国日章工業団地

４　高知県の特長を生かした企業誘致の推進
○ 様々な機会を捉えた企業誘致の推進
○ 企業ニーズに応えるきめ細かなアフターフォローの実施
○ 安全・安心な工業団地の計画的な開発による受け皿の確保

拡

拡

柱4　デジタル技術の活用による生産性の向上と
事業構造の変革の推進

２　課題解決型産業創出の加速化
○ オープンイノベーションプラットフォームを活用したプロジェクトの創出
○ Society5.0関連の製品やサービスの開発

１　産業集積の加速化
　○　IT・コンテンツ、Society5.0関連企業の誘致 
　○　デジタルカレッジによる人材育成の充実・強化
　○　IT・コンテンツネットワークによる人材確保の充実・強化

３　県内企業のデジタル化の促進
○　県内企業のデジタル技術導入に向けた支援

拡
拡
拡

拡

１　円滑な事業承継の推進
　○　事業者の事業承継ニーズの掘り起こしとマッチング機能の強化による事業承継の促進

○　新規学卒者等の県内就職促進
○　移住施策と一体となった中核人材の確保
○　外国人材の受入環境の整備
○　就職氷河期世代の就職支援
○ 産業界のニーズに応じた人材の育成
○ 伝統的工芸品産業等の人材育成

２　人材の育成・確保の推進

拡

拡

拡

拡

拡

３　働き方改革の推進
○ 経営基盤強化と連動した企業の働き方改革への支援

（ワークライフバランス認証企業の拡大等）
○ 新規高卒就職者の離職防止

拡

拡
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生産性の高いものづくりと、働きやすく活気ある商工業の実現

製造品出荷額等　出発点（H30)：5,945億円　⇒　４年後（R5)：6,500億円以上　⇒　10年後（R11)：7,300億円以上

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

取
組
方
針
・
主
な
「
◆
具
体
的
な
取
り
組
み
」

戦
略
の
柱

１．産業集積の加速化
　◆[拡充]IT・コンテンツ、Society5.0
    関連企業の誘致
　◆[拡充]デジタルカレッジによる人材
育成の充実・強化
　◆[拡充]IT・コンテンツネットワーク
　　による人材確保の充実・強化

２．課題解決型産業創出の加速化
　◆オープンイノベーションプラット

フォームを活用したプロジェクトの
創出

  ◆Society5.0関連の製品やサービス
の開発

３．県内企業のデジタル化の促進
　◆[拡充]県内企業のデジタル技術
　　導入に向けた支援

●オープンイノベーションプラット
　フォームを活用して、課題解決を図
　るとともに新たな産業を創出する
●関連産業の集積拡大を目指し、企
　業誘致と人材の育成・確保の取り組
　みを進める
●県内企業のデジタル技術の活用を
　促進し、生産性や付加価値の向上　
　を図る

・課題解決型の産業創出に向けたプロ
　ジェクト創出件数（累計）
　　㉚：-件→⑤：40件→⑪：100件
・Society5.0関連の製品・サービスの開
　発件数（累計）
　　㉚：7件→⑤：19件→⑪：37件
・新規雇用者数（IT・コンテンツ分野）（累
　計）
　　㉚：247人→⑤：600人→⑪：1,050人
・IT・コンテンツ関連企業立地件数（累計）
　　㉚：18件→⑤：43件→⑪：73件

４　デジタル技術の活用に
よる生産性の向上と事業構
造の変革の推進

●県外・海外での販路を拡大し、

　さらなる成約額の増加を目指
　す

１．産業振興センターと連携した
販路拡大
　◆外商サポート強化によ
　　る販路拡大
　◆技術の外商サポートによる
受注拡大
　◆防災関連製品の販路開拓の
強化
　　　　
２．海外展開の促進
　◆海外戦略の策定支援
　◆[拡充]国内外の商社等との
　　マッチング等による外商活動
　　支援
　◆JICA、JETRO等と連携した
　　海外展開・ODA（政府開発援
　　助）案件化の促進

３．関西・高知経済連携強化戦
略に基づく外商の強化
　◆[拡充]産業振興センターの
外商機能の強化による関西圏で
の販路開拓促進

　

・産業振興センターの外商支援
による成約額（年間）
　㉚：66.8億円→①：77.2億円
　→⑤：116億円→⑪：235億円
・防災関連認定製品の売上高
（年間）
　㉚：68.4億円→①：61.3億円
　→⑤：91億円→⑪：119億円　　　

・産業振興センターの外商支援
による関西圏での成約金額（年
間）
　①：13.9億円→⑤：23.2億円
　→⑪：42.3億円

２　外商の加速化と
　海外展開の促進

●新たな事業展開や、企業が必要とす
   る人材の円滑な確保を目指す
●事業承継ネットワーク構成機関の連携
　により、事業者の事業承継を促進し、事
　業者の休廃業を未然に防ぎ、地域の優
　良な雇用の確保を図る
●働き方改革の取組を進め、人材の
   定着・確保に繋げる
●経営基盤強化の取り組みと連携した働
き方改革を推進する

１．円滑な事業承継の推進
　◆[拡充]事業者の事業承継ニーズの掘
　　り起こしとマッチング機能の強化によ
　　る事業承継の促進
２．人材の育成・確保の推進

　◆[拡充]新規学卒者等の県内就職促

進　
　◆[拡充]移住施策と一体となった中核
人材の確保

　◆[拡充]外国人材の受入環境の整備

　◆[拡充]就職氷河期世代の就職支援
　◆産業界のニーズに応じた人材の育
　　 成
　◆伝統的工芸品産業等の人材育成

３．働き方改革の推進
　◆経営基盤強化と連動した企業の働き
方改革への支援（ワークライフバランス推
進認証企業の拡大等）
　◆新規高卒就職者の離職防止

・県出身県外大学生の県内就職率
（年間）
　㉚：18.4%→⑤：35%→⑪：35%以上

・事業承継ネットワークによる第三者承継
のマッチング件数（年間）
　㉚：20件→②：14件→⑤：100件
　　→⑪：100件
・ワークライフバランス推進延べ認証企業
数
　（累計）
 ㉚：233社→①：344社→⑤：570社
　→⑪：840社

５　事業承継・人材確保の
推進

分野の目指す姿

分野を代表する
目標

商工業分野の体系図

●事業者の事業戦略、経営計画の策定を支援するとともに、その実行支援の強化により企業の持続的な発展
につなげる
●ものづくり企業の生産性向上（省力化・高付加価値化）を支援し、世界に通じる製品・技術を生み出す

●本県経済の活性化と雇用機会の拡大を目指し、ものづくり企業の強化や第一次産業分野等における地域
産業クラスターの構築につながる企業、地域に事務職の雇用を生み出す事務系企業の企業立地を促進する

●本県経済の持続的な発展を支える安全・安心な工業団地の計画的な確保を図る

１．事業戦略の実現に向けた実行支援の強化

　◆事業戦略策定企業へのＰＤＣＡの徹底と実行支援の強化

２．生産性向上（省力化・高付加価値化）の推進
　◆産業振興センター、公設試験研究機関による付加価値の高い製品・技術の開発促進
　◆[拡充]生産性向上推進アドバイザー等による支援の強化
　◆生産性を高める設備投資の推進（補助事業＋融資制度）
　
３．SDGsを意識した製品や特徴ある製品の開発促進
　◆産業振興センター、公設試験研究機関による製品・技術開発の支援
　◆価値提案型の防災関連製品の開発促進
　◆紙産業の振興に向けた高機能紙や新素材の開発促進（土佐和紙総合戦略の実施等）
　◆研究成果を産業利用するための支援

４．高知県の特長を生かした企業誘致の推進

　◆様々な機会を捉えた企業誘致の推進
　◆企業ニーズに応えるきめ細かなアフターフォローの実施
　◆安全・安心な工業団地の計画的な開発による受け皿の確保

１　絶え間ないものづくりへの挑戦

・策定後５年を経過した企業の
　売上高の目標達成割合100％
・経営計画の策定支援件数
　（累計）
　㉚：1,773件→⑤4,802件
　　→⑪：7,262件
・生産性向上関係
　①製造業の労働生産性（一人
　　当たり付加価値額）（年間）
　　㉚：813万円→⑤：883万円
　　　→⑪：1,006万円
　

②利子補給制度を活用した設備
　　投資実施件数（累計）
　　①：145件→②：174件→⑤：530件
　　　→⑪：1,130件

・防災関連認定製品（累計）
　㉚：144品→①：151品
　→⑤：191品→⑪：251品

・紙産業の製造品出荷額等（年間）
　㉙：738億円→⑤：790億円
　　→⑪：850億円　

１．関係機関との連携による
　　地域の事業者の経営力
    強化
　◆商工会及び商工会議所
との連携による経営計画の
策定と実行への支援

２．地域商業の活性化
　◆商店街のにぎわい創出
への支援（具体的な振興計
画の策定・実行支援等）
　◆事業者の育成と新規創
業への支援
　◆第三次産業における業
界組織毎の戦略策定の支援
　◆[拡充]キャッシュレス決
済導入に向けた支援

●暮らしを支え、人々が交流
する商店街の活性化を図る

　　　　　　　　

３　商業サービス
の活性化

・空き店舗への出店支援件数
　（累計）　　
　㉚：32件（H28～H30）
　　→②：52件→⑤：102件
　　→⑪：192件  
・チャレンジショップ開設（累計）
　　（閉所分除く）
　㉚：10ヵ所→②：10ヵ所　
　　　→⑤14ヵ所→⑪：18ヵ所

・企業立地による製造品出荷額等
（年間）
㉚：538億円→⑤：736億円

　→⑪：985億円

・企業立地による雇用創出数 (H28から
の増加人数）（累計）

　㉚：865人→⑤：1,900人→⑪：2,961人
　（うち事務系企業　
　㉚：411人→⑤：862人→⑪：1,122人)
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し

現状  課題
■事業戦略の実行支援等による経営の見える化の徹底と経営資源の有効活用
■大企業が参入していないニッチな分野における高付加価値な製品・技術開発
■工場新設・規模拡大を含む設備投資の促進
■さらなる販路の拡大と好条件な受注の拡大
■現場改善等に主体的に取り組める人材の育成・確保

令和元年12月18日　工業振興課

①製造品出荷額等における中小企業の割合が75％と大部分を占める。【表２】
　⇒大きなウェイトを占める中小企業層の生産性向上が課題
②生産性が高い業種のウェイトが低い。【表３】
③少量多品種での受注が多く、機械化等による省力化・効率化が図りづらい。
④地理的な条件から原材料の調達コストが高く、又、大量発注が取りづらい。
⑤２次請け、３次請けの業務が多く、利益率が低い。

（４）生産性向上のため注力したい取り組みとしては、設備投資や人材の
育成・確保を挙げる企業が多い
＜県内受注企業への実態調査アンケート＞　R元.8　工業振興課実施 100社回答
　○生産性を向上させるために今後注力したい取り組み
　　　人材育成：58社、生産設備・機器等の購入：43社、
　　　中核的な技術人材の確保：29社、工場の増設・規模拡大：25社

　　　　　　　設備投資の促進
■設備資金融資への利子補給            　
■生産性向上に資する設備投資の際の
　 設計やコンサル費への補助     

■工業団地の整備
■デジタル化に対応するための
　　企業IT人材育成セミナー等の開催　　　　　　　　　　 　
　 　

　　　　　　　販路の拡大
■産業振興センター外商コーディネーターの体制強化
■見本市出展・商談会開催によるマッチング
■県外バイヤーの招へいによる県内企業とのマッチング
■技術の外商サポートによる受注拡大
■海外展開への支援（海外戦略策定、商社等のマッチング・商談会等）

拡

　　　　　　　人材の育成・確保
■公設試での技術者養成講座、分科会活動、技術支援等による人材育成
■移住促進・人材確保センターと連携した中核人材の確保
■人材育成・確保への補助（　　　外国人材の受入促進を含む。）拡

＜本県の特徴＞
・大企業が少なく、小規模企業や中
小企業が大半を占めるなど、構造
的な問題はあるものの全体的に生
産性が低い
・製造品出荷額等に占める中小企
業の割合が75％と非常に高い

１．統計データ（参考値※）　　　　　　出典：H30工業統計（H29実績）

（１）構造上の特徴により、生産性の向上が図りづらい

（２）その他の特徴として、以下の状況が見られる
①自社の財務状況を把握し、収益構造の見直しが行えていない企業がある。
②設備の老朽化が進んでおり、工場も手狭でラインの改善がしづらい。
③現場改善、新製品の企画・開発を行える人材が少ない。
④工場の新設・増設のための工場用地が少ない。

さ
ら
な
る
生
産
性
の
向
上
が
必
要

構
造
的
な
問
題
を
抱
え
る
も
の
の
、
今
後
労
働
力
人
口
の
減
少
が
見
込
ま
れ
る
中
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全国 高知
従業者の割合 14.2% 27.5%
製造品出荷額等の割合 5.7% 17.3%
従業者の割合 52.2% 68.7%
製造品出荷額等の割合 41.3% 75.0%
従業者の割合 33.5% 3.8%
製造品出荷額等の割合 53.0% 7.7%

【表２】規模別の従業者・出荷額の割合
小規模企業

（４～19人）

中小企業
（20人～299人）

大企業
（300人以上）

【表３】製造品出荷額等における各業種の割合 産業中分類 全国 高知 １人当たり付加価値額
（全国、百万円）

石油・石炭 4.2% 0.5% 52.87 
化学 9.0% 1.4% 31.33 
飲料・たばこ・飼料 3.0% 2.3% 28.66 
輸送用機械器具 21.4% 7.2% 17.32 

生産性の高い業種

全国
7.08 6.11 （37位） 117,543 (62.4％） 801 (69.9％）

11.43 8.19 （41位） 67,210 (35.7％） 342 (29.8％）
19.31 11.31 （45位） 3,496 (1.9％） 3 (0.3％）
13.45 7.75 （45位） 188,249 1,146

従業者１人あたり付加価値額（百万円） 事業所数
高知 全国 高知

　小規模企業（従業者４～19人）
中小企業（従業者20人～299人）

　大企業（従業者300人以上)
全体

【表１】規模別の労働生産性・事業所数

　　　　　　　事業戦略の実行支援等の強化
■PDCAの徹底による経営課題・収益構造等の見える化と
　 課題解決等への支援の強化（経営資源の効率的な活用等）
■生産性向上支援会議の設置による伴走支援の強化
　
拡

対策１

　　　　　　　高付加価値な製品・技術の開発支援
■公設試との共同研究
■製品企画の作成支援
■製品開発への補助

■市場調査への支援
■公設試による技術支援
■公設試の最新設備の活用
■デジタル化総合相談窓口の設置

対策２

対策４

対策５

対策３

（５）人手不足が深刻化している（H30有効求人倍率：1.27）

拡

２．本県ものづくり企業の状況

（３）本県製造業で大きな成果を出しているのは、大企業が参入していない分野で
独自技術を活かして高い市場シェアを誇る製品を有する企業が中心

生産性向上（省力化＋高付加価値化）の推進
R元工業統計（H30実績）は従業者数100人以上の製造品出荷額等の
データが開示されていないため、H30工業統計を参考値とした。

拡
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これまでの取り組みと成果
・ものづくり企業の海外展開は、防災関連産業を中心に、経済発展が見込まれ、風水
　害など本県の気候風土と共通点がある台湾や東南アジアをターゲットに取組を推進
・これらの国々に対し、セミナーやMOU（産業連携に関する覚書）を通じた相手方政
 府との関係構築を図るとともに、展示会出展を通じた現地企業等とのマッチングを支援
・その他地域についても、企業の要望に応じ高知県産業振興センターの海外支援コー
 ディネーター等が適宜支援
・併せて、途上国向けには、政府開発援助（以下、ＯＤＡ）の活用も視野に入れ、
　ＪＩＣＡやＪＥＴＲＯなどの支援機関と連携しながら、ＯＤＡ案件化に向けたサ
　ポートを実施

課　題
・新たに海外展開に踏み出す企業の掘り起こし
　⇒現状：産業振興センター外商サポート企業211社中55社
・中国製品など廉価な海外製品との価格競争
　⇒イニシャルコストだけではなくメンテナンスも含めたトータルコ
　　ストでの提案が必要
・現地でのアフターフォロー体制の構築が必要
・人材確保、現地での人的ネットワークの構築が必要
・withコロナへの対応

企業の掘り起こし 海外戦略策定 商社とのマッチング 海外展開

■産業振興センター海外支援コーディネー
　ターによる海外展開のメリット紹介
■JETRO等の支援機関が開催するセミ
　ナーを通じた意識啓発

■JETRO等と連携した企業ごとの海外
　戦略づくりの支援

①各企業の製品・ターゲット国にマッチした商社等を開拓
②マッチング可能な有望商社を展示会等に招へい
・海外見本市への招へい　・国内見本市への招へい
・ものづくり総合技術展への招へい

国内外商社と県内企業とのマッチング

商談機会の拡大

■secutech出展
■台湾文博会出展
■建設コンサル等のマッチング

■ものづくり商談会開催（県主催）
■SUBCON THAILAND出展
■METALEX出展※

 ■インドネシア：Manufacturing出展※
 ■ベトナム：FBCハノイ商談会参加※
 ■中国：国際応急管理大会出展（防災製品）
 ■インド：総領事館と連携したマッチング

台 湾タ イ その他地域

JICA中小企業・SDGsビジネス支援事業を活用した海外展開支援

県内企業 ＪＩＣＡ 途上国
自国が抱える開発課題を
解決したい

自社の製品・技術で途上国の
課題解決に貢献したい

・基礎調査（850万）
・案件化調査（3,000万円）
・普及・実証事業（１億円）

中小企業
支援事業

海外展開・ODA案件化サポートチームによる申請に向けたサポート

国内外の商社等と連携した
海外での営業及びアフター
フォロー体制の構築

海
外
展
開
・
Ｏ
Ｄ
Ａ
案
件
化
サ
ポ
ー
ト
チ
ー
ム

海外展開に踏み出す企業の掘り起こし、企業の状況に応じた海外販路
開拓支援の実施

■防災越境ECサイト（JBSHOP）との連携
　R2.4に開設した、防災専門ECサイトで高知防災ページを展開
■オンライン商談の活用
■企業HP・カタログの多言語化支援
■市場調査の実施（　　欧州・ギフトショー）

令和３年度　ものづくり企業海外展開支援全体取組イメージ

JICA、JETRO、中小企業基盤整備機構、産業振興センター、
工業会、金融機関、高知県工業振興課（事務局）目的 メンバー

外商ツールの強化

＜これまでの支援実績＞H29：1件（案件化（フィリピン））、H30：1件（普及実証（フィリピン））、
　　　　　　　　　　　　　　　 R1：6件（基礎調査1（インドネシア）、案件化5（ベトナム・インドネシア等））

新

●現地営業体制が強化され、製品の特徴やトータルコストでの優位性をユーザー等に訴求
●販売後のメンテナンスやトラブル対応等、現地アフターフォロー体制の構築
●営業人材の不足をカバーし、国内商社等であれば外国語対応や国内取引など貿易事
　 務の簡素化に繋がる

効
果

JETRO等支援機関と連携し、企業の掘り起こしから海外戦略作成、商談成約までをサポート

新 新

※＝四国４県連携事業
　　（四国企業販路開拓マッチングプロジェクト）

令和3年度　ものづくり企業に対する海外展開支援

新
新
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関西・高知連携強化戦略に基づく外商の強化（ものづくり分野）

関
西
圏
に
お
け
る
外
商
強
化
へ
！

今後の目指すべき姿（方向性）
・関西圏での外商の強化
・万博、IR関連施設等の整備に伴う外商の強化
（機械設備、工法、防災関連製品等）

○産業振興センターの外商支援による関西圏での成約金額(年間)
　　　　　　　　直近値(R元)：13.9億円　⇒　目標値(R5)：23.2億円

　関係課及び関係機関が
　連携するワーキンググルー
　プの設置

企業による製品開発
への支援

・製品開発に関する補助や
　セミナー
・防災製品開発ワーキンググ
　ループによる製品開発の促
　進
・製品企画書の策定支援

ＷＧの設置
新

大規模見本市への出展

　関係機関や団体へのアプロー
　チ強化

外商Ｃｏによる営業活動

包括協定企業との連携

商談会の開催

・商社との連携強化
・企業の営業活動へ同行

・見本市への共同出展

・見本市で開拓した
　有望企業との商談会
・企業を県内に招へい
　する工場視察商談会

県内での展示商談会の
開催
・ものづくり総合技術展に
 バイヤーを招へいし商談
 会を開催

・ＳＤＧｓをはじめとした
　万博のテーマに対応した
　製品開発の支援

拡

企業による製品開発
への支援

企業による販路開拓等
への支援

・販路開拓、情報発信に関
 する補助やセミナー

具体的な
成約へ！

拡

企業による販路開拓等
への支援

　情報発信に関する補助

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰやｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
のﾈｯﾄﾜｰｸを活用

付加価値の高い
製品開発を促進大阪事務所と連携した

情報収集・共有

拡

産業振興センター大阪事務所の体制強化拡

関
西
圏
で
の
外
商
の
強
化

ステップ１
～情報収集～

ステップ２
～製品開発～

ステップ３
～販路開拓～

ステップ４
～商談～

<想定される製品・技術>
○建設工事での工法・　
　技術等
○施設の設備や部材
○施設に整備する
　防災製品
○オフィシャルグッズ・
　ノベルティ

 アドバイザーやコーディネ
　ーターのネットワークを活
　用した商談の実施

商談の実施

 

万
博
・
Ｉ
Ｒ
関
連

数値目標

補助事業の加点

新型コロナ特別枠

外商Co ３⇒４名

訪問件数1,500⇒2,000件

出展企業15⇒38社
拡

企業や関係機関等への
営業活動

拡
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  ◆具体的な計画策定と計画策定後の確実な実行支援
   ・「まちの強み」や持っている「資源」を活かした、具体的な商店街等振興
   計画の策定
   ・取り組みの確実な実行に向けた関係者間での進捗管理の徹底
  ◆地域の関係者が一体となった事業者の育成と新規出店支援
   ・地域の関係者が一体となった事業者の育成と、空き店舗での新規出店に
   繋げる取り組みの強化
   ・チャレンジショップの新規開設
  ◆始めた活動を持続し発展させるための支援
   ・地域に根差したイベント等を実施・継続する若手商業者の活動への支援
  ◆意欲ある商業者のさらなる掘り起こしとグループ化
   ・県や市町村、商工団体等による意欲ある商業者のさらなる掘り起こし
   ・移住促進による新たな人材の確保

課 題

今後の対策

【商店街等振興計画策定状況】
◆Ｈ30年度:5地域［四万十市、土佐清水市、いの町、越知町、嶺北地域］
◆Ｒ元年度:6地域 ［室戸市、香美市、中土佐町、四万十町、佐川町］
◆Ｒ２年度：［南国市、須崎市、大月町、（香南市）］

◆商店街施設地震対策推進事業

・商店街施設耐震化の促進
 (アーケード・街路灯他)

 ※補助率:1/3以内 
 ※市町村負担額:1/3以上

◆かつて商店街として栄えた地域でも、人口減少、高齢化等による消費の縮小に
 より衰退傾向となり、地域住民が日々の生活に支障をきたしている地域がある。
◆新しい生活様式の推進やデジタル化等、ウィズコロナ、アフターコロナを踏ま
 えた社会構造の変化への対応が求められている。

地域事
業者

商店街
組合等 観光協

会等

高知県

市町村

商工会・
商工会議

所

その他
関係団
体等

推進体制

C

P

確実な実行A D

アドバイザー派遣

　「意欲の醸成」、「グループづくり」、「活動の組織化の推進」、「まちの強みや資源を

活かした具体的な活性化計画づくり」、「計画の確実な実行・推進」といった地域のそれ

ぞれの段階に応じて、補助制度等を活用しながら取り組みを支援。

【Ｒ３年度計画策定予定地域】
　　宿毛市
　　土佐市
　　梼原町
　　日高村　他

◆チャレンジショップ設置数(閉所分除く):
　　H30:10ヵ所→R5:14ヵ所→R11:18ヵ所

◆空き店舗への出店支援件数(累計):
　　H30:32件(H28～) → R5:102件 →R11:192件

これまでの取り組み

◆商店街等振興計画の策定と確実な実行への支援

◆商業者グループの活動支援 (中山間地域商業振興事業)

◆始めた活動の持続・発展への支援(商店街等活性化事業)

◆地域の関係者が一体となった事業者の育成と新規出店支援

UP

UP

UP

各地域が活性化に向けてステップUPする段階で、

さらに効果的な支援策が必要

商店街等振興計画
推進協議会

・地域連絡会議
・経営支援コーディネーター
・金融機関等
・移住促進人材確保センター
・働き方改革推進支援センター
・事業承継ネットワーク

・チャレンジショップの運営や未設置地域での新規開設、
卒業後の新規出店支援を、商店街等振興計画の取り組みに
位置づけ、地域の関係者が一体となってサポート

・事業実施主体の初年度(事業開始時)の自己負担と市町村の
 負担を軽減することで、最初の一歩を踏み出しやすくする

・地域でイベント等を実施する補助対象者に、商工団体等を
 追加し、商工会等から実施の声掛けや、イベント内容・運
 営等への助言を得やすくする

・地域連絡会議や経営支援コーディネーターとの連携によ
 る意欲ある商業者の掘り起こし
・移住促進・人材確保センターとの連携や市町村の移住促
 進の取り組みによる新たな人材の確保

◆各団体との連携による意欲ある商業者の掘り起こし

・商店街振興計画推進協議会を核に、未策定地域での計画策定と確実な
 実行を支援
・補助金により計画に位置づけられた取り組みの実行を支援
・事業経営アドバイザーの専門的な知識等を活かし計画の磨き上げを支援

商店街等振興計
画推進事業費

地域商業の活性化に向けた取り組みへの支援 
地域商業を取り巻く環境

◆商店街等のキャッシュレス化

・ポストコロナを見据えた商店街等
 の環境整備を進めることで、観光
 客等、域外からの誘客を図り、外
 貨の獲得に繋げるため「面的な
 キャャッシュレス化」に取り組む
 商工団体に対し、国の補助事業等
 を活用した支援を行うとともに助
 言や情報提供を行う

◆事業者のデジタル化への支援

・商工会・商工会議所が各エリアの
 事業者に対し、経営相談や経営計
 画の策定支援を通じて、積極的に
 デジタル化を促し、国の補助事業
 等を活用した支援により県内中小
 企業の経営力底上げを図る
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【拡充】新たな人や企業の流れ（人や企業へのアプローチ＋受入れの仕組みづくり）

経営層

中核人材

支援機関

幅広い層

ॹ
४
ॱ
ঝ
৲
प
ৌ
ૢ
घ
ॊ

ञ
ी
भ
੫

য
౫

ਛ

県内企業のデジタル化の推進 県内企業のデジタル化の推進 

企
業
の

デ
ジ
タ
ル
化
支
援

未着手                          デジタル化

　柱４　デジタル技術の活用による生産性の向上と事業構造の変革の推進　

ＤＸの実現

○相談受付　　　　　　　　　　　○「事業戦略」・「経営計画」の策定・実行に伴走したデジタル技術活用支援　　　　
○IT企業とのマッチング支援　　　○企業の掘り起こし　　　　　　　　　　　　　　　　などをトータルで実施

【拡充】企業のデジタル化の促進（企業のデジタル化の支援＋デジタル人材の育成）

ベ
ン
ダ
ー
の

人
材
育
成

　　　　　　　　 　　経営層向けデジタル化ハンズオンセミナー
　　　　　　　　　　　　(経営層が実際にAI等に触れるセミナー）

　　　　　　　　次世代リーダーDX基礎講座
　　　　　　　　　(デジタル技術の戦略的活用を継続的に企画・提案できる企業内人材を育成）

　　　　　　　地域デジタル化人材育成講座
　　　　　　　　

Society5.0関連人材育成講座

　　　　　　　　　　AIリテラシー講座
　　　　　　　　　　　(幅広い職種を対象に、AIの概要やデータの活用方法を学ぶ）

　　　　　　　　デジタル化推進講座

取組
レベル

　　　　　　　　　モデル事例の創出による機運の醸成・成果の横展開

 　　　　　　　　　　　県内企業に対する支援体制の強化（産業振興センター内に中小企業のデジタル化を支援する専門部署を新設）

県内4地域、全５回講座　
定員：各20名程度　対象：商工会職員等

※ＤＸ実現のためには、まずはデジタル化が必要

拡

新

新

タ
ー
ゲ
ッ
ト

　これまで「IT・コンテンツ関連産業の集積」に向けた、
IT関連の企業誘致、人材育成・誘致の取り組みや、「課題
解決型の産業創出」に向けた取り組みを行ってきた。
　　　　　　　　　　　
新型コロナウィルス感染症の影響により
○企業のデジタル化への対応の必要性の高まり
○場所や仕事によらない「新たな人や企業の流れ」が促進

【企業のデジタル化の促進】
　県内においては、デジタル化に取り組めていない企業も少なくない。
　　→(課題）社内のリソースの不足。またＩＴベンダーによる情報提供や企画　　
　　　提案の機会も少ないことから、自ら取り組みを進めるには限界がある。

【新たな人や企業の流れ】　
　9月補正で、高知市中心部に拠点シェアオフィスの開設を予算化。
　　→（課題）施設利用促進や誘致への効果的なPRや、県内企業やプロジェクト
　　　を通じて高知と関わりたいというニーズに応える仕組みができていない。
　

　　　　　　　　　　　　　　　　AIエンジニア育成講座　

　　　　　　　　　　　(AIによる開発が可能となる知識・技術の習得）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　スマートフォン／タブレットアプリ開発人材育成講座
　　　　　　　　　　　(スマホ/タブレットアプリ開発のための知識・技術の習得）　　　　　　　　　　　　　　

新

新

R2.9補正

R3当初

R2.9補正

R3当初

R3当初

R2.9補正

R3当初

R3当初

取組みの背景 県内の現状と課題 取り組み強化のポイント

ｘっっｘ

これまでの、課題解決型産業創出やIT・コンテンツ
企業の誘致等の取り組みに加え、「企業のデジタル
化の促進」、「新たな人や企業の流れ」に向けた取
り組みを強化
　①企業のデジタル化に向けた支援体制の強化
　②デジタル化対応のための企業IT人材の育成
　③都会から人や企業を呼び込むための仕組みづくり

　　【人や企業へのアプローチ：企業立地受入促進業務】
　シェアオフィスの利用促進や「人や企業」の受入れに向けてwith/afterコロナに適
応するため、Web等を活用した戦略的なアプローチで誘致対象企業の掘り起こしを行う。

　　【県内と関わりを持ちたい人を受入れるための仕組みづくり】

<これまでのアプローチ>
アンケート送付→訪問

戦略的なPR Web広告
総合的情報

サイト

誘導 誘導
R3

確度の高い問い合わせを呼び込む

　H29年度から取り組んできたIT・コンテンツネットワークの取り組みに、新たに「高知県と
何らかの関わりを持ちたい」と考えているIT人材を、副業や兼業といった形で受け入れるため
の仕組みづくりを行う。※新たに整備するシェアオフィス拠点施設と連携

県内企業の副業
ニーズ掘り起こし

魅力あるプロジェク
トの掘り起こし

副業・兼業希望者
掘り起こし＋ ＋新たな取り組み

新 拡

対面式、オンライン併用
定員：50名程度、対象：一般企業社員、ITベンダー社員等

　(デジタル導入のメリットを伝えるスキル等を学ぶ）

対面式
定員：30名程度、対象：一般企業 経営者

対面式、オンライン併用　全７回講座
定員：30名程度、対象：一般企業　次世代経営者、経営幹部候補　等

対面式、オンライン併用
定員：20名程度、対象：ITベンダー等エンジニア

対面式、オンライン併用
定員：20名程度、対象：ITベンダー等エンジニア

　テレワーク・在宅勤務の普及で困難に

一般企業の経営層や
従業員の知識・スキ
ルの向上を図るため
の講座を拡充

エンジニア育成講座
は引き続き実施
（R2.9補正）
※２講座 定員50名
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　　中小企業に対するデジタル化支援体制の強化
　
　・　県内中小企業がウィズコロナ/ポストコロナ時代に求められる社会構造の変化に対応するためには、デジタル技術を活用した業務の改善による生産性の向上や事業構造の変革に取り組むことが必要。
　・　デジタル化は「目的」ではなく経営課題（生産性向上、品質向上など）解決のための「手段」であり、経営の方向性と一体的に検討すべき事項であるが、デジタル技術の活用には高い専門性が必要であり、デジタル技術
　　　活用観点から経営支援を実施する体制が十分に整備されていない。

②相談受付
　・中小企業等からのデジタル化に関する相談受付
　・補助制度や適切な支援機関の紹介・案内
　　 ⇒　内容により、③の個別支援へ　

③「事業戦略」及び「経営計画」策定・実行支援に伴走したデジタル化支援
　・産業振興センター内のものづくり地産地消・外商センターや経営支援課、商工会議所・商工会などの
　 各支援機関が実施する中小企業への経営支援に対して、デジタル技術活用の観点から支援を実施　　　
      　○現状・課題の分析　○取組方向性の整理　○活用するデジタル技術のアドバイス　
　　　　○デジタル技術導入にあたっての支援（要件定義作成支援）                       　など　　　　
　【視点】
    ・経営課題の解決や経営目標を達成するために必要で
　　　効果的・効率的な内容となっているか
　　・費用対効果が認められるか（過大な投資となっていないか）
　　・システム拡張性・互換性など企業の将来の姿を見据えた
　　  内容となっているか　　　　　など

④県内IT企業とのマッチング支援＜デジタルの地産地消＞
　・ベンダー選定にあたって、県内IT企業から提案を
　　募り、評価・マッチングできるプラットフォームを運営

①IT人材育成講座の実施（デジタルカレッジ）
　（一般企業の経営層・従業員の知識・スキル向上のための講座を拡充）
②モデル事業（R2.9補正）の着実な実施と成果の横展開
③県内IT企業とのマッチングの仕組みの構築（制度設計等）

　・　県内中小企業のデジタル化の取り組みを促進するために、（公財）高知県産業振興センター内に「中小企業のデジタル化」を専門的に支援する部署を新たに設け、支援体制を強化。
　・　産業振興センター内の他部署や商工会議所・商工会など他の中小企業支援機関が支援する「事業戦略」「経営計画」策定・実行等に対し、デジタル化の観点から支援を実施。
　　　　⇒　産業振興センターや商工会議所等の各支援機関と連携して県内中小企業のデジタル化の取り組みを支援することにより、県内中小企業のデジタル化の底上げを図る。

現状・課題

中
小
企
業

商工会議所
・商工会

金融機関

産
業
振
興
セ
ン
タ
ー

(

デ
ジ
タ
ル
化
推
進
課(

仮
称))

よろず支援拠点

国（テレワークマネージャーなど）

HP、EC構築支援等

テレワーク相談、専門家派遣

商工会議所
・商工会
金融機関

①企業の掘り起こし（セミナー開催、企業訪問等）
　・一般企業向けセミナーへの参加（情報提供等）
　・金融機関や経営指導員等からの情報を基に、
　 意欲のある企業を訪問、ヒアリング実施
　⇒　③の個別支援へ

⑤企業の経営支援者を対象とした人材育成
 ・経営指導員等を対象とした企業のデジタル化支　
　援に関する知識・スキルを学ぶセミナーの実施など

R3の取り組み内容

「事業戦略」の策定・実行支援
支援

産業振興センター（ものづくり地産地消・外商センター、経営支援課）

産業振興センター（デジタル化推進課（仮称））

「経営計画」の策定・実行支援
支援

商工会議所・商工会

掘り起こし

経営課題改善に向けた
デジタル化支援
（システム構築・置換えなど
　単純ではない内容）

デジタル化
推進課（仮称）

商工会議所
・商工会

産業振興センター

・「経営計画」の策
定・実行支援

→「経営計画」に
デジタル化の取り
組みを位置付けて
バージョンアップ
（商業者中心）

・「事業戦略」の策定・実行
支援
（ものづくり企業以外）

→「事業戦略」にデジタル
化の取り組みを位置付けて
バージョンアップ

・「事業戦略」の策定・実行
支援
（ものづくり企業中心）

→「事業戦略」にデジタル
化の取り組みを位置付けて
バージョンアップ

ものづくり地産地消・
外商センター経営支援課

新

県（商工労働部）

支援 支援
支援

中小企業のデジタル化に
関する道案内

＋
中小企業支援機関が実
施するデジタル化支援に
対するアドバイスを実施

・HP、EC活用、
既存ソフトの導
入等を中心とし
たデジタル化支
援
※比較的単純な内容

よろず支援拠点

国

支援案件や補助メニュー
等の情報共有・連携

　＜体制＞４名
　　・デジタル化専門監１名
　　・コーディネーター２名
　　・職員１名

相談内容に応じて、テレワークマネージャーなど活
用可能な国の適切な支援制度へつなぐ

支援体制 デジタル化推進課（仮称）の業務内容

支援の流れ

「事業戦略」「経営計画」への
デジタル化の位置付け支援 実行支援 フォローアップ

産業振興センター（ものづくり地産地消・
外商センター、経営支援課） 商工会議所・商工会

産業振興センター（デジタル化推進課（仮称））
支援

＜ものづくり系・サービス系＞

＜商業系（小売・卸・飲食等）＞

産業振興センター（デジタル化推進課（仮称））
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　デジタル技術の活用例（１／２）

　在庫管理・生産管理の自動化　　　　　　　

受注・販売データの分析による需要予測
作業効率

アップ 欠品防止 最適な
生産計画 利益最大化

顧客スマートフォンを活用したセルフオーダーシステムの導入　　　　　　　　　　　　

データ一元管理

仕入れ 生産 在庫 販売 会計

＜例>　IoTを活用した在庫等の自動管理
　　　　（ICタグの活用　など　　）

オーダーから支払いまで顧客のスマホで完結＜非接触・非対面＞

顧客満足度
向上

客単価
アップ

仕入れ・人員
配置の適正化

客数・稼働
率の向上

顧客データを蓄積・分析し経営戦略に活用

メニュー見直し機能 レコメンデーション機能 来店予測機能 販売促進機能

オーダー 支払い
厨房へ即オーダー

提供時間短縮

来店予約機能

テイクアウト
対応機能

養殖業における生け簀の見える化・給餌量の自動調整
　　　～　インターネット自動給餌システム「餌ロボ」～

システム概要

　県内企業が、新型コロナウイルス感染症予防と経済活動を両立し、さらには社会の構造変化に適切に対応していくためには、デジタル技術を活用して
生産性を向上することや、高付加価値の新サービスを創出していくことが重要

　ポストコロナ時代を見据えた県内企業のデジタル化の取り組みの機運の醸成を図るとともに、付加価値や生産性の高い産業構造への変革につなげる　　　　　

○製品の主な機能
　　① 魚群センサーによる生け簀の可視化   　  →適正給餌
　　② AI捕食判定による給餌量の自動調整　　→餌の節減
　　③ スマホによる生け簀の遠隔制御　　　　     →労力削減

デジタル技術活用のイメージ 海面養殖業におけるIoTを活用した給餌システムの開発
(平成29年度高知県IoT推進事業費補助金活用事業）
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営農支援
（診断・改善提案）

カメラ

ｾﾝｻｰ 環
境
デ
ー
タ

取
得

作
物
デ
ー
タ

取
得

＋

IoP
に
よ
る
管
理
の
最
適
化

循環扇
ミストコントロール

ヒートポンプ
加温機
除湿機 CO2

施用機

日射比例
灌水システム

LED ・電照システム天窓自動換気システム
遮光カーテン
保温カーテン

IoPクラウド

 ✔気象デー
タ

✔出荷データ    
   （量・品質等）

AI

データベース

□最適な栽培モデルと、実際の栽培データを比較し、診断
（正常・異常判定）し、改善提案

□出荷時期・量を予測し、栽培や販売戦略に活用

環境情報の
ビッグデータ

✔ハウス内環境データ

作物情報の
ビッグデータ
 ✔生理データ

✔生育データ

農作業の
ビッグデータ

✔農作業の時間、技
✔栽培管理履歴

篤農家の協力
＋研究ハウスでの実証

栽培・生産管理の最適化
出荷時期・量の予測

学習、探索、同定、
予測、最適化

最先端の様々な研究 クラウド構築 クラウド運用（データに基づく営農支援）

栽培、出荷、流通までを見通した世界初の

 
 ✔光合成、蒸散、転流等
 ✔作物の成長・収量・収穫時期
 ✔環境・農作業・市場 etc．
集積したデータによりモデルをさらに高度化

最適な栽培モデル

データの送信

IoP（Internet of Plants）等の最先端の研究を進展。栽培、出荷、流通までを見通したIoPクラウドを構築し、AIにより営農支援。
《次世代型》
○温度、湿度、炭酸ガス濃度など
   ハウス内環境を見える化（ほぼ手動で制御）
　    （次世代型ハウス、 環境制御技術）

高収量・高品質
進
化

《Next次世代型》
　　　    ○「ハウス内環境」＋「生理・生育」の可視化 
　　　    ○農家間の情報の一元化　⇒　産地全体としてSuper四定へ (定時､定量、定品質､定価格)
　　　    ○さらに出荷量・出荷時期の予測、作業の効率化

超高収量・高品質化 超省力化・省エネルギー化高付加価値化
IoP

クラウド

開発した最新の測定、統合管理、省力化等の
機器・システムを導入

次世代型からNext次世代型へ

　　　　　　Next次世代型施設園芸プロジェクト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　デジタル技術の活用例（２／２）

30



⾦融機関

事業承継・引継ぎ⽀援センター
※事業引継ぎ支援センター及び事業承継ネットワークが統合し、令和３
　　年４月に発足する。（Ｍ＆Ａに対応できる職員4名→８名）

掘り起こし

⾦融機関
・⾦融⽀援、経営⽀援、売り⼿、買い⼿の掘り起こし

商⼯会・商⼯会議所
・売り⼿、買い⼿の掘り起こし、経営⽀援

売　り　⼿

・事業承継等推進事業費補助⾦ 23,000千円 

・事業承継計画の策定・Ｍ＆Ａマッチングにかかる初期費⽤など
に対する補助

（補助上限額1,000千円、補助率1/2）

・【⼩規模枠】M&Aの前段階の企業評価と企業概要書作成に
係る費⽤に対する補助

（補助上限額300千円、補助率10/10）

・事業承継アドバイザー制度 １,３３１千円 
　ＯＪＴにより、事業承継のマッチングにかかる実務を担う⼠業専
⾨家の育成、レベルアップをサポート

（国）令和２年度第３次補正予算案
　　「事業承継・引継ぎ補助⾦」の活⽤
　　　事業承継・引継ぎを契機とする業態転換や多⾓化を含
　　　む新たな取組や、事業引継ぎ等の⼠業専⾨家の活⽤
　　　費⽤への補助 
　（補助上限額4,000千円〜8,000千円、補助率2/3）

県の取り組み︓買い⼿の掘り起こしから売り⼿とのマッチング、引き継ぎ後のスタートアップ等、様々なステージで伴⾛型⽀援を実施

コロナ禍により先⾏きが⾒通せず、廃業
を検討する事業者が増加

市町村

市町村 商⼯会
商⼯会議所

M&Aで事業拡⼤を⽬指す事業者

移　住　希　望　者

地域おこし協⼒隊員

掘り起こし

売却を検討する事業者

廃業を検討する事業者

⽇本M＆Aセンター
・M&Aマッチング

⼠業専⾨家
・事業承継にかかる法務、税務、資産評価、経営⽀援

移住促進・⼈材確保センター
・⾼知求⼈ネット、買い⼿の掘り起こし

掘り起こし

買　い　⼿

【Ｍ＆Ａ（売り⼿）への対応】
・補助⾦メニューの追加
・市町村、商⼯会・商⼯会議所、⾦融機関と連携した掘り起こし
【Ｍ＆Ａ（買い⼿）への対応】
・国の令和２年度第３次補正の⽀援メニューを活⽤
　→市町村、移住促進・⼈材確保センターと連携した掘り起こし
　→商⼯会・商⼯会議所、ココプラ等による伴⾛型⽀援

　　Ｍ＆Ａ全体　（H27）47　→（H31）116　→（R2.11）134　　【累計】475
　　　内、売り⼿　（H27）19　→（H31）  88　→（R2.11）107　　【累計】321
　　　内、買い⼿　（H27）28  →（H31） 28　→（R2.11）  27　　【累計】154
　　その他　　　　　（H27）60　→（H31） 81　→（R2.11）  83　　【累計】371
　　【Ｍ＆Ａ⽀援実績】⾦融機関等へ33.6％(44件)　　センター⽀援66.4％（87件）
・特にM&A売り⼿相談が増加。
・窓⼝相談対応中の126件のうち、将来的な相談を除いた約3割に対応が必要。
・⼩規模事業者は、M&Aをスムーズに進めるために必要な企業評価等の経費
　(30〜50万円)の負担を躊躇する事業者が多く、M&Aを進める上でのネック。
・⼀⽅、買い⼿は伸びていない。

新

新

拡

⾦融機関
⼠業専⾨家

商⼯会・商⼯会議所

掘り起こし

買い⼿への⽀援 売り⼿への⽀援仲介者のレベルアップ

売り⼿の数に対し、多いとはいえない
（売り相談107者、買い相談事業者27者）

取組のポイント課題

事業承継に
係るマッチン
グ件数

60件

KPI

事業承継推進事業

新

⾮　事　業　者

県内残留希望は約80％
　→約65％が残留

移住促進・⼈材確保センター
掘り起こし

移住後の職探しが課題

拡

継業
商
工
会
・
商
工
会
議
所
・
コ
コ
プ
ラ
に
よ
る

伴
走
型
支
援

新

【事業承継全体】
相談累計︓846件　
成約累計︓　81件
　 継続中︓459件

センターで窓⼝相談対応中(M&A⽀
援に進む前の売り⼿）︓126件　
　　⾼齢等による譲渡相談︓約3割
　　将来についての相談　　︓約7割

拡
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平成29年8月8日
商工政策課

【KPI】県内出身の県外大学生の県内就職率　13.6％(Ｈ24) →16.4%(H27) → 18.6%(R1) → 目標35%(R5)　

新規学卒者等の県内就職促進（学生支援の充実による県内就職の促進）

オンラインを活用した
全国の学生との接点づくり 県内就職に興味を示す学生の囲い込み インターンシップから

県内就職までのきめ細やかな支援

高知での就職に
関心がある学生

＜Withコロナにおける
新たな企業の取組例＞
・オンラインインターンシップ
・SNS活用の広報活動
・WEB説明会の開催
・AI面接の導入　等

社会構造の変化
新型コロナ感染症により対面
型イベントへの制約が生じ、企
業のインターンシップ・採用活
動のオンライン化が加速

県
内
企
業
の
新
規
学
卒
者
等
の
人
材
確
保

　オンライン交流会

＊専用ロゴマークにより
　対象イベントを広報

従来、対面での接点が
難しかった全国学生にも
オンライン活用でアプロー
チが可能となった

　　ＵＩターン就職活動
　　応援助成金

・補助率：定額（1/2相当額）　※同一年度内に3回まで申請可能
・補助対象：県内就職に関心がある県外在住の大学生、既卒者(3年以内)
・対象経費：県内インターンシップ・採用面接、県内就職
　　　　　　　　関連イベント参加にかかる交通費・宿泊費

参加を
促進

現
状
・
課
題

対
応
・
取
組

(1)オンラインを活用した全国の学生との接点づくり
　WEB広告やWEBセミナーでの情報提供や県内企業とのオンライン
　交流会<新規>により、県内就職に関心を持つ学生を掘り起こし

(2)県内就職に興味を示す学生の囲い込み
　県内就職に関心を示した学生に対し事前登録を促し、実際に県内
　インターンシップ等に参加するよう移動手段にかかる経費を助成＜新規＞

(3)インターンシップから県内就職までのきめ細やかな支援
　就職支援コーディネーター＜拡充＞が学生に寄り添いながら伴走型支援
　を実施

①H30よりｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置し、ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ実施企業の開拓や
 実施内容の磨き上げ、大学訪問等を通じた学生への情報提供を行ってきた
　　・H30.8:78社/226社(35%) →R2.3:131社/211社(62%)※全国平均69%(リクルート)
　　・「高知求人ネット」学生サイトの充実　R1:10,971PV→R2.11月:53,658PV
⇒より積極的に学生に関わっていくことが必要（これまでは学生からの問い
　合わせへの対応が主）

②新型コロナ感染症により社会経済活動が非接触型に移行する中、
  インターンシップや採用面接等でもオンライン化が加速し、地方企業で
  あっても全国の学生との接触や情報発信が可能となった
⇒これを人材確保の好機と捉え、オンラインを活用した取組を強化する
　必要がある

県内企業 学生向け就職支援事業者

＜大学２～３年生＞ ＜大学４年生、既卒者(3年以内)＞

夏インターン
シップ参加

就職支援コーディネーター(１名/商工政策課内）

1Dayインター
ンシップ参加

就職ガイダンス
参加 企業訪問 面接

助成 助成 助成 助成 助成 助成

面接

企
業
紹
介

複
数
回

の
紹
介

状
況
確
認

複
数
回

の
紹
介

情
報
提
供

状
況
確
認

企
業
情
報

提
供

状
況
確
認

企
業
情
報

提
供

7～9月
夏インターンシップ

11月～　年末年始　～2月
業界・企業研究

（地元就職ガイダンス）

3月～
エントリー

開始

6月～
採用選考

開始
10月
内定

登
録
促
進

継続した情報提供・
フォローに繋げるため
の事前登録を促す

　SNS・WEB広告
WEBセミナー

新

拡

新
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　　プロフェッショナル人材活用推進事業（移住施策と一体となった中核人材の確保）

　　　（１）プロフェッショナル人材活用セミナーの実施（10月開催）
　　　　　参加実績 29社48名　⇒　経営者の気付きを促進
　　　（２）人材マッチング（10月末時点）
　　　　　・企業訪問 323件（うち新規訪問先 100件）
　　　　　・人材マッチング実績 ５件（このほかマッチング見込み４件有）
　　　　　　⇒　人材ニーズの掘り起こし、マッチング支援
　　　（３）副業・兼業人材活用における旅費助成制度の創設
　　　　　　⇒　副業・兼業プロ人材の活用を促進

　　　　県内企業の経営課題解決や、事業革新・新商品開発などの取組に積極的にチャレンジする「攻めの経営」への転身を促進するため、企業におけるプロ
　　　　フェッショナル人材のニーズを掘り起こし、都市部企業や民間人材ビジネス事業者等と連携して人材マッチングを図り、企業の成長戦略の実現を支援する。

　　　　　　　　　　　　　　

現
状
・
課
題

令
和
２
年
度
の
取
組

都市部人材

県内企業

・地方での就業に意欲的な人材は多数存在
　するものの、高知県への移住はハードルが高い。
・常勤だけではなく、副業・兼業や短期出向型など
　多様な選択肢が欲しい。
・外部人材の常勤雇用は、給与面や地理面での
　ハードルが高い。
・副業・兼業人材に担ってもらう業務を自社で
　切り出すことが困難。

令和３年度の拡充内容

県内企業に直接専門家を派遣し、経営課題等を抽出して副業・兼業人材に担ってもらう業務の切り出しを支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒　副業・兼業人材におけるマッチング件数の増加を図る。

都
市
部
に
は
副
業
・
兼
業

人
材
が
多
数
存
在
す
る
が

県
内
企
業
の
受
け
入
れ

土
壌
が
整
っ
て
い
な
い

副業・兼業人材活用専門家派遣による個別支援新

実施機関

高知県プロフェッショナル人材戦略拠点
（移住促進・人材確保センター内）

地域金融機関・
商工会議所等

高知県

提携・人材活用

連携
県内企業

事業実施体制図

業
的

事
目

相談・人材ニーズ切り出し

人材ニーズ掘り起こし

　　専門家派遣による個別支援新

セミナー等の開催

人材ニーズ提供

提携先人材
紹介事業者等

（ABIC、パソナ、アビリティセンター）

都市部人材
・OB人材

登録

都市部人材・OB人材のマッチング

旅費等の支払い

1/2補
助

33



  外国人材確保・活躍に向けた取組（外国人受入環境整備事業）   

地域の一員としての受入れ態
勢の充実・・生活者としての 
 外国人への支援により共生社
 会を実現する

・高知県外国人生活相談センターの運営
・県内各地域での日本語教育の実施【文化生活スポーツ部】 
・外国人が入居できる住宅の確保【土木部ほか】

・これまで、本県の人手不足を補う形で外国人労働者数は年々増加
・平成31年4月に新たな在留資格「特定技能」が創設され、国全体で外国人材受入の加速化が想定
・本県では令和２年に行った実態調査や企業ニーズを踏まえ「高知県外国人材確保・活躍戦略」を策定
→外国人材は本県産業の継続・発展を支える貴重な人材であり、外国人材確保のための対策を戦略的に講じていく

県内で就労する「技能実習」及び「特
定技能」の外国人労働者数の合計人数
現状2,009人＜技能実数1,972人(Ｒ元.10末
時) 特定技能37人(R2.9末時）＞
▶Ｒ５年度末時点 3,000人

目
標

・本県との縁を手がかりとした
 送出し国側とのパイプ作り
・長期的、安定的な人材確保の
 ためには、選ばれる県に向けた
 情報発信や、新たなパートナー
 探しが必要

・外国人に対する生活相談を多言語
 で行うワンストップ型の相談窓口
・地域での日本語教育に関する支援
・外国人の住居確保

・行政レベルでの送出し国側との
 連携強化
・本県の特色や就労環境の魅力が
 伝わるようなPR活動

・送り出し有望国（ベトナム、ミャンマー）との関係強化に
 向けた交流の継続と新規国（インド）との関係構築 

・高知県中小企業団体中央会による国内外での経済交流・人材
 交流の推進及びPR動画の追加作成（R2:ベトナム語版３業種
 を新規作成→R3:ベトナム語版２業種と他国語版１業種を追加）
・ベトナム人国際交流員（CIR）の新規配置【文化生活スポーツ部】

・外国人が安心して生活できる
 生活環境整備が必要

海外から優秀な人材を確保
・・送出国側との連携強化に
  より長期的・安定的に人
  材を受入れる


ڭ

・県内事業者の制度理解が進んで
 いない
・日本語でのコミュニケーション
 が取りづらい
・外国人を対象とした資格取得や
 訓練等の機会が県内に少ない
・外国人労働者と地域住民との
 コミュニケーションが少ない

・制度理解の促進（外国人雇用に向けたガイドブックの作成や
 制度説明会など）
・高知県中小企業団体中央会において技能実習生の日本語学習
 (R2当初:５箇所→R3:７箇所)及び地域交流(R3～新規)を支援 
・外国人向け在職者訓練の実施 
・各産業分野（農業・漁業・製造業・介護・建設など）ごとの
 取組【各産業分野所管部】

・外国人雇用に関する制度や事例
 の提供
・職場での日本語教育に関する支援
・外国人を対象とした資格取得や
 訓練等の県内実施
・外国人労働者と地域との関わり
・産業分野ごとに特化した取組

県内における就労・相談体
制の充実・・外国人労働者・ 
 雇用主への支援により県内
 就労・定着を促進する


ڮ


گ

現状と課題 求められる支援 令和3年度の対策戦略の柱

3,141人の外国人が827事業所で雇用されている（令和元年10月末時点）

H23からの8年間で、労働者数・事業所数とも
２倍以上に増加。技能実習は3.2倍に増加

　　　　　　　　　　　　　　　外国人雇用の実態　厚生労働省「外国人雇用の届出状況」より 　 　　　　　　　　　　　県内企業のニーズ「高知県外国人雇用実態調査」より
　　　　　　　　（令和2年8月実施　県内3,000事業所対象　回収率55.1％）　

 雇用し始めた理由・雇用したい理由（n=399）
 ・日本人だけでは人材確保が困難 80.7%
 ・能力・人柄（勤勉さ・真面目さ）が優れている 25.1%

 　雇用している外国人に対する評価（n=199）
 　「満足」あるいは「やや満足」の回答割合
 　○仕事に対する姿勢　79.9％
 　○技能向上の速度　68.4％
 　○社内での協調性　72.9％

①現在雇用している　12.0％

②今後雇用を検討している、
　あるいは興味がある　12.1％

③雇用しておらず、今後も雇用は
 考えていない　67.7％

　雇用していない理由（n=1,319）
　・日本人で必要な人員を充足できている 45.1%
　・社内の体制が整っていない　27.7%
　・言語などコミュニケーション面での不安　26.4％

 事業所の将来計画における
　外国人雇用（n=399）
　盛り込まれている　41.4％

農林漁業（833人､26.5％）
製造業（810人､25.8％）
卸売業・小売業（429人､13.7％）
建設業（249人､7.9％）等

 雇用状況 n=1,653

 コロナ前からの雇用希望数の変化
（n=399）変わらない　70.7％
　減少した　9.5％　

拡

新

拡

拡

新

新
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県内
企業

就労支援
コーディ
ネーター

　
　

就
職
・
正
社
員
化
の
実
現　
　
　
　
　
　

中
間
的
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労　
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①
不
安
定
就
労
の
方

②
長
期
間
無
業
の
方

③
ひ
き
こ
も
り
状
態
の
方 相談支援機関において支援ニーズの把握

５月補正予算額　165,000千円
　　　　　　　　　　　　（一部再掲）
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（イメージ図）
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 ○ハローワーク《労働局》

R２の取組 R３以降

社会参加
に向けた支援

　就職氷河期世代の活躍支援

…35歳～49歳の人で特
に雇用状況の厳しい時代
に就職活動をした世代

就職に向けた
基盤整備

➢就職氷河期世代専門の窓口を設置し、担当者によるチーム支援

○「こうち就職氷河期世代活躍支援プラットフォーム」を構築し、官民一体となった
 就職氷河期世代への支援に取り組む。

➢必要な情報が届く
 「情報のアウトリ
 ーチ」

➢8050問題などに
 も対応できる支援
 体制づくり

➢「入口」で支援対
 象者の把握・働き
 かけ

➢「出口」でＨＷ、
 就職支援、企業と
 の連携強化

➢複雑な課題・状況
 を踏まえた支援

➢正社員就職の促進

➢働きながら受講し
 やすい訓練の提供

➢求人の確保、面接
 会の開催

◎高知労働局
○高知県
○市町村
○ポリテクセンター
○経済団体
○人手不足業界団体 等

・不安定な就労状態にある方や長期にわたり無業の状態にある方等 
   は、全国で100万人以上、高知県では5,200人以上と推計

①不安定な就労状態にある方（高知県:3,500人(参考) 全国：約50万人）
  ・「主に正規の職員・従業員の仕事がないから」現在非正規雇用で働いている
②長期にわたり無業の状態にある方（高知県:１,703人(参考) 全国:約40万人）
  ・無業者のうち求職活動をしていない方で、配偶者なしで家事を行っていない方
③社会参加に向けた支援を必要とする方 （計測困難）

        就職氷河期世代サポート事業
 ○ジョブカフェこうち【県】 

➢就職氷河期世代に特化した支援メニュー
   を構築し、就職・正社員化を支援

 ○若者サポートステーション【県】
・来所困難な方のためのオンライン相談 ・「意欲向上ジョブ体験」による就労支援
・職場開拓員による情報収集、企業等への啓発活動 など

➢支援対象を49歳までに引き上げ、長期無業状態やひきこもり傾向の方の就労支援

উ
ছ
⑁
ॺ
ই
⑀
␗

भ

ੌ
॑
औ
ै
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৲

（例）

＜現状＞

○ハローワーク（国）

○ポリテクセンター

○ジョブカフェ【県】

○サポステ【県】

○ひきこもり地域支援
 センター【県】

○ひきこもりピア
 サポートセンター【県】

○生活困窮者自立相談
 支援機関〈市町村〉
          等

支援機関

経済団体

サポステ
ハロー
ワーク

自立相談
支援機関

ひきこもり
地域支援センター

福祉と就労を切れ目なくつ
なぐ地域レベルのＰＦ整備

助成金の活用
求人開拓、マッチング

・働きながらでも無料で受講可能な訓練の提供
・短期間で技能が取得でき、安定就労に有効な資格等の習得を支援

活用

◆フォロー
アップ

正規雇用転
換・職場定
着支援

◆掘り起こし
◆窓口誘導

・WEB広告を
 活用した
 積極的なPR

・出張相談会

・就職氷河
期世代向け
セミナー

拡

新

新

新

◆求職者のレベルに応じた伴走型支援

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

（
必
要
な
支
援
の
見
立
て
）

少人数セミナー

グループワーク

職場体験講習

ジョブチャレンジ

氷河期世代チャレンジ応援団のネットワークづくり
（座談会、講話などを通じた交流）

受入雇用・育成に積極的な県内企業を開拓

こうち就職氷河期世代
活躍支援

プラットフォーム

（構成団体）

（R2当初予算による実施中を含む）

生活困窮者
自立相談
支援機関

 ○ひきこもりピアサポートセンター【県】
➢ひきこもりの人やその家族へのピア相談による支援

・対面相談、電話相談、Ｗｅｂ相談の窓口を設置
・"ひきこもり者の居場所"を活用した自立支援

ひきこもり
地域支援
センター

新

     ・県内の状況把握 ⇒ 検討委員会での支援策検討新 ひきこもり実態把握調査【県】

プラット
フォーム
各機関が
県内協力
企業を開
拓し、就
労や就職
につなげ
る

（R2.6月末設置）

就職氷河期世代とは

※国が地方の先進的・積極的な取組を支援するために創設した「地域就職氷河期世代支援加速化交付金」を活用

◆福祉と就労の切れ目ない支援に向け、各支援機関や関係団体も参画する官民連携PFの下
 に、各層に応じた支援に必要な情報や知見が集約されることで、それぞれの取組の強化
 や支援の輪の拡大を図り、就職氷河期世代の社会参加・就職を実現する。

状態に応じてジョブカフェへつなぐ

各就労支援機関等が連携して対応 状態に応じて適切な機関（居場所を含む）へつなぐ

         就職氷河期世代実態調査事業【県】
・就職氷河期世代の就職に関する
 実態やニーズについて把握

６月補正        

６月補正

新

交

交

交

交

９月補正
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・中小企業の振興についての理念や施策の方針を示し、県全体で共有

・今後数年間の施策について基本的な方向性を示す「指針」の策定

・中小企業・小規模企業振興審議会で指針を審議

⇒ 県全体が同じ理念、方向性で中小企業を振興

・策定後は、毎年度の実施状況を審議会に報告

・数年の間隔で指針を見直すことで、その時々の課題に対応

基本的方向性

【現状】

・中小企業は県内企業の大多数（99.9％）を占め、その多く（88.1％）が小規模企業

・中小企業は従業者数でも多くの割合（91.9％）を占める

・県内の中小企業は、17 年間で 1万 1千社減少（H11：36,123→H28:24,997）

⇒ 中小企業は県内の経済、雇用に大きな割合を占めているが、近年その数は減少している。

高知県中小企業・小規模企業振興条例の制定について

１．県内中小企業の現状と中小企業を取り巻く課題

３．条例制定の効果と制定後の取り組み

５．中小企業・小規模企業振興審議会の設置

【課題】

・人口の減少（少子高齢化の進展） ・経済のグローバル化の進展

・社会のデジタル化の進展 ・働き方改革やＳＤＧｓ等の新しい課題の出現

・南海トラフ地震や新型コロナウイルス感染症等の危機的な事象の発生 ・・・等

⇒ 中小企業は、様々な課題に取り巻かれている。

２．これまでの中小企業振興の取組の課題

○県を挙げて取り組む産業振興計画

・農業、林業、水産業、商工業、観光の５分野及び分野を超えた連携テーマ(食品分野等)ごとの取り組み

・７地域のアクションプランで、地域ごとの事業者やグループを支援

⇒ 産業振興計画の対象以外の産業分野があり、また、産振計画に関わらない事業者もある。

○各産業分野（部局）ごとの取組

（例）・高知県建設業活性化プラン ・公共交通機関への振興策 ・・・等

⇒ それぞれの取り組みについて、中小企業振興の理念や方向性を共有する仕組みがなかった。

○中小企業・小規模企業振興審議会の設置

・地方公共団体ごとの「自然的経済的社会的諸条件に応じた」施策を策定し、

実施していくための条例と、それに基づく審議会

・商工業に限らず全ての産業分野について、中小企業に共通する課題を議論

・第一次産業から第三次産業まで幅広い産業分野から委員を選定

・今後数年間の施策について基本的な方向性を示す「指針」を策定

４．条例案の概要

①中小企業等の創意工夫、自主的な取組への支援 ②地域の経済・雇用に果たす役割への基本認識

③本県の人材、技術、自然等の資源の活用 ④中小企業等の経営の規模・形態への配慮

⑤関係者相互の連携及び協力 ⑥年齢、性別等にかかわらず活躍できる社会

第２章 関係者の役割

(第 4条～第 10条) 支援団体の役割

中小企業・小規模企業の努力大学等の役割 金融機関等の役割

県民の協力 県と市町村の協力

①経営基盤の強化、経営の革新の促進 ②創業の促進、事業の承継の円滑化

③販路等の拡大 ④資金供給の円滑化

⑤人材の育成、確保 ⑥地域の活性化、地域の資源の活用の促進

⑦環境変化への適応の円滑化、災害等への対応

第３章 振興に関する施策（施策の基本方針）(第 11条)

施策の基本的方向性を示す「指針」の策定と、新たな審議会等について規定

第４章 施策を推進するための措置(第 12条～第 15条)

第１章 総則（目的、基本理念）(第 1条～第 3条)

中小企業・小規模企業の振興について基本理念を定めるとともに、県の責務等を

明らかにすることにより、中小企業・小規模企業に関する施策を総合的に推進し、

もって、本県の経済の持続的な発展及び県民生活の向上に寄与する

県の責務

委員構成(案)

中小企業３、農林水産３

商工業等４、建設運輸３

金融貿易２、観光２

その他２ 計 19 名

○中小企業基本対策審議会の廃止

・「国の施策に準じて」施策を講ずるため、国の中小企業政策審議会に準じて設置

・商工業分野が対象、委員の委嘱も商工業関係団体が中心

・商工業に関する基本計画等を策定（策定時期だけの不定期開催、法改正のあった H11 以後実績なし）

令和 3年度の動き（指針の作成）

4月 委員の選定

5～6月 指針素案の作成

7月 審議会の開催、指針案の検討

8月 指針の策定・公表

8月 各部局への周知

施行日

令和３年４月１日

県内の中小企業を今まで以上に振興していくために、理念や方向性を共有するための条例を制定

産振計画

その他施策

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

指針

高知県産業振興計画(５分野と連携分野)

農 業 林 業 水産業 商工業 観 光 食 品

中小企業の振興に関する施策

Ａ法 法律による施策

Ｂ条例 条例による施策

予算措置による施策

中小企業

・小規模

企業振興

条例

中小企業

・小規模

企業振興

条例

（指針）

36



産業成長戦略　　観光分野

【資料４】産業成長戦略の令和２年度の進捗状況等・・・・・・・・１

【資料５】産業成長戦略の令和３年度の強化のポイント・・・・・・13

参考１，２ 令和３年１月25日

第３回産業振興計画フォローアップ委員会
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（１）観光産業を支える事業体の強化と観光人材の育成・確保
・土佐の観光創生塾の継続・拡充　　　　　　　　　　　　　　　・広域観光組織の体制及び機能強化（地域おこし協力隊制度を活用）（再掲）
・地域観光事業者の４定条件の確保や事業継続をサポートする仕組みの構築（再掲） ・国内外からの観光客におもてなしができる観光人材の育成及び観光ガイド団体の育成強化（再掲）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

戦略の柱５ 
事業体の強化と観光人材の育成

【売る】PR・プロモーション

戦略の柱２　効果的なセールス＆プロモーション

　　　　　　　　　　　　　　  　
                                                                    　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　                                
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

戦略の柱３ おもてなしの推進

　　　　　　　　　　【もてなす】受け入れ・リピーターの獲得

戦略の柱４　国際観光の推進

分野を代表する目標
観光総消費額　　　  出発点(H30)：1,104億円  ⇒　現状(Ｒ元)：1,096億円  ⇒　来年(R3)：1,096億円以上　 ⇒　4年後(R5)：1,288億円以上　⇒　10年後(R11)：1,410億円以上
県外観光客入込数  出発点(H30)：   441万人　⇒　現状(Ｒ元)：   438万人　⇒　来年(R3)：  435万人以上　　⇒　4年後(R5)：   460万人以上　⇒　10年後(R11)：   470万人以上　

観光分野の施策の展開　～世界に通用する「本物と出会える高知観光」の実現～

拡

（３）観光客の満足度をさらに高める受入環境整備
・観光関連施設の「Wi-Fi、トイレ、キャッシュレス、多言語対応」の受入環境整備を推進
・新しい旅のスタイルに対応する屋外観光施設や宿泊施設等の磨き上げ
・国内外からの観光客におもてなしができる観光人材の育成及び観光ガイド団体の育成強化

   （３）自然環境を生かしたスポーツツーリズムの推進
・自然環境を生かしたスポーツイベントの開催促進
・高知龍馬マラソンの開催

（２）観光需要の回復を図る誘客施策の展開
　　 ・高知観光リカバリーキャンペーンの延長　　拡

（１）バリアフリー観光の推進
・相談窓口の設置による相談対応とＰＲ、モニターツアーの実施による情報提供

　　    　（２）こうち旅広場・各観光案内所におけるコンシェルジュ機能の強化
　　　・周遊・滞在を促すプッシュ型の観光情報の提供　・観光案内所間や事業者との連携強化　・着地型旅行商品のＰＲ

　　 
 　

（４）周遊促進やリピーター化のさらなる推進
・着地型旅行商品のＰＲ（再掲）　・龍馬パスポートの実施　
・周遊・滞在を促すプッシュ型の観光情報の提供（再掲）　　　・二次交通網の活用（　　　高知プレミアム交通Pass）

　　    　

新

新

  （１）観光キャンペーン「リョーマの休日」の展開
・新しい観光資源を生かしたプロモーションやセールス活動の展開

　・全国的な話題化を創出するプロモーションの展開
　・多様な滞在型観光プラン等の効果的な情報発信

新 〈１〉 海外セールス拠点等を活用した旅行商
　　 品の拡充　

・外国人目線を生かした旅行商品の拡充
・外貨を稼ぐための観光拠点整備と観光商品づくりの
 強化（再掲）

 〈２〉 関西と高知を結ぶ新たな観光ルート
     の創出　

・海外の旅行会社へのセールス強化
・関西と高知を結ぶ旅行商品の開発

 〈３〉 関西圏や四国他県と連携した周遊商品
      づくりの推進
　　　　

（１）中山間地域を中心に、地域の強みを生かした「外貨を稼ぐ」観光地域づく
りの一層の推進

（２）高知県観光コンベンション協会や広域観光組織の体制及び機能強化、
　　　　並びに市町村・観光協会・地域DMOとの連携強化　

・広域観光組織の体制及び機能強化（地域おこし協力隊制度を活用）
・地域観光事業者の４定条件の確保や事業継続をサポートする仕組みの構築　
・法人化や観光庁登録DMO化への支援強化

(３) 関西圏からの誘客を図る観光地の磨き上げと「外貨を稼ぐ」仕組みづくり　

【観光商品をつくる】観光資源の発掘・磨き上げ

戦略の柱１ 戦略的な観光地域づくり

拡

拡

戦略の柱４ 国際観光の推進

新

四国ＤＣの推進
・自然・体験型観光基盤を生かした４つのツーリズムの推進
（ワーケーション、Greenツーリズム、スポーツツーリズム、アドベンチャーツーリズムの推進）
・地域の強みを生かした「外貨を稼ぐ」観光地域づくりの一層の推進（再掲）
・関西と高知を結ぶ旅行商品の開発（再掲）

新

　  磨き上げた

観光資源・商品を

国内外の市場へ

 〈４〉 訪日旅行関心層に向けてのデジタルプロモーションの展開
・訪日旅行に関心のある方々に向けて、デジタル技術を活用した本県の魅力をダイレクトに伝え
るプロモーションの推進

・重点市場での有力媒体（Ｗｅｂや雑誌等）によるプロモーションの実施

 〈５〉 「よさこい」を活用した海外プロモーションの展開
・東京オリ・パラを契機とした世界にひろがるよさこいを訴求するプレミアムよさこいｉｎ東京の開催

　　・発祥の地高知と観光地高知の認知度の飛躍的な向上
　　・海外ネットワークのさらなる拡大
 〈６〉 四国ツーリズム創造機構（広域連携ＤＭＯ）を中心に四国他県と連携し

たセールス＆プロモーションの展開
 〈７〉 大阪・関西万博を見据えた施策の展開

・ 訪日旅行関心層に向けてのデジタルプロモーションの展開（再掲）
・関西と高知を結ぶ旅行商品のＰＲ
・大阪観光局と連携したＣｔｒｉｐ(中国最大のＯＴＡ)によるプロモーションの実施

拡
新

戦略の柱４　国際観光の推進

「自然」「歴史」「食」観光基盤をフル活用した
高知県観光キャンペーン「リョーマの休日」を展開し、

観光誘客によって観光需要の回復を図る

　　　効果的な

ｾｰﾙｽ＆ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝで

観光客が高知へ

・県全域で広域を単位とする幅と厚みのある「外貨を稼ぐ」滞在型の観光地域づくりを推進
・「自然」「歴史」「食」の観光基盤を生かした多様な周遊の仕組みづくり
・外貨を稼ぐための観光拠点整備と観光商品づくりの強化
・民間企業のノウハウを積極的に導入した観光地域づくり

“おもてなし”でリピーター化

観光客の声を商品づくりに反映

   （４）関西圏からのより一層の誘客を目指した高知
　　　　 観光の訴求

　・関西の拠点での観光情報の発信
　・観光キャンペーン「リョーマの休日」の展開（再掲）

　　・個人事業者や企業を対象にしたワーケーションの誘致
・関西圏を中心としたプロ・アマスポーツ合宿・大会の誘致

拡

全体を下支え
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（１）中山間地域を中心に、地域の強みを
生かした「外貨を稼ぐ」観光地域づくり
の一層の推進
　◆［拡充］ 県全域で広域を単位とする
幅と厚みのある「外貨を稼ぐ」滞在型
の観光地域づくりを推進

　◆「自然」「歴史」「食」の観光基盤を生
かした多様な周遊の仕組みづくり

　◆外貨を稼ぐための観光拠点整備と観
光商品づくりの強化　

　◆民間企業のノウハウを積極的に導入
した観光地域づくり

（２）高知県観光コンベンション協会や広
域観光組織の体制及び機能強化、並
びに市町村・観光協会・地域DMOとの
連携強化
　◆広域観光組織の体制及び機能強化
（地域おこし協力隊制度を活用）

　◆地域観光事業者の４定条件の確保
や事業継続をサポートする仕組みの
構築　

　◆［拡充］ 法人化や観光庁登録DMO化
への支援強化

（３） 関西圏からの誘客を図る観光地の
磨き上げと「外貨を稼ぐ」仕組みづくり
　◆［新規］自然・体験型観光基盤を生か
した４つのツーリズムの推進（ワー
ケーション、Greenツーリズム、ス
ポーツツーリズム、アドベンチャー
ツーリズムの推進）

　◆地域の強みを生かした「外貨を稼ぐ」
観光地域づくりの一層の推進（再掲）

　◆関西と高知を結ぶ旅行商品の開発
（再掲）

　

世界に通用する「本物と出会える高知観光」の実現

【観光総消費額】　出発点(H30)：1,104億円  ⇒　現状(Ｒ元)：1,096億円  ⇒　来年(R3)：1,096億円以上  ⇒　4年後(R5)：1,288億円以上　⇒　10年後(R11)：1,410億円以上
【県外観光客入込数】　出発点(H30)：441万人　⇒　現状(Ｒ元)：438万人　⇒　来年(R3)：  　　435人以上　⇒　4年後(R5)：   460万人以上　⇒　10年後(R11)：   470万人以上

戦
略
の

方
向
性

戦
略
目
標

歴史・食・自然を連動させた滞在型の
観光地域づくりの推進

取
組
方
針
・
主
な
「
◆
具
体
的
な
取
り
組
み
」

観光産業を支える事業体の強化と観
光人材の育成・確保

（１）観光産業を支える事業体の強化
と観光人材の育成・確保
　◆土佐の観光創生塾の継続・拡充
　◆［拡充］ 広域観光組織の体制及
び機能強化 （地域おこし協力隊
制度を活用）（再掲）

　◆ 地域観光事業者の４定条件の
確保や事業継続をサポートする
仕組みの構築（再掲）

　◆国内外からの観光客におもてな
しができる観光人材の育成及び
観光ガイド団体の育成強化（再
掲）

国内外からの観光客に対応した受入環境
の充実

（１）バリアフリー観光の推進

　◆相談窓口の設置による相談対応とＰ
Ｒ、モニターツアーの実施による情報
提供

（２）こうち旅広場・各観光案内所における
コンシェルジュ機能の強化

　◆周遊・滞在を促すプッシュ型の観光情
報の提供

　◆観光案内所間や事業者との連携強化
　◆着地型旅行商品のＰＲ

（３）観光客の満足度をさらに高める受入
環境整備
　◆［新規］観光関連施設の「Wi-Fi、トイレ、
キャッシュレス、多言語対応」の受入
環境整備を推進

　◆新しい旅のスタイルに対応する屋外
観光施設や宿泊施設等の磨き上げ

　◆国内外からの観光客におもてなしが
できる観光人材の育成及び観光ガイ
ド団体の育成強化

（４）周遊促進やリピーター化のさらなる推
進
　◆着地型旅行商品のＰＲ（再掲）
　◆龍馬パスポートの実施

　◆周遊・滞在を促すプッシュ型の観光情
報の提供（再掲）

　◆二次交通網の活用（[新規]高知プレミ
アム交通Pass）

（１） [新規]観光キャンペーン「リョーマ
の休日」の展開

　◆新しい観光資源を生かしたプロモー
ションやセールス活動の展開

　◆全国的な話題化を創出するプロ
モーションの展開

　◆多様な滞在型観光プラン等の効果
的な情報発信

（２） 観光需要の回復を図る誘客施策
の展開
　◆［拡充］高知観光リカバリーキャン
ペーンの延長

（３）自然環境を生かしたスポーツツーリ
ズムの推進

　◆自然環境を生かしたスポーツイベン
トの開催促進

　◆高知龍馬マラソンの開催

（４）関西圏からのより一層の誘客を目　
指した高知観光の訴求
　◆［拡充］ 関西の拠点での観光情報
の発信

　◆観光キャンペーン「リョーマの休日」
　　　の展開（再掲）
　◆個人事業者や企業を対象にした
　　　ワーケーションの誘致

　◆関西圏を中心としたプロ・アマス
ポーツ合宿・大会の誘致

観光キャンペーンを通じたプロモーショ
ンとセールス活動の展開

・全国から誘客できる観光拠点の整備
数（累計）
　㉚８→①12→⑤16→⑪20以上
・広域観光組織の体制強化数（観光庁
登録DMOへの登録数）（累計）
　㉚１→①３→⑤４→⑪５
・市町村をまたがる滞在型観光プラン
数（累計）
　㉚０→①０→⑤16

・観光客満足度調査における「大変良い」、
「良い」の回答の割合の増加（年間）
　観光施設

　　㉚79％→①83％→⑤84％→⑪86％
　宿泊先
　　㉚79％→①83％→⑤84％→⑪86％

・広域観光組織の体制強化数（日本
版DMO登録数）（累計）
　㉚１→①３→⑤４→⑪５　（再掲）

訪日関心層に向けての誘客プロモーションの展
開

（１）海外セールス拠点等を活用した旅行商品
の拡充
　◆外国人目線を生かした旅行商品の拡充

　◆外貨を稼ぐための観光拠点整備と観光商
品づくりの強化（再掲）

（２）関西と高知を結ぶ新たな観光ルートの創出

　◆海外の旅行会社へのセールスの強化

　◆［新規］  関西と高知を結ぶ旅行商品の開発
（３）関西圏や四国他県と連携した周遊商品づく
りの推進

（４）訪日旅行関心層に向けてのデジタルプロ
モーションの展開
　◆訪日旅行に関心のある方々に向けて、デジ
タル技術を活用した本県の魅力をダイレク
トに伝えるプロモーションの推進

　◆重点市場での有力媒体（Ｗｅｂや雑誌等）に
よるプロモーションの実施

（５）「よさこい」を活用した海外プロモーションの
展開

　◆東京オリ・パラを契機とした世界にひろがる
よさこいを訴求するプレミアムよさこいｉｎ東
京の開催

　◆発祥の地高知と観光地高知の認知度の飛
躍的な向上

　◆海外ネットワークのさらなる拡大

（６）四国ツーリズム創造機構（広域連携ＤＭＯ）
を中心に四国他県と連携したセールス＆プロ
モーションの展開

（７） 大阪・関西万博を見据えた施策の展開
　◆訪日旅行関心層に向けてのデジタルプロ
モーションの展開（再掲）

　◆［拡充］関西と高知を結ぶ旅行商品のＰＲ
　◆［新規］大阪観光局と連携したＣｔｒｉｐ(中国最
大のＯＴＡ)によるプロモーションの実施

・観光庁「宿泊旅行統計調査」外国人延べ宿泊
者数（年間）

　㉚7.9万人泊→①9.5万人泊→⑤10万人泊→
⑪34.7万人泊

・関西空港経由の外国人延べ宿泊者数
　（年間）　①3.2万人泊→⑤3.4万人泊

１　戦略的な観光地域づくり

戦
略
の
柱

２　効果的なセールス＆
　プロモーション

３　おもてなしの推進 ４　国際観光の推進
５　事業体の強化と観光人材　
　の育成

分野の目指す姿

分野を代表する
目標

観光分野の体系図

・県外観光客入込数（年間）

　㉚441万人→①438万人→⑤460万人
以上→⑪470万人の定常化（再掲）

・関西圏からの観光客入込数　
　（年間）　①115万人→⑤121万人以上
・スポーツツーリズムの強化（県外から
のスポーツによる入込客数）（年間）

　㉚9.0万人→①9.6万人→⑤14.5万人
→⑪17.5　万人
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県全域で広域を単位とする幅と厚みのある
「外貨を稼ぐ」滞在型の観光地域づくりを推進

【目的】 
 県全域で広域を単位とする幅と厚みのある「外貨を稼ぐ」滞在型の観光地域づくりを
 推進することで、「より大きな面で受ける観光」を実現し、県全域で滞在日数の増加を
 図る。

＜体制の強化＞
 ・広域での観光地域づくりの舵取り役となる広域
  観光組織に人材を配置(地域おこし協力隊制度
  を活用)
 ・配置先：「日本版DMO」又は「日本版DMO
     候補法人」に登録されている広域観光
     組織
       Ｒ２年度  高知県東部観光協議会
           仁淀ブルー観光協議会
           幡多広域観光協議会          
      ＋Ｒ３年度  物部川ＤＭＯ協議会

より大きな面で受ける観光の実現

DMO先進
事例

マネジメン
トのノウハ
ウの習得

マーケティ
ングのノウ
ハウの習得

ブランディ
ングのノウ
ハウの習得

専門家派遣等による知識や手法の習得 地域コーディネーターによる支援

県全域で滞在日数の増加を図るため、
・広域単位で「外貨を稼ぐ」滞在型の　
　観光地域づくりを推進
・広域エリアをつなぐ大きな面単位の
　滞在型観光にもつなげる

プラス1泊以上

 市町村をまたがる滞在型観光プランづくり
  土佐の観光創生塾の特設コース「観光地域づくり塾」

   市町村をまたがる
   滞在型観光プランづくり
   R2:４件(整備計画策定)
   ⇒R3:4⇒R4:10件⇒R5:16件

○○市における
周遊の仕組み

○○町における
周遊の仕組み

 観光
案内所

 観光
案内所

 観光
案内所

土佐の観光創生塾の特設コース 
「観光地域づくり塾」

目指す姿

【取組内容】
＜機能の強化＞
 ・土佐の観光創生塾の特設コースで、「市町村を
 またがる滞在型観光プランづくり」を通じて、
 広域を単位とする幅と厚みのある「外貨を稼ぐ」
 滞在型の観光地域づくりを進める。
 

  Ｒ２年度  高知県東部観光協議会
        仁淀ブルー観光協議会 
        幡多広域観光協議会
        物部川ＤＭＯ協議会
 ＋Ｒ３年度  土佐れいほく観光協議会
        奥四万十観光協議会
      

地域の強みを生かした滞在型観光地域づくり　～より大きな面で受ける観光の実現～

new

new

new

＜R2に策定中のプランのテーマ等＞
・東部観光協議会
　⇒宿泊施設を拠点に「レンタカー×鉄道×レンタサイクル」を
　　組み合わせた周遊・滞在型観光　
・物部川DMO協議会
　⇒ファミリー層をターゲットにした、地元の農業体験や生活
　　文化体験を生かした滞在型観光
・仁淀ブルー観光協議会
　⇒仁淀川流域に広がる食と体験を生かした滞在型観光
・幡多広域観光協議会
　⇒SDGsをテーマとした「教育旅行」「滞在型観光」

旅行ニーズの検証等を通じて広域エリアを単位とした滞在型
観光プランの整備計画を策定し、計画に基づく商品開発や受
入環境整備等を行う

市
町
村
を
ま
た
が
る
滞
在
型
観
光
プ
ラ
ン
を
広
域
エ
リ
ア
に
拡
充

第1段階

第2段階

new

幡多
広域

高幡広域

仁淀川
広域

嶺北
広域 物部川

広域

安芸
広域

観光
スポット

流域全体の滞在型の観光地域づくりを推進
～ イメージ図 ～

観光案内所

観光案内所

行政 等

地域の食

地域の
歴史

宿泊
施設等

自然景観・
ビュースポット

土産・
名物品

田舎体験
文化体験

集落活動
センター

川下

民活型
宿泊施設

地域住民

国立公園

宿泊施設

飲食店

農林漁業

文化財

宿泊施設

川上

商工業

アクティブ体験

自然体験・滞在
型拠点施設

アクティビティ

アクティビティ

地域連携
DMO

地域連携ＤＭＯ
(広域観光組織 等）

 

 ・多様な関係者の合意形成
 ・データに基づくマーケティング、
  戦略作成
 ・観光地域のマネジメント、
　 ブランディング　　　　等

＜例＞全国区の清流と、流域の自然や暮らし、産業など身近な資源を
　　　生かした体験・滞在メニューを組み合わせた滞在型観光の推進

一次・二次・
三次産業が
連携して観光
客を呼び込む
PRやおもてな
しの推進
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テーマ 歴史・自然から土佐のﾊﾟﾜｰを感じる 自然の優しさが癒しの時間をくれる 絶対の自信！土佐の幸を食べつくす 世界が認めた自然遺産･文化に学ぶ 土佐の自然と全身でたわむれる

ｺﾝﾃﾝﾂ
例

〇歴史文化施設の企画展（歴史
　民俗資料館や坂本龍馬記念館
　30周年特別企画）
〇ジオパークをめぐるガイドツアー
　（室戸ジオ、土佐清水ジオ）

〇清流での渓谷ｶﾞｲﾄﾞﾂｱｰやﾗﾌﾃｨﾝｸﾞ
　（中津渓谷、安居渓谷等）
〇大自然のもとでのワーケーション
　（室戸市、土佐清水市）
〇穏やかな海辺でのキャンプ

〇「地元ならではのおいしい食べ物が多
　かった」ランキング11年間で６度の日
　本一に輝いた自慢の食文化
　（カツオのたたき、生産量日本一のゆ
　　ずやしょうが）

〇海と自然のアドベンチャーミュージア
　ム足摺海洋館「SATOUMI」
〇日本遺産認定の中芸森林鉄道
〇世界にも通用する四国遍路
〇高知ならではの伝統文化体験

〇高知の自然とたわむれるｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ
　（ｶﾇｰ、ﾀﾞｲﾋﾞﾝｸﾞ、ｼﾞｯﾌﾟﾗｲﾝ等）
〇清流での渓谷ｶﾞｲﾄﾞﾂｱｰやﾗﾌﾃｨﾝｸﾞ
　　(中津渓谷、安居渓谷等)

    with、afterコロナを見据えた観光地の磨き上げと外貨を「稼ぐ」仕組みづくり戦略１

  
関西圏からの入込全体の第2位(25%) まいど

、

おおき
に 関西空港in・outの訪問客が多い ｻﾝｷｭ～

　ﾍﾞﾘ
ｰﾏｯﾁ

 (3) 自然環境を生かしたスポーツツーリズム
  ：プロ・アマスポーツ合宿の誘致強化
  ：サイクリング、サーフィン等スポーツアクティビィティの振興

 (1) ”仕事”と休暇”を両立するワーケーション
   ：宿泊施設や観光関連施設のワークスペース、wi-fi等の受入環境整備
   ：ﾀｰｹﾞｯﾄ（企業、個人事業者）別のワーケションプランを企画

1 自然・体験型観光基盤を生かした４つのツーリズムの推進

  (4) ”自然”異文化”ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ”を組み合わせた
          アドベンチャーツーリズム
  ：地域固有のﾃｰﾏのもと、そこでしか体験できないﾌﾟﾗﾝを企画
  ：北海道での世界的な商談会及び体験ツアーに参加し、プランをＰＲ

  (2) 「日本みどりのプロジェクト」と連携したGreenツーリズム
 ：①大阪・関西万博「日本の自然のショーケース」実現
　　　②GreenRecovery　　③GoGreen   ④OneGreen
　　　⑤National Parkﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを企画
 ：地域ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝとの連携と県内市町村への参画呼び掛け

２ 地域ならではの強みを生かした
   「外貨を稼ぐ」観光地域づくりを推進

○ 市町村をまたがる滞在型観光プラン
 づくり
＜例＞全国区の清流と、流域の自然や暮らし
 産業など身近な資源を生かした体験・滞在
 メニューを組み合わせた滞在型観光の推進 

観光
スポット

～ イメージ図 ～

観光案内
所

観光案内所

行政 等

地域の食

地域の
歴史

宿泊
施設等

自然景観・
ビュースポット

土産・
名物品

田舎体験
文化体験

集落活動
センター

川下

民活型
宿泊施設

地域住民

国立公園

宿泊施設

飲食店

農林漁業

文化財

宿泊施設

川上

商工業

アクティブ体験

自然体験・滞在型
拠点施設

アクティビティ

アクティビティ

地域連携
DMO

ｾﾗﾋﾟｰﾛｰﾄﾞ

３ 関西と高知を結ぶ新たな観光ルートの創出
○ 大阪の都市型観光と高知の山・川・海の自然・体験型観光のコラボ
○ 関西圏の港（大阪港等）と連携したクルーズ船航路誘致
○ 観光ルートの創出などを通じた観光人材の交流  

2025  大阪・関西万博、2026以降　大阪ＩＲを見据えて実行

多様な
RYOMAの
観光資源を
お客様が
それぞれ
組合せて

体験・滞在型
観光を満喫

     より一層の誘客を目指した国内旅行者に対する高知観光の訴求戦略２　 

 ○ 戦略的なアマチュアスポーツ合宿等の誘致強化

３ スポーツを通じた交流人口の拡大

 (4) 交通広告や大阪中心部の大型ビジョンでの情報発信

１ 関西の拠点での観光情報発信

２「リョーマの休日キャンペーン」の展開によるセールス＆プロモーション

(5) ワーケーションのセールス活動の実施
：関西経済連携アドバイザーの協力のもと、関西経済同友会、近鉄GＨＤ、包括連携
   企業などの在阪企業、大学への個別訪問、ﾓﾆﾀｰﾂｱｰの実施

(1) 話題化を創出するプロモーション
 ：大阪中心部で集客、誘客イベントの開催
 ：大阪観光局等と連携した各種イベントへの出展  

(2) 重点市場の訪日旅行に関心のある方々に向けた本県観光の魅力を
     ダイレクトに伝えるプロモーションの推進（本県独自で実施）

２ 国外に向けたセールス＆プロモーション

(1) 大阪・関西万博や大阪IR等を見据えた大阪観光局等と連携した
     誘致プロモーションの実施 

(4) 大阪観光局等と連携した旅行会社へのセールス及び新規市場の
     開拓 （ポスト東アジア市場)

(3) 四国ﾂｰﾘｽﾞﾑ創造機構（広域連携ＤＭＯ）を中心に四国他県と連携
     したセールス＆プロモーションの展開

७
␗
ঝ
५

উ
ট
ঔ
␗
३
⑄
থ

１ 関西の拠点での観光情報の発信（関西圏の訪日客向け）

(6) ワーケーションに関する情報発信
：特設ｻｲﾄ、SNSでの情報発信
：関西経済連携ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの協力のもと、関西圏で
 開催される各種会議・学会でのPR

(5) 食品等外商拡大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄと連動したインバウンドの推進

全国からの誘客関西在住者の誘客

উ
ট
ঔ
␗
३
⑄
থ

大阪・関西万博を見据えたｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ施策の展開戦略３

 (1) 関西、伊丹、神戸の３空港を活用した誘客戦略を検討・実施（関西エアポートのネットワークを活用した情報発信）             

 (2) JR新大阪駅、大阪駅、難波の大阪観光局トラベルセンターで情報発信（高知県観光ＰＲパンフ（多言語パンフ含む）の設置）

(3) 産学官民連携プラットフォーム「日本みどりのプロジェクト」と連携したワーケション等のセールス＆プロモーション

(4) 「リョーマの休日キャンペーン」によるセールス活動の実施
：大阪観光局と連携した合同商談会の開催、ＭＩＣＥ・教育旅行説明会の開催、在阪の旅行エージェントへの個別訪問

(2) デジタル技術を活用したプロモーションの推進（動画の配信、バーチャルツーリズムなど）

 (3) 大阪観光局と連携したマスコミへの情報提供や、高知県ゆかりの飲食店での情報発信（ゆる県民） 

いらっ
しゃ～

い

७
␗
ঝ
५

■『本物の高知』を訴求
 

本県の強みである「自然」「歴史」
「食」の観光基盤をフルに活用
   －リョーマの休日－

 将来の目指す姿「世界に通用する『本物と出会える高知観光』の実現」
に向けて、これまで磨き上げてきた、本県の「自然」「歴史」「食」の観光資
源をフルに活用して、関西圏と連携した取り組みを進める。

戦略の
方向性

関西圏からの観光客入込数 直近値(R元)115万人⇒目標値(R5) 121万人以上※県推計値

関西空港経由の外国人延べ宿泊者数 直近値(R元)3.2万人泊⇒目標値(R5)3.4万人
数値
目標

関西・高知経済連携強化戦略（観光推進プロジェクト）

 omanR  asuragiＹ   ishiiＯ    anabiＭ    ctiveA

      大阪観光局
      との連携協定

民間活力の活用
    

ﾄﾚｯｷﾝｸﾞ

ﾏﾘｰﾝｱｸﾃｨﾋﾞｨﾃｨ

ﾗﾌﾃｨﾝｸﾞ
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背景・現状 課 題 R3年度の取組

外国人観光客の受入環境整備への支援

取組の方向性

ジャンル
調査

対象数

トイレ
Wiｰfi
整備率

多言語
対応洋式率 うち洋式率

60％未満

①観光地・観光施
設

68 63% 34% 72% 51%

②アクティビティ 18 68% 38% 33% 39%
③景観・ビュース
ポット

5 47% 75% 40% 0%

④観光案内所 26 65% 19% 69% 42%

⑤道の駅等 27 64% 46% 74% 48%

⑥交通 11 73% 60% 82% 64%
⑦MICE/コンベン
ション

16 62% 63% 63% 50%

⑧スポーツ 20 52% 100% 5% 15%
⑨集落活動セン
ター

58 72% 22% 45% 17%

合計 249 61% 39% 57% 38%

●観光関連施設の調査結果

自然&体験観光
キャンペーンの展開

インバウンド
プロモーションの強化

コロナ禍における
社会構造の変化

訪日外国人旅行者の受入環境
整備に関するアンケート(観光庁)

     ～訪日旅行中に困ったこと～                
                      （H29年度→R元年度）

1位 困ったことはなかった          (34.8%→38.6%)

2位 ゴミ箱の少なさ                (未調査→23.4%)

3位 施設等のスタッフとの会話   (26.1%→17.0%)

4位 公共交通の利用                         (18.9%→12.2%)

5位 多言語表示の少なさ・わかりにくさ 

                           (21.8%→11.1%)

6位 無料公衆無線LAN環境        (21.2%→11.0%)

7位 クレジット／デビットカードの利用           

                         (14.2%→7.0%)

8位 鉄道の割引きっぷ                   (12.1%→5.6%)

9位 SIMカードの購入                   (7.0%→3.1%)

9位 ATMの利用                                   (5.2%→3.1%)

17位 トイレの利用・場所・設備  (5.8%→1.6%)

全国的に受入環境整備は一定
進んでいるが、本県では、

▶利便性・満足度の向上
外国人観光客が、ストレスな
く県内観光を楽しめる受入環
境がまだ不十分

▶中山間地域の振興
特に、自然・体験型の観光資
源が豊富に存在する中山間地
域への外国人観光客の増加に
対応するための受入環境整備
の不足

▶コロナ禍における新しい生
活様式、旅行スタイルへの速
やかな対応

※上記いずれの項目において
も市町村や事業者の理解を得
ることが必要不可欠

●通信環境の整備
テレワークやワーケーション等に
対応できる無線LAN環境の整備

●多言語対応の促進
多言語コミュニケーション力の向
上や多言語案内等の整備

●トイレの整備
洋式化や非接触化などの衛生環境
の改善

●キャッシュレス決済の推進
非接触や非対面環境の整備

インバウンド観光に対応できる
よう、県が前面に立って、受入
環境の磨き上げを３カ年で集中
的に実施

【目的】
コロナ禍のインバウンド需要の回復に備え、外国人観光客にストレ
スフリーな観光を提供するための受入環境整備を進める。

１．手法
観光関連施設の「Wi-Fi、トイレ、キャッシュレス、多言
語対応」等の受入環境整備を補助メニュー化

２．補助先
市町村（一部事務組合、広域連合を含む）

※市町村への直接補助又は間接補助とする

３．補助対象
　　施設

観光案内所、観光地、観光関連施設、コンベンション

施設、集活センター　　等

４．補助対象
　　事業

（１）無料公衆無線LAN環境の整備

（２）多言語対応
・外国人観光客受入のためのツールの整備　
　多言語翻訳機器の導入、ホームページ・パンフレット
　の多言語化　等
・案内表示・展示解説等の多言語化　　等

（３）トイレの整備・改修
・和式トイレの洋式化
・多言語案内板やピクトサインの設置
・洋式便器の新設、増設
・スペースの拡張、多目的化　等

（４）キャッシュレス決済環境の整備

（５）その他の環境整備
・デジタル環境の整備
・バリアフリー環境の整備　

※原則、３カ年で（１）～（４）全ての整備が完備されること
を要件とする。

５．事業実施
　　主体

○市町村（一部事務組合、広域連合を含む）
○市町村が補助する団体（民間事業者を含む）

６．補助率 １／２以内

７．補助限度
　　額 １補助事業あたり20万円以上200万円以下

 施設設置者の理解の
 推進と整備の働きかけ
●県による受入環境整備の
　働きかけ
・相談・推進体制の構築
・現地ヒアリング
・施設への受入環境の啓発・
 調整・研修会の実施
・広域観光組織を通じた支援
　　　　　　　　　　　　　　　 など
●観光客受入コーディネーター
　によるサポート
・現地ヒアリング
・県及び観光庁の補助事業
　の活用
・個別アドバイザーの派遣
　　　　　　　　　　　　　　 　など

観光客受入コーディネーターの配置

観光関連施設への受入環境整備のサポート

高知県「i」案内所 観光アンケート
調査結果（高知県観光コンベンション協会）

       ～高知県の観光で悪かった点～
                                            （H29年→R元年）

1位 外国語でのコミュニケーション             

                     (36.5%→35.9%)

2位 外国語案内             (21.9%→28.2%)

3位 通信環境                  (22.9%→14.6%)

4位 決済環境                    (11.5%→12.6%)

5位 外国語表記           (34.4%→11.7%)

6位 外国人観光案内所が少ない   (4.2%→8.7%)

・
・
・

 満足度調査「お客様の声アンケート」
調査結果（高知県）

  ～おもてなしに関するご意見（抜粋）～
・首都圏、関西圏に比べると公共トイレの和式
 の多さに驚いた。欧米の観光客は不便を感じる。
・和式トイレだけのところはなくしてほしい。
・シャワートイレにしてほしい。

観光振興推進総合支援事業費補助金
（外国人観光客等受入環境整備事業）

新
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　　　　　　 R2（2020）年 R3（2021）年 R4（2022）年 R5（2023）年 R6（2024）年～R8（2026）年 R9（2027）年

国際イベント開催等の時流
国際航空需要の回復　など

目標人泊数　　 1.6万人泊 10万人泊 30万人泊

【課題】
・観光地としての認知度が低い
・本県の魅力が訪日関心層に訴求し
　きれていない

【第４期の方向性】
訪日旅行に関心のある方々に向けて、
本県の魅力をダイレクトに伝えるプロモー
ションを推進し、観光地高知の認知度を
上げ、商品購入を促進する（右図の　　　）　　

［2010年観光庁　 訪日プロモーションの効果測定］
　実際に日本に行く価値があると判断した人の購入率
　○近隣アジア1%程度　　（出典：日経グローカル）　

インバウンド施策の強化ポイント  ≪国際観光課≫

認知層 「興味
関心層」 選好

情報収集 計画・購入

具体的なコンテンツを訴求

比較
検討

観光地としてのイメージを訴求

掘り起こすべき
訪日旅行
「関心層」

旅行商品購入までの意識の移り変わり第３期の課題及び第４期の方向性

海外セールス拠点等を
活用した訴求力のある
旅行商品の充実

訪日旅行
関心層

 県
　（レップ）

セールス 造成・販売

旅行商品の造成から販売・
購入までの流れ

旅行会社

購入

■新しい旅のスタイルに対応する屋外観光施設や宿泊施設等の磨き上げ
　・観光関連施設の「Wi-Fi、トイレ、キャッシュレス、多言語対応」の受入環境整備

■「自然」×「文化」×「アクティビティ」を組み合わせたアドベンチャーツーリズムの推進
　・地域固有のテーマのもと、そこでしか体験できない旅行商品を企画
　・北海道での世界的な商談会及び体験ツアーで売り込み 

直近の外国人延べ宿泊者数

Ｒ元
（2019）

Ｒ２
（2020）

年

人
泊

9.5万
人泊

対前年
22.7%

増
1.6万人泊
（見込み）

訪日客
の激減

・デジタルプロモーション
・よさこいを活用したプロモーション

【これまでの取り組み】

重点市場での有力媒体
（Webや雑誌等）での
プロモーション

【魅力をダイレクトに伝える】

【第４期産業振興計画目標（外国人延べ宿泊者数】

関西戦略策定 R6（2024年）
コロナ前の需要回復

（IATA予測）

【継続実施】
■海外セールス拠点等を活用した旅行商品の充実
　・重点市場で外国人目線を生かした訴求力のある旅行商品づくり

■訪日旅行関心層に向けてのデジタルプロモーションの展開
 ・デジタル技術を活用した本県の魅力をダイレクトに伝えるプロモーションの推進
 ・重点市場での有力媒体（Webや雑誌等）によるプロモーションの実施

■「よさこい」を活用した海外プロモーションの展開
　・東京オリ・パラを契機とした世界に拡がるよさこい訴求イベントの開催
　・第68回よさこい祭りにおける「インターナショナルよさこい」の取り組み

■四国ツーリズム創造機構（広域連携DMO）を中心に四国他県と連携したセールス＆プロモーションの展開
　
　　 

　　　関西と高知を結ぶ新たな観光ルートの創出

■関西の拠点での観光情報の発信（関西圏の訪日客向け）
　・関西と高知を結ぶモデルコースを設定し、外国人向け
　 観光情報サイトや、関西圏の空港、駅、観光案内所を
   活用して、関西からの誘客情報を発信

■国外に向けたセールス＆プロモーション
　・重点市場の訪日旅行に関心のある方々に向けた本県
    観光の魅力をダイレクトに伝えるプロモーションの
    推進
　・大阪観光局等と連携した海外市場におけるOTAを含む
　　旅行会社へのセールスや、メディア等を活用した誘致
　　プロモーションの実施
　・大阪観光局等と連携した新規市場（ポスト東アジア
　　市場など）の開拓
　・四国ツーリズム創造機構（広域連携DMO）を中心に
　  四国他県と連携したセールス＆プロモーションの展開
　

　　　　　　
　　 

  大阪観光局
    との連携協定

関西ワールド
マスターズ

国際航空需要の回復にあわせた誘客
東京オリ・パラ開催

Ｒ3
（2021）

2.5万人泊
（目標）

【前提】
下半期以降
に国際便が
再開

R8(2026年）以降
大阪IR開業

インバウンド観光の再開に向けた準備

新

下半期から
国際航空需要が
段階的に回復

R7(2025年）
大阪・関西万博

開催

大阪・関西万博も見据えたインバウンド施策の展開

プロモーション
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【資料４】産業成⻑戦略の令和２年度の進捗状況等・・・・ １   12      19
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・地産地消・地産外商戦略の展開（⾷品分野）
・移住促進による地域と経済の活性化
・起業や新事業展開の促進
・担い⼿の育成・確保

《外商》《移住》《起業、担い⼿》

産業成⻑戦略　　連携テーマ

参考１，２ 令和３年１月25日

第３回産業振興計画フォローアップ委員会



1



2



3



4



5



6



連携テーマ 《地産地消・地産外商戦略の展開（食品分野）》 ～素材を生かした加工立県、県産品を全国・海外へ～
　食料品製造業出荷額等　 出発点(H30)1,187億円　⇒　４年後(R5)1,300億円　 ⇒　10年後(R11)1,400億円

※上記目標は「食料品製造業」と「飲料・たばこ・飼料製造業」の出荷額等の合算分野を代表する目標

○　輸出に対応した加工施設
の立地促進

○　冷凍保管ビジ ネスの強化
　　

「外商」の強化　
新型コロナウイルス感染症の影響による環境の変化を捉え、「地産」と「外商」の両面を強化

○ 商品づくりに向けた伴走型支援の展開
　　　・保存性の高い商品（冷凍、レトルト等）や家庭食向け

 商品（ミールキット等）の開発支援
○ 工業技術センターによる商品開発等の支援
　　　・賞味期限延長、味の数値化への支援
○ 商品開発・改良に向けた意欲の醸成

・高知家のうまいもの大賞の開催

2.生産管理の高度化支援

1.新たな消費者ニーズに対応した商品づくりへの支援

　柱１　外商の拡大につなげる商品づくりの推進
「地産」の強化　

3.農水産物加工の推進

農
産
物

水
産
物

○ 新規事業者の掘
り起こしと売れる商
品づくり

拡

新

○ 大手小売業者や業務筋の要求に対応できる生産管理高度化
への支援

・HACCP研修等の実施、専門家の派遣
○ 輸出に対応した衛生管理の高度化支援
　　　・輸出に対応した県版HACCPのバージョンアップ
　　　・HACCP対応型の施設整備や機械導入への支援

・アメリカ向け輸出に向けたFSMAへの対応支援
　　　・食品安全マネジメントに対応した研修実施や専門家派遣
○ 外商の拡大に向けた食品表示適正化への支援

・食品表示アドバイス事業の実施

拡

　柱3　 海外ネットワークを活用した輸出の加速化

○ 新たに輸出に取り組む事業者の掘り起こしと各ステージに
応じた支援
・残留農薬や食品添加物などの規制への対応とともに、

「簡便」「健康」「エコ」などの消費者ニーズに対応した
商品づくりへの支援

・FSMA（米国食品安全強化法）に対応するための衛生
管理向上を支援

○ユズ、土佐酒、水産物の輸出の拡大
　　 ・非対面式の商談でも使用できる「高知県食材紹介多言

 語ウェブサイト」を現地商談に活用
　 　・SNS等を活用したプロモーションを展開
　 　・県産食材を使ったレシピ動画での紹介により、ECでの新た

な販路を開拓
　 　・賞味会等現地イベントのオンライン中継や、多言語ウェブ

サイト・ECサイトへの誘導による情報拡散・販売拡大プロ
モーションを実施

1.国・地域別の輸出拡大

2.品目別の輸出拡大

3.地産外商公社のノウハウを生かした輸出振興

○ 有望市場での展開
　 　・食品海外ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾀｰを米国西海岸に新たに設置
　 　・食品海外ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾀｰ設置4地域（欧州・米国東海岸・

米国西海岸・中国）における県産品プロモーションの強化
○ 新興(チャレンジ)市場での展開

・ジェトロ高知と連携し、マーケット情報を収集

新
拡

新
拡

拡

新

1.地産外商公社を核とした外商の拡大

　柱２　 外商活動の全国展開の拡大・強化

1.地産外商公社を核とした外商の拡大

○ 高知家ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの地域でのより一層の活用・定着に向けた高知家ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞの強化
・高知県情報のまとめサイト「高知家の○○」での多様な地域情報の発信と体制強化

2.農水産物等の外商強化
水
産
物

農
産
物

○ 「高知家の魚応援の店」
とのネットワークを活用した
外商活動の一層の強化

○ 園芸品・米・茶・畜
産物のブランド力の強
化と総合的な販売PR

深
層
水

○ 海洋深層水関連
商品のさらなる販路
開拓の支援

3.県産品の販売促進に向けたプロモーションの展開

○ 地産外商公社の全国展開のさらなる推進
　  ・感染症対策を徹底した対面での商談とオンラインでの商談を併用した商談機会の創出
　　・デジタル技術(県産品ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽでの情報発信、動画でのPR等)を活用した外商展開
　　・地域密着型店舗やネット通販等の新しい販売先・販売チャンネルの開拓
　・地域商社への支援拡充（デジタル化等）

　

４.関西戦略に基づく県産品の外商活動の強化とプロモーションの展開
○ 関西圏
での高知家プ
ロモーションの
展開

新

○　輸出に対応した加工施設の立
地促進

○　加工用原料や製品の保管に必
 要な冷凍保管ビジネスの強化

新
拡
拡

新

○ 外商参画事業者のさらなる拡大
　　・感染症対策を徹底した展示商談会の開催

(県産品商談会、土佐の宴　等）
　　・地域の関係機関と連携した事業者サポート（オンライン商談、動画等作成・活用 ）新

新

成長を支える取り組みを強化
柱４　食品産業を支える産業人材の育成

食のプラットホーム（地産・外商の起点）

商品開発や外商への意欲の醸成、事
業者間の連携を促進

セミナー＆
交流会

食品産業の人材育成のため、商品づくり
や販路開拓に関する学びの場を提供勉強会2.商品開発の技術力の向上

○ 工業技術センターによる技術研修の開催
　　・保存性を高める機器（レトルト、缶詰等）の活用拡

1.商品開発の企画力の向上
○ 食品事業者を核とした「食のプラットホーム」事業の推進
　　　・オンラインによる勉強会の開催
（事業戦略、保存性の高い商品づくり、オンライン商談等に

対応するテーマを設定）

新

柱５　事業者の成長を促す事業戦略・輸出戦略の策定

講座開催と専門家等の伴走支援により事業戦略づくりを支援

○ 事業戦略の策定・実行支援
　　・コロナ対策を含めた事業戦略等の策定支援を強化
　　・コロナを踏まえた事業戦略の改定支援

1.事業戦略策定の推進

拡
新

2.輸出戦略策定の推進
○ 輸出戦略の策定・実行支援

・ジェトロ専門家派遣による策定・
実行支援

（中長期）　                                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・人材育成や交流、商品づくり、事業戦略づくりなど、食品産業に関わる様々な取り組みを一気通貫で支援する拠点の在り方を検討。Withコロナ・Afterコロナを見据えた食品産業を支える基盤づくり

拡

現状分析 事業方針 行動計画 計数計画戦略策定手法講座

マーケティング戦略講座

ドメイン

ターゲット 販路 価格 販促商品

【事業戦略】　専門家による策定支援

商品・販路 目標設定 行動計画

新

拡

拡

○ 関西圏のパートナー（卸売業者等） との連携強化による外商拡大
　　・関西圏に拠点を置く大手卸売業者とのつながりを活用した外商拡大
　　・大阪市中心部における大規模開発をターゲットとした外商活動の展開
　　・地域に密着した量販店への販路開拓
　　・関西圏での外商拡大に向けた体制強化

拡

新
新

拡
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戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

取
組
方
針
・
主
な
「
◆　
具
体
的
な
取
り
組
み
」

市場関係者のアドバイスを踏まえた商品づ
くりや、大手小売・卸業者が求める生産管
理の高度化の取り組みなど、事業者の課
題に応じて個別に支援する

・県の支援による商品開発・改良件数（累計）
㉚：128商品→①：180商品→⑤：600商品

・県版HACCP（第3ｽﾃｰｼﾞ）認証取得事業者数（累計）
㉚：42社→①：58社→⑤：200社

戦
略
の
柱

１  外商の拡大につなげる商品づくりの推進

地産外商公社のネットワークをフル活用した外
商活動の全国展開を推し進めるとともに、外商
に挑戦する事業者のビジネスチャンスの拡大
を支援する

２ 外商活動の全国展開の拡大・強化

海外拠点の持つネットワークを活用し、
ユズ、土佐酒及び水産物のさらなる輸
出拡大を図るとともに、新たな有望品目
の掘り起こしや県内事業者の輸出対応
力強化を支援する

・食料品の輸出額（年間）
㉚：14.5億円→ ①：14.6億円→ ⑤：35億円
→ ⑪：50億円

・輸出に取り組む事業者数（累計）
㉚：100社→ ①：100社→ ⑤：150社→ ⑪200社

学びの機会の提供や実践的な技術研修を通じて、事業者
の課題解決や事業の成長につなげるとともに、本県食品産
業が継続的に発展していくための源泉となる食品産業人材
を育成する

・食のプラットホーム参画事業者数（年間）
㉚：202社→ ①：178社→⑤：200社→ ⑪200社

４ 食品産業を支える産業人材の育成　
３ 海外ネットワークを活用した輸出の加速

化

経営環境が大きく変化する中、持続的・発展的に事業
を行っていくための指針となる事業戦略や事業化プラ
ンの策定・実行を支援する

1.事業戦略の策定の推進
◆［拡充］事業戦略の策定・実行支援

2.輸出戦略の策定の推進
◆輸出戦略の策定・実行支援

・事業戦略を策定した事業者数（累計）
㉚： 11社→ ①：21社→⑤：100社→ ⑪：200社

・輸出戦略を策定した事業者数（累計）
㉚：　－ 社→①：5社→  ⑤：25社

　５  事業者の成長を促す事業戦略・輸出戦略の策定
戦
略
の
柱

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

取
組
方
針
・
主
な

◆
「
具
体
的
な
取
り
組
み
」

「地産」の強化　 「外商」の強化　 成長を支える取り組みを強化　

1.商品開発の企画力の向上
◆［拡充］食品事業者を核とした「食のプラットホーム」事業の推進

2.商品開発の技術力の向上

◆［拡充］工業技術センターによる技術研修の開催

1.新たな消費者ニーズに対応した商品づくりへの支
援

◆［拡充］商品づくりに向けた伴走型支援の展開
◆［拡充］工業技術センターによる商品開発等の支援
◆商品開発・改良に向けた意欲の醸成

2. 生産管理の高度化支援
◆大手小売業者や業務筋の要求に対応できる生産

管理高度化への支援
◆［拡充］輸出に対応した衛生管理の高度化支援
◆外商の拡大に向けた食品表示適正化への支援

3.農水産物加工の推進

◆新規事業者の掘り起こしと売れる商品づくり（再
掲）

◆［拡充］輸出に対応した加工施設の立地促進 （再
掲）

◆加工施設の機能強化や衛生管理の高度化（再掲）
◆加工用原料や製品の保管に必要な冷凍保管

ビジネスの強化（再掲）

成長を支える取り組みを強化　

連携テーマ《地産地消・地産外商戦略の展開（食品分野）》の体系図
分野の目指す姿

分野を代表する
目標

「素材を生かした加工立県」・「県産品を全国・海外へ」

食料品製造業出荷額等　　出発点(H30)1,187億円　⇒　４年後(R5)1,300億円　 ⇒　10年後(R11)1,400億円　
※上記目標は「食料品製造業」と「飲料・たばこ・飼料製造業」の出荷額等の合算

・地産外商公社の活動による成約金額（年間）
㉚：42億円→ ①：46億円→ ⑤：60億円

a

・地産外商公社の活動による関西圏での成約金額(年間)
㉚： - 億円→ ①：12.3億円→ ⑤：20.3億円

a

・海洋深層水関連の県内製造品売上高（食品関連）（年間）
㉚：98億円→ ①：102億円→ ⑤：114億円→ ⑪：121億円

1.地産外商公社を核とした外商の拡大

◆［拡充］地産外商公社の全国展開のさらなる推進
◆［拡充］外商参画事業者のさらなる拡大

2.農水産物等の外商強化
◆［拡充］地域別戦略による卸売市場と連携した販売拡

大（再掲）

◆産地を支える集出荷システム構築への支援（再掲）
◆［拡充］ 「とさのさと」を活用した県産農産物の地産外

商の強化（再掲）
◆園芸品・米・茶・畜産物のブランド力の強化と総合的な

販売PR（再掲）
◆特産果樹の生産振興（ユズ、文旦）（再掲）
◆土佐あかうしのブランド化の推進（再掲）
◆土佐ジロー、土佐はちきん地鶏の生産と加工販売体制

の強化（再掲）
◆新規事業者の掘り起こしと売れる商品づくり（再掲）

◆［拡充］ 「高知家の魚応援の店」とのネットワークを活
用した外商活動の一層の強化 （再掲）

◆商談会等への出展による販路拡大を支援（再掲）
◆消費地市場とのネットワークを生かした取引の拡大（再

掲）
◆海洋深層水関連商品のさらなる商品開発や販路開拓

の支援とブランド力の強化（再掲）

3.県産品の販売促進に向けたプロモーションの展開

◆高知家プロモーションの地域でのより一層の活用・定
着に向けた高知家ブランディングの強化

◆まるごと高知の店舗プロモーションの強化

4.関西戦略に基づく県産品の外商活動の強化とプロモー
ションの展開

◆[拡充]関西圏のパートナー（卸売業者等） との連携強
化による外商拡大

◆［新規］関西圏での高知家プロモーションの展開

◆[拡充]卸売市場関係者との連携強化による
県産青果物の販売拡大（再掲）

◆[拡充]実需者への直接販売による県産畜産
物の販売拡大（再掲）

◆［新規］関西の卸売市場関係者と連携した量
 販店等への販売拡大（再掲）

◆［新規］外商支援体制の強化による高知家の
 魚応援の店への販売拡大（再掲）

◆［新規］関西圏の卸売市場関係者等との連
携による輸出の拡大（再掲）

1.国・地域別の輸出拡大
◆［新規］有望市場での展開
◆新興（チャレンジ）市場での展開

2.品目別の輸出拡大
◆［新規］ユズの輸出拡大
◆［新規］土佐酒の輸出拡大
◆［拡充］県産農畜産物の海外需要拡大（再掲）
◆［拡充］輸出に取り組む産地の強化（再掲）
◆有望市場への輸出支援を強化（再掲）
◆輸出に適した加工用原魚の確保（再掲）

3.地産外商公社のノウハウを生かした輸出振興
◆新たに輸出に取り組む事業者の掘り起こしと

各ステージに応じた支援
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【想定するテーマ】
（方向性１）賞味期限の延長に向けた食品加工棟の活用事例 （方向性２）オンライン商談会で押さえておくべきポイント
（方向性３）コロナ時代に求められる食品加工事業者の事業戦略 （方向性４）新県版HACCPのメリットと意義

    オンラインセミナーの実施・　バージョンアップの方向性に基づくテーマを設定し、コロナ
禍における食品加工事業者の取り組むべき対策を誘発

※食品事業者を中心に、ものづくり系企業、生産者、大学な
どが参画

（中長期）                                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ・人材育成や交流、商品づくり、事業戦略づくりなど、食品産業に関わる様々な取り組みを一気通貫で支援する拠点の在り方を検討。

《成果》《これまでの取り組み》
①食品加工の生産管理高度化支援
②市場が求める商品づくり

③事業者の課題に応じた伴走支援

H29 H30 R元

県版HACCP第３ステージの認証取得数（単位：社（累計）） 27 42 58

県の支援による商品開発・改良数（単位：商品） 61 128 72

　これまでの取り組みと成果

（コロナによる環境変化）
・食品事業者においては、コロナの収束が見えず今後の経営を見通すことが困難
・スーパーマーケットでは、保存性の高い商品や家庭食向けの商品の売上が増加
・バイヤーは、感染防止対策としてこれまで以上にHACCPを重視

　具体の施策

Withコロナ・Afterコロナを見据えた食品産業を支える基盤づくり

Withコロナ時代に対応する食品分野における地産の強化（食品加工の総合支援）　

・県版HACCP認証の取得を支援
・食品事業者を核としたプラットホームの構築
・県内事業者の商品開発・改良への取組支援
・事業化プランや事業戦略の策定・実行支援

バ
ー
ジ
ョ
ン

ア
ッ
プ
の

方
向
性

方向性１

方向性2

方向性3

コロナを踏まえた事業戦略の策定支援
新たな消費者ニーズに対応した商品づくりへ支援
新型コロナ感染症対策の徹底に向けた衛生管理高度化支援

拡

○ 新しい生活様式に対応した商品づくりの推進
　 ・専門家のアドバイスに基づいた商品開発支援

▷保存性の高い商品（レトルト、冷凍等）
▷家庭食向け商品（ミールキット等）

○ 工業技術センターによる支援
・賞味期限延長への支援（乾燥、冷凍、レトルト、缶詰等）
・味の数値化支援の強化

○ 新型コロナウイルス感染症対策の徹底に向けた県版HACCPの
認証取得の加速化

・HACCP手法の導入のため施設改修支援の強化
○ 輸出に対応した衛生管理の高度化支援

・輸出に対応した県版HACCPのバージョンアップ
・アメリカ輸出に向けたFSMAへの対応支援
・食品安全マネジメント研修の実施や専門家派遣
・輸出拡大に向けたHACCP対応型の施設整備等への支援

新たな消費者ニーズに対応した
商品づくりへの支援

感染症対策を徹底した
生産管理の高度化支援

新

拡

拡

方向性３方向性２

食のプラットホームの推進

拡

○ コロナ対策を含めた事業戦略等の策定支
援の強化
・専門家による個別指導
・マーケティング講座の開催

○ 事業戦略等の実行支援
・専門家等によるフォローアップ（コロナを踏ま
えて改訂）

コロナを踏まえた事業戦略
の策定・実行支援

拡

方向性１

拡
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＜公社のネットワークを活用した販路開拓・販売拡大＞
◆感染症対策を徹底した展示商談会の開催（県産品商談会、土佐の宴　等)
◆小規模な商談会や産地視察の積極的な開催
◆これまでに関係を構築した得意先からの紹介等による新規開拓

○関西圏のパートナー（卸売業者等）との連携強化による外商拡大
　・　関西圏に拠点を置く大手卸売業者とのつながりを活用した外商拡大 　　・ 地域に密着した量販店への販路開拓 　　　　　　　　　　　　　　　
　・　大阪市中心部における大規模開発をターゲットとした外商活動の展開　等

○地域の関係機関と連携した事業者サポート
◆外商参画事業者のデジタル技術を活用した外商活動へのサポート（オンライン商談、動画等の営業

ツール作成・活用　等）
◆地域の機関（市町村、商工会等）との継続的な情報共有による外商参画事業者の掘り起こし 等

　外商参画事業者の「新しい生活様式」への対応
○地域商社への支援拡充（デジタル化等）と連携強化
◆地域商社が、補助事業により構築・強化したネット販売サイトによる県産品の販売拡大
◆外商支援事業費補助金による県産品の販売拡大支援（補助メニュー追加（受発注システム、

顧客・在庫管理システム導入 ）） 　等

　民主導による外商活動の強化 

＜新しい販売先・販売チャネルの開拓＞
◆都市部近郊や地方の住宅地を基盤とする量販店等への外商強化
◆地域密着型の卸売業者、地域で展開する飲食チェーンへの外商活動
◆宅配サービスやネット通販業界へのアプローチ（業界の展示会への出展 等）

＜オンラインによる効果的な商談機会の創出＞
◆公社の人脈を活かしたオンライン商談会の積極的な開催
◆オンラインによる産地視察（現地からLIVE中継）

　Withコロナ時代に対応する食品分野の外商活動の推進 ～地産外商公社を核とした外商活動の再構築～

Withコロナ時代に対応する食品分野における外商の強化（国内）

0

10

20

30

40

50

H21 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元

　　　  約14倍に増加！金額

　　  約56倍に増加！件数

成約件数
(単位:件）

公社等の外商支援による成約件数、成約金額

○地産外商公社がこれまでに築いてきたネットワークをさらに広げ、Withコロナ時代に適応した、より効果的、効率的な外商活動を展開

方向性２

拡

新

拡
新

拡

方向性４

方向性１

対
応

＜デジタル技術を活用した外商展開＞
◆企業や商品、産地等のPR動画を活用した外商活動
◆県産品データベースや公社Webサイトによる県産品等の情報発信

新
拡

拡

・外商活動のオンライン化への対応により商談機会を創出
・対面での商談等のニーズも高いため、感染対策を徹底し対応

・地元消費増により好調な「地域密着型店舗」等への外商強化
方向性３

・デジタル技術による効果的な営業ツールの活用を促進

・利用が急激に伸びているネット通販業界等への対応

方向性２方向性１

方向性３

方向性２ 方向性２ 方向性４方向性１

【これまでの外商活動】
・大規模展示会への出展（SMTS、FABEX　等）
・大手卸売業者主催の展示会への出展
・県・公社主催展示商談会の開催
・バイャーの招へいによる産地視察
・全国の量販店バイヤー等への訪問営業　等

成約金額
(単位:億円）

＜社会構造の変化＞
□コミュニケーションがオンライン化（テレワーク、商談等）
□生活スタイルが都市部の職場中心から地域中心に転換
□巣ごもり需要による飲食業（特に居酒屋業態）の縮小

＜消費行動の変化＞
□外食から家庭食へのシフトが進行
□家庭で調理機会が増加
□宅配サービス、ネット通販、テイクアウト等の需要増加
□食品の消費・購入エリアが都市部から住宅地近郊に変化

方向性４ 方向性１

新

新

新新

強化のポイント

これまでの取り組みの成果等 コロナ禍による環境の変化 Withコロナ時代の戦略の方向性
オンラインを併用した外商展開

営業（商談）ツールのデジタル化

消費行動の変化に対応した新たな外商先の開拓

非対面・非接触に対応した販売拡大

関西戦略に基づいた外商活動の展開

拡 新

新

    関西圏での外商拡大に
 向けた体制強化

拡
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〇県内事業者の輸出対応力の強化
・残留農薬や食品添加物などの規制への対応とともに、消費行動の変化に伴い海外市場
で求められている「簡便」「健康」「エコ」などのニーズに対応した商品づくりへの支援

・HACCP対応型の施設整備、FSMA（米国食品安全強化法）など輸入規制に対応
するための衛生管理向上を支援

〇デジタル営業ツールの活用
・非対面式の商談でも使用できる「高知県食材紹介多言語ウェブサイト」の活用
により、海外支援拠点やパートナー商社が行う海外プロモーションを後押し

〇動画・SNS等を活用した販路開拓・拡大
・米国・中国のパートナー商社と連携し、ECサイトでの販売拡大を進めるとともに、
現地インフルエンサーのSNSによる情報発信力を活用したプロモーションを実施

・非アジア系顧客に対し、県産食材を使った現地料理の調理例をレシピ動画により
紹介し、ECでの新たな販路を開拓

・賞味会などのオンライン中継や、「県産品を扱うECサイト」への誘導による販売拡大プロモーションを実施

〇有望市場でのプロモーション強化
　　・最有望市場の一つである「米国西海岸」での販路開拓活動を強化するため、食品海外ビジネスサ

ポーターをロサンゼルスに新たに設置
　　・食品海外ビジネスサポーターを設置している４地域（欧州・米国東海岸・米国西海岸・中国）にお

ける県産品プロモーションを強化
〇新興市場での展開

・ジェトロ高知の持つ情報・ネットワークを活用し、マーケット情報を収集

　これまでの取り組みと成果 　Withコロナ時代の戦略の方向性

〇有望市場でのプロモーション強化
➤渡航が困難な中でも、現地で継続した営業活動が可能な海外支援

拠点の体制を強化
➤有望市場（特に欧州・米国・中国）で重点的にプロモーションを実施

〇デジタル営業ツールの活用
➤海外プロモーションにおける「高知県食材紹介多言語ｳｪﾌﾞｻｲﾄ」の活用

 

〇動画・SNS等を活用した販路開拓・拡大
➤オンライン商談・展示会での動画を活用した

産地紹介や商品PR
➤巣ごもり消費の拡大に伴い伸長しているEC

市場での動画によるプロモーションを実施

〇県内事業者の輸出対応力の強化
➤デリバリー、ECなど拡大している市場に対応

した商品づくりの強化
➤HACCP認証の取得やFSMA（米国食品安全強化法）に対応
 するための衛生管理の向上

　強化のポイント

拡

新

新

Withコロナ時代に対応する食品輸出の強化

1.海外支援拠点のさらなる体制強化

2.デジタル技術を活用した販促強化

3.事業者へのサポート実施

高知県台湾オフィス
高知県シンガポール事務所

食品海外ビジネスサポーター

東南アジア
台湾

欧州

米国（東海岸）

中国

食品海外ビジネスサポーター

食品海外ビジネスサポーター

新 米国（西海岸）

 海外支援拠点のさらなる体制強化ポイント1 　デジタル技術を活用した販促強化

　事業者へのサポート実施

多言語ウェブサイトのイメージ

新

○新型コロナの影響により、対面での商談会や産地招へい等を通
した販路拡大に取り組むことが困難となり、多数の食品事業者の
商談が中断
➤海外支援拠点の営業力が今後ますます重要
➤オンライン商談会への対応として、動画などデジタル営業ツール

の必要性が増大

○主要輸出先であったレストラン等向けの需要が減退する一方、
巣ごもり消費の拡大に伴い、「小売」「デリバリー」等の市場は
伸長
➤拡大しているこれらの市場に対応した商品づくりやECでの販路

開拓が必要
➤オンライン上で県産品を陳列するだけでは受注にはつながらない

ため、オフラインでの試飲・試食会を併せて実施することが必要

コロナ禍による環境の変化

○ユズ、土佐酒、水産物を中心に、欧米やアジア等での食品展示見
本市への出展や賞味会の開催などの現地プロモーションを実施

○海外バイヤー招へい商談会・産地視察による商談機会の創出

○シャワー効果による認知度向上を目的に、世界の「情報発信地（ユ
ズ：仏・パリ、土佐酒：英・ロンドン）」を舞台に情報発信力のある
シェフやメディア向けのプロモーションを実施

○事業者のステージに応じたサポートを展開（貿易促進ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰに
よるフォロー、貿易セミナーの開催、輸出戦略策定支援等）

1.国・地域別の輸出拡大

2.品目別の輸出拡大

3.事業者へのサポート

ポイント2

ポイント3

0.5 1 1.3 2 2.7 3.4 4.4
7.2

10.5

14.5 14.6

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

輸出額
(単位：億円） 10年間で

約29倍に増加！

１．国を越えての移動が著しく制限

２．ライフスタイル・消費行動が大きく変化

拡
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《基本的な取り組み》

　連携テーマ　《移住促進による地域と経済の活性化》〜移住者と⼀緒に創る元気な地域〜

背景・強化ポイント

コロナ下で期待される「地⽅への新しいひとの流れ」を着実に⾼知に呼び込むためには、
■ポイント１︓激化が予想される地域間競争に打ち勝つためのターゲットへの戦略的なアプローチが必要
■ポイント２︓⾼知の強みである「きめ細かなフォローアップ体制」を活かした新たな相談・誘導の仕組みの構築が必要
■ポイント３︓新しいひとの流れの受け⽫となる魅⼒的な「仕事」と「住宅」の充実が必要
■ポイント４︓⾼知県と既につながりのある⽅、中でも出⾝者にターゲットを絞った、Ｕターン促進策の強化が必要

戦略の柱１ 裾野を広げる

交流⼈⼝・関係⼈⼝ 

移住・就業ポータルサイト

相談会・フェア

顧客化

　　　　　　　 　

戦略の柱２ マッチングの強化を図る

移住・定住

戦略の柱３ 受⼊体制、受⼊環境を整備する

　　　　　 　

　　　　　　　　　

ポイント１

ポイント２

ポイント３

ポイント４ターゲットへの戦略的なアプローチ

新たな相談・誘導の仕組みの構築

魅⼒的な「仕事」と「住宅」の充実

Ｕターン促進策の強化

◆⾼知家プロモーションと連携したPRの実施

◆さまざまな⼿法を活⽤した効果的な情報発信

◆移住に向けた主体的な⾏動への誘導
◆Uターンの促進に向けた取り組みの実施

◆地域の⼈材ニーズの掘り起こし・マッチング・情報発信
◆移住・交流コンシェルジュ、市町村の「移住専⾨相談員」、
各産業団体のスタッフが連携したきめ細かな相談対応

◆各産業分野の担い⼿確保策との連携による⼈材誘致の促進
◆Uターンの促進に向けた取り組みの実施［再掲］

◆市町村や⺠間団体等と連携した受⼊体制の充実

◆各産業分野の担い⼿確保策との連携による⼈材誘致の促進［再掲］

◆移住後の定住や地域での活躍をフォロー

⇒ 令和３年度⽬標　「年間移住者1,150組の達成」へ

３つの戦略の柱のもと、４つのポイントを中⼼に
取り組みを⼤幅にバージョンアップ

《強化する取り組み》

○関係⼈⼝へのアプローチ強化
・「⾼知家ゆる県⺠倶楽部」の会員拡⼤に向けたPRの強化
・WEBメディア等とタイアップした地域暮らし関⼼層向けオンラインセミナーの実施
・関⻄圏居住者を対象とした⻑期滞在ツアーの実施

　

○戦略的な情報発信
・ターゲット別に効果的なメディアを組み合わせた情報発信
・市町村や広域が⾏う移住希望者に訴求する企画（相談会、ツアー等）の造成と
積極的な情報発信の伴⾛⽀援

・情報発信⼒のある⽅や先輩移住者等による情報拡散
　

○「新しい⽣活様式」に対応した相談会の開催
・「オンライン」と「対⾯」を組み合わせた相談会やセミナー等の開催

　

○新たなターゲット（テレワーク移住潜在層等）へのアプローチ
・シェアオフィスやコワーキングスペース等のPRを通じたアプローチ
・移住⽀援⾦の活⽤促進

○移住・交流コンシェルジュによる相談者へのフォローアップの強化
・オンライン相談者の対⾯相談への誘導強化
・「⾼知家で暮らし隊」会員の移住熟度に応じたフォローアップ

　

○移住体験ツアーやお試し滞在への誘導の強化
・⼩規模ツアーやオーダーメイドツアー等の充実
・相談会参加者のツアーやお試し滞在への誘導強化（交通費⼀部助成）

⇒東京窓⼝の機能強化

○魅⼒的な「仕事」の掘り起こしと磨き上げ
・市町村や各産業団体が作成している「仕事カタログ」の充実とライブラリー化
・特定地域づくり事業協同組合や地域おこし協⼒隊等の制度の活⽤
・「移住×起業」の取り組みのさらなる推進
・兼業、副業ニーズの掘り起こしと情報発信

　

○テレワーク、リモートワーク等の拠点整備
　

○市町村や⺠間団体等と連携した住宅確保策の展開
・市町村や空き家再⽣・活⽤促進専⾨家グループと連携した空き家の掘り起こし
・ポータルサイトでの空き家情報の⼀元的な発信
・市町村が⾏う空き家の改修や移住者向け住宅の整備等を⽀援

○県出⾝者への情報提供の強化
・「⾼知家ゆる県⺠倶楽部」を活⽤した県出⾝
者の把握と情報提供
・県内の⾼校や⼤学等の同窓会と連携した情
報提供
・ポータルサイトに「Ｕターン専⽤ページ」を開設
・県内広報の強化

○Ｕターン相談会の実施
・県出⾝者に特化した相談会やセミナー、個別
相談の実施

○移住促進・⼈材確保センタースタッフに
よるフォローアップの強化

○魅⼒的な「仕事」の掘り起こしと磨き上げ
　[再掲]

・市町村や各産業団体が作成している「仕事カタ
ログ」の充実とライブラリー化
・「移住×起業」の取り組みのさらなる推進

拡

拡

拡

拡

拡

新

拡

新

拡

拡

拡

新

新

分野を代表する目標　　　　　　　県外からの移住者 出発点(H30)934組　⇒現状(R元)1030組⇒4年後(R５)1,300組　

移住者数の推移

H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元
120組
241⼈

121組
225⼈

270組
468⼈

403組
652⼈

518組
864⼈

683組
1,037⼈

816組
1,198⼈

934組
1,325⼈

1,030組
1,475⼈
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移住者と一緒に創る元気な地域

県外からの移住者　出発点（H30）：934組　⇒　現状（R元）：1,030組　⇒　４年後（R5）：1,300組

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

取
組
方
針
・
主
な
「
◆
具
体
的
な
取
り
組
み
」

・移住者に地域に定着し、活躍しても
らうためのサポートの充実を図る

・顕在化された移住関心層の熟度やニー
ズに応じた戦略的なアプローチを行い、
マッチング率を高める

・「高知家で暮らし隊」会員新規登録者数
（年間）

㉚：919人（累計5,504人）→①：751人（累
計5,924人）→⑤：1,080人

・県・市町村の移住相談窓口利用者
の３年目の県内定着率
㉚：84%→①：81%→⑤：90%以上

・都市部の人材が求める「仕事」や「住まい」などを
掘り起こし、受入体制を整えるとともに、各産業分
野の担い手確保策と連携し、「移住×人材確保」
の取り組みを進める

・移住者数（年間）
㉚：934組→①：1,030組→⑤：1,300組

戦
略
の
柱

分野の目指す姿

分野を代表する
目標

１　相談・マッチング体制の強化による戦略
的アプローチ

◆［拡充］移住促進・人材確保センターと地
域の支援機関が連携した地域の人材ニー
ズの掘り起こし・マッチング・情報発信
・移住促進・人材確保センターに、市町村
の取り組みを支援するチーム（求人支援
コーディネーター、中山間仕事アド バイ
　ザー、情報発信スタッフ）を配置し、 伴走
　支援
・国の地方創生移住支援事業の活用（移
住支援金の支給）

◆ ［拡充］移住・交流コンシェルジュ、市町
村の「移住専門相談員」、各産業団体のス
タッフが連携したきめ細かな相談対応
・オンライン相談者の対面相談への誘導
強化
・「高知家で暮らし隊」への入会を促進し、
移住・交流コンシェルジュと市町村、関係
団体との相談者情報の共有を徹底
・「高知家で暮らし隊」会員の移住熟度に
応じたフォローアップ

２　Uターンの着実な推進［再掲］

１　「仕事」と「住まい」の掘り起こしによるマッチング
の強化　

◆［拡充］市町村や民間団体と連携した受入体制
の充実
・移住促進・人材確保センターに市町村の取り組
みを支援するチームを配置し、伴走支援［再掲］
・市町村の「無料職業紹介所」の設置と「仕事専
　門相談員」の配置を支援
　　・市町村や各産業団体が作成している「仕事カタ
　　ログ」の充実とライブラリー化
・特定地域づくり事業協同組合や地域おこし
協力隊等の制度の活用
・「移住×起業」の取り組みのさらなる推進
・兼業、副業ニーズの掘り起こしと情報発信
・市町村の「空き家専門相談員」の配置を支援
・市町村が「空き家再生・活用促進専門家グルー
プ」や地域の方と連携して行う空き家の掘り起こ
しや空き家提供の広報等を支援
・市町村が行う空き家の改修や移住者向け住宅
の整備等を支援
・ポータルサイトでの空き家情報の一元的な発信
・高知市を中心とした「二段階移住」の取り組み
の展開
・集落活動センターやあったかふれあいセンター
等を活用した全世代・全員活躍型「生涯活躍の
まちづくり」の推進

２　移住後の定住に向けたフォロー体
制の深化

◆移住後の定住や地域での活躍を
フォロー
・市町村が行う地域移住サポー
ターと 連携した定住促進に向けた
取り組みを支援
・全県的な移住支援ネットワーク
の構築
・各産業分野の支援制度の活用
や学びの場への誘導による定着と
活躍を支援

全てのプロセスを「オール高知」体制で推進

２　マッチングの強化を図る ３　受入体制、受入環境を整備する１　裾野を広げる

１　交流人口・関係人口へのアプ
ローチ

◆[拡充]高知家プロモーションと
連携したPRの実施
・「高知家ゆる県民倶楽部」の
会員拡大に向けたＰＲの強化
・WEBメディア等とタイアップ
した地域暮らし関心層向け
オンラインセミナーの実施
・関西圏居住者を対象とした
長期滞在ツアーの実施

・交流人口・関係人口からの移住
への誘導率を上げる

２　都市部の人材との接点づくり

◆［拡充］さまざまな手法を活用した
効果的な情報発信
・ターゲット別に効果的なメディアを
組み合わせた情報発信
・市町村や広域が行う移住希望者
に訴求する企画（相談会・ツアー
等）の造成と積極的な情報発信の
伴走支援
・情報発信力のある方や先輩移住
者等による情報拡散

◆［拡充］移住に向けた主体的な行
動への誘導
・「オンライン」と「対面」を組み合わ
せた相談会やセミナー等の開催
・シェアオフィスやコワーキングス
ペース等のPRを通じたアプローチ

３　Uターンの着実な推進

◆［拡充］Uターンの促進に向けた取
り組みの実施
・「高知家ゆる県民倶楽部」を活用
した県出身者の把握と情報提供
・県内の高校や大学等の同窓会と
連携した情報発信
・ポータルサイトに「Uターン専用
ページ」を開設
・県内広報の強化
・県出身者に特化した相談会や
セミナー、個別相談の実施

・都市部の人材との接点を拡大するた
め、ポータルサイトの情報発信力を強
化するとともに相談機会の増加と相談
者の現地訪問の促進を図り、移住への
関心の度合いを高めてもらう

・ポータルサイトセッション数（年間）
㉚：692,193件→①：719,121件→⑤：900,000件
・新規相談者数（年間）
㉚：4,391人→①：3,888人→⑤：5,400人

・関西圏からの移住者
㉚：280組→①：309組→⑤：390組

◆［拡充］各産業分野の担い手確保策との連携による人材誘致の促進［再掲］
◆［商工］移住施策と一体となった中核人材の確保（再掲）
◆［農業］産地での担い手確保に向けた取り組みの強化（再掲）
◆［林業］移住希望相談者に向けた各種相談会の開催（再掲）
◆［水産］漁業就業セミナーの開催や移住促進策と連携した勧誘の促進（再掲） 　等

連携テーマ《移住促進による地域と経済の活性化》の体系図
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移住の裾野を広げるための戦略的な情報発信

現 状

■社会情勢の変化に伴い、地方移住の目的や意識が多様化し、
アプローチすべきターゲットや届けるべき情報が変化してきている。

①新たな移住目的の顕在化
これまで･･･（例）地方暮らししたい、故郷へＵターンしたい
→ コロナ後は、テレワークリモートワークも進み、

「東京でなくてもいい」という層が増加

②移住希望者の意識やニーズの変化
コロナでの社会構造の変化
→ これまで移住を検討していた層が地方に求める要素も変容

（テレワークが可能な環境の有無 等）

■コロナを契機とした「地方への新しいひとの流れ」に
期待する自治体間の競争が激化すると予想される。

■コロナの影響により、対面型の相談やイベント等の実施が
困難になったこと等を受け、新規相談者の伸び悩みが著しい。

新規相談者

R元.10月末 2,268人

R2.10月末 1,659人

＜新規相談者数＞R2目標4,700人

＜(参考)「高知暮らしフェア」参加者＞

R元夏（対面イベント大阪・東京）
6/15大阪 128組 6/16東京 188組 

R2夏（完全オンライン）
8/1～9/18 65組

課 題

◆コロナ下において人々の価値観や働き方、暮らし方が変化
→ これまでのアプローチだけでは、新しく生まれたターゲットのニーズへの対応が不十分
→ 現時点では新たなターゲットがどのようなニーズを持っており、どのようにアプローチすれば効果

 的かが不明確

◆コロナを契機とした「新しいひとの流れ」に全国が一斉にアプローチ
→ 他県に遅れをとらないよう迅速かつ効果的な取り組みが必要
→ ターゲット設定とアプローチの手法の見直しが急務

◆主に県等が実施する相談会で来場者と接点を持ち、
 新規相談に繋げていた市町村の新規相談者数が激減

→ 対面型のイベントのみに頼らず、市町村が主体的に
新規相談者を獲得し、移住に繋げていけるよう、
自らが相談会やツアー等の魅力あるコンテンツの企
画・造成や積極的な情報発信を行うことが必要

前年同月比 73%

R元
10月末

R2
10月末

前年
同月比

県窓口 720人 587人 81%

市町村窓口 1,548人 1,072人 69%

＜新規相談者数内訳＞

  ＜ターゲットへ情報発信を行うまでの流れ＞

地域の強み
を活かした
移住ＰＲ

◆新規相談者の獲得に向け、市町村が主体的な取り組みを実施
◆積極的な情報発信を実施

市
町
村


؞
७
থ
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SNS ターゲット別LP 全国Webサイト 全国情報誌

◆ターゲット別に効果的なメディアを組み合わせたアプローチを実施
◆実施した情報発信の効果測定を行い、アプローチ精度を向上

オウンドメディア ペイドメディア

等

KPI情報発信プロデュース

○県およびセンター、市町村が実施する情報発信についての総合的
 なプロデュースを実施

・本県がアプローチすべきターゲットやターゲットニーズの分析
・ターゲットに訴求するメディア選定やコンテンツ作成へのアドバイス
・各HPのクオリティチェックや、掲載コンテンツ及び記事のブラッシュアッ
 プに向けたアドバイス
・イベント等集客につながる広報を筆頭とした費用対効果の分析とフィード

バック 等

○センターＨＰへ掲載する記事の作成と発信
・イベント告知やアーカイブなどターゲットを見据えた訴求力のある記事や

コンテンツを作成し発信

⇒ ターゲットに訴求する効果的な情報発信

◆プラットホームとして高知県全体の魅力ある移住情報を集約
◆ターゲット別に訴求力のあるイベントを企画し、発信
◆集約した市町村情報や、イベントアーカイブ等をターゲット別に記事化

  

R3目標

＜ポータルサイトアクセス数＞
 800,000件
（349,987件/R2.10末）

<新規相談者数>
 5,000人
（1,659人/R2.10末）

市町村主催の
相談会の開催

市町村や広域主催
のツアーの実施
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市町村の
取り組みを
伴走支援

  ＜強化する取り組み内容＞

企画造成・発信アドバイザー

○市町村や広域が行う移住希望者に訴求する企画(相談会、ツアー等)
 の造成と積極的な情報発信を伴走支援

（想定している人材）
・県内市町村の実情に精通しており、それぞれの市町村が強みを活かした

企画の造成について助言が可能な人物
・自身でも企画の造成、発信、集客の実績があり、説得力を持って市町村

への助言が可能な人物
 

概 要

HPのコンテンツ
の充実

各市町村ごとに発信 

センターポータルサイトへ再掲
＋

移住促進・人材確保センター 新ポータルサイト 

市町村魅力
コンテンツ

センター主催
企画告知

センター独自
コンテンツ

新規アプローチ
記事

誘導
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連携テーマ≪起業や新事業展開の促進≫　～持続的に新たな挑戦が行われる環境をつくる～

  KOCHI STARTUP PARK
  （こうちスタートアップパーク） 「起業」を考えている方をサポートするプラットフォーム

先輩起業家やメンタ―、専門家や支援機関が、様々なプログラムや起業相談を通じて事業の立ち上げ・成長をサポート

起業体験
プログラム

中高生

県のサポートによる

 起業・新事業展開件数　　出発点(H28～R元累計）：147件 ⇒ 4年後(R2～R5累計) 200件
分野を代表する目標

戦略の柱１ 起業・新事業展開に向けた総合的なサポート

実践
プログラム

基礎
プログラム

入門
セミナー

創業支援
事業費補助金

資金確保

起業相談(個別相談・出張個別相談・東京窓口)

କ

ৼ

ษ
ઠ

新
モヤモヤ段階 アイデア段階 事業構想段階

ビジネス
プランの

確立

ふるさと起業家
支援事業費
補助金

交流会

・各支援機関との
相談者の相互紹介

・KSP起業相談への参画
・KSP利用者の自走段階

での支援
・県内移住者の起業サ

ポート

県内支援機関・移住支
援団体との連携を強化

拡

କ


専門家派遣

ビジネス
チャレンジ
支援補助金

・県内の起業希望者

・地域おこし協力隊

・県外の起業希望者
(県内への移住を
決めている方)

事業計画策定セミナー

拡

拡

(IM)

起業や新事業展開につながる様々な機会の提供

ৗ
হ

ன
৫

経営者トーク

掘り起こし・連携のきっかけづくり 実ビジネス向けのインプット 事業化に向けた準備

ビジネストレンドセミナー

拡

シーズ・研究内容紹介

似業種交流会議

事業創発トップセミナー

企業訪問キャラバン

ココプラビジネス
チャレンジサポート

新

ピッチ会

スタートアップ企業の持つシーズを活かし、新事業展開を目指す企業・起業家の育成と新たなビジネスの創出につなげる
拡

フォーラム 視察＋勉強会 ミニ実証新事業創出
セミナー

掘り起こし・スキルアップ 実ビジネス向けのインプット 実ビジネスの準備

新 新

  ビジネスに関する基礎から応用・実践まで、ニーズに合わせて体系的に学べる研修プログラムの実施

য
౫

ਛ

拡

起業や新事業展開につながる様々な機会の提供

本科 実科 専科

経営戦略／マーケティング・商品企画／会計／財務戦略／組織・人的資源マネジメント／その他

・各ジャンルの全体像を
理解

入門講座

県オリジナル

・各ジャンル毎に経営の基礎知識を
学ぶ

・自分の事業に当てはめ
て考える力をつける

基礎講座

民間コンテンツ

応用講座

県オリジナル

土佐経営塾

小規模事業者向け講座
高知市、物部川、幡多

経営マネジメントセミナー

こうちスタートアップ
パーク

土佐フードビジネス
クリエーター

ＩＴ・コンテンツアカデミー

؞
؞
؞

産学官連携産業
創出支援事業

拡

各分野の個別サ
ポートへのつなぎ

新

新
拡

拡

土佐MBA

産学官民連携事業

新事業創出人材育成事業
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１　起業・新事業に向けた準備段階から事業プラン磨き上げまでの一貫サポート
　◆［拡充］ 「こうちスタートアップパーク」の充実・強化
　◆中長期的な起業家人材の育成
　◆［拡充］スタートアップ参加型の新事業創出人材の育成
　◆［拡充］アイデアを生み出し、磨く機能を強化　
  ◆サポートプログラムによる磨き上げ(ココプラビジネスチャレンジサポート等)
　◆産学官民連携のプラットフォーム機能を活かした産業振興の推進
　◆研究成果を産業利用するための支援（再掲）
　◆［拡充］産学官民連携による産業人材育成プログラム「土佐まるごとビジネスアカデミー(土佐MBA)」の実施(再掲)

２　起業・新事業展開に向けた各分野における一貫サポート
　（１）ＩＴ・コンテンツ分野でのサポート
　　 ◆［拡充］IT・コンテンツ関連企業・Society5.0関連企業の誘致活動の充実・強化（再掲）
　　 ◆［拡充］製品・サービス開発に資する課題の抽出・精査（再掲）
　　 ◆［拡充］製品・サービス開発に資する課題の深掘り等によるプロジェクト創出支援（再掲）
　　 ◆［拡充］試作開発支援等によるデジタル技術を活用した製品開発支援（再掲)
　　 ◆ＩＴ・コンテンツビジネス起業研究会における事業化や企業間取引・事業連携を促進する場の提供（再掲）
　　 ◆［新規］ 県内外からの事業者、研究機関への参画の呼びかけ（再掲）
　（２）企業立地分野でのサポート
　　 ◆様々な機会を捉えた本県の強みを活かした企業立地の推進（再掲）
　　 ◆企業ニーズに答えるきめ細かなアフターフォローの実施（再掲）
　（３）商業分野でのサポート
　　 ◆［拡充］商店街のにぎわい創出への支援(具体的な振興計画の策定・実行支援他)（再掲）
　　 ◆事業者の育成と新規創業への支援（再掲）
　（４）その他の分野でのサポート
　　 ◆シェアオフィスへの入居促進と入居事業者への支援（再掲）
　　 ◆創業融資メニューの活用促進（再掲）
　　 ◆地域アクションプランの推進
　

持続的に新たな挑戦が行われる環境をつくる

県のサポートによる起業・新事業展開件数
○起業・新事業展開件数　出発点(H28～R元累計）：147件 ⇒ 4年後(R2～R5累計) 200件　

戦
略
の

方
向
性

起業や新事業展開を目指す方々の事業プランづくりからその実践までをそれぞれのステージごとに切れ目なく後押しするとともに、各分野において、
アイデア段階から計画段階、商品開発、販路開拓までを一貫してサポートする

取
組
方
針
・
主
な
「
◆
具
体
的
な
取
り
組
み
」

１　起業・新事業展開に向けた総合的なサポート 

戦
略
の
柱

分野の目指す姿

分野を代表する
目標

連携テーマ《起業や新事業展開の促進》の体系図
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「こうちスタートアップパーク（KSP）」の充実・強化

起業相談 セミナー・プログラム

入門

基礎

⑥資金確保 創業支援事業費補助金 ふるさと起業家支援事業費補助金 民間資金

関係機関との連携 ③市町村（地域おこし協力隊）・移住支援団体産振センター ココプラ 金融機関等

④⑤交流会

・ピッチ会
・オンライン交流会

(高知：年3回⇒年4回)
実践

・女性起業家　　　・DX × 地方
・社会的課題　　　・地域資源の活用・・・

①④入門セミナー
（年３回⇒年6回）

基礎プログラム（メンタリング含む）
（年３回）

・プロトタイプ制作 
・フィードバック　　　　　

実践プログラム（メンタリング含む）
（年２回）

・ビジネスモデル　　  ・PR　　
・商品の価値検証　・資金調達
・顧客、販路開拓　　　　

事業計画策定セミナー
（年３回）

・創業支援事業費補助金
（わくわく補助金）
　事業計画申請書対応可　　　　

ビジネスプラン（事業構想）の確立

　・起業相談（毎週2回）
　・東京窓口（随時）

※オンライン相談も対応

先輩起業家メンター
商工会議所

商工会連合会

③移住×起業セミナー

拡

拡
＜起業家コミュニティの構築＞

起業家教育プログラム
・起業体験ワークショップ

＜中長期的な起業家人材の育成＞
②起業相談窓口（IM）
　(出張相談 月1回対応)

・起業支援アドバイザー
　(わくわく補助金関連)

 目標 
◆KSPを通じた起業件数 35件/年

こうちスタートアップパーク（KSP）の充実・強化
目的 ・地域の持続的な発展をもたらすため、「新たな挑戦」が継続的に行われる環境をつくる。

・起業に興味がある方から具体的な準備を進めている方まで、総合的なサポートを行うことで起業へのチャレンジを支援する。

これまでの取組と成果

H29.6月より起業の総合的なプラットフォーム「こうちスタート
アップパーク」をスタート
　　
　・起業相談や段階別プログラムによる支援の体系を確立　
　・県内支援機関と連携した体制の構築
  ・起業の機運醸成とチャレンジする人の増加
  ・KSPを通じて様々なビジネスアイデアの起業が実現
 　

KSPを通じた起業件数：R2：20件程度見込
（H29：10件、H30：14件、R元：15件)

　　　　　　　　　　　※KSP会員数：495人（R2.11月末時点）

    
　　１　裾野の拡大（量）への対応

①様々な分野をテーマとしたプログラムの開催（入門セミナーの充実）
②定期的なフォローができる体制の強化
③移住支援団体等との連携による県内移住者（地域おこし協力隊
　 含む）の起業をサポート

    ２　起業内容（質）の強化

④新しいビジネスに触れる機会の提供やデジタル技術の活用をテーマ
　 としたセミナー等の実施
⑤多様なメンバー、テーマによる交流会の開催で起業が生まれるコミュ
　 ニティを構築
⑥資金的支援の強化

対策
起業に挑戦する方が増加するとともに、より付加価値の高
い事業の創出を後押しする取り組みが必要。

１　裾野の拡大（量）への対応
 ①具体的に起業を考えている方の入口段階での
    呼び込み
 ②会員が次のステップに進むためのサポート
 ③移住希望者・移住者の情報収集とアプローチ

２　起業内容（質）の強化
 ④地産外商につながるビジネスやデジタル技術を活用
　　したビジネスを志向する方へのアプローチ
 ⑤交流の場の設定や資金的支援の強化による、起業 
　　を生み出す環境づくり

課題

拡

新
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課　題

①産学官民の交流から、実ビジネスにつながる取り組みを切れ目なくつないでいく。
②新しいことに取り組みたい企業経営層へのアプローチを強化し、研究開発意欲やマネジメント意識を高める取り組みを実施する。
③新事業創出に興味のある企業や起業家が、具体的な行動を起こすきっかけとなる情報のインプットや、スタートアップ企業とのマッチングの機会を拡充する。

対　策

１．産学官民連携の取り組み
　大学等連携協議会を立ち上げ、交流機会の創出・産　
　業人材の育成に関する事業を実施
　　・産学官連携による事業化案件数：15件（H28～R元）
　　・連続講座参加者数：325名（H23～R元）

１．産学官民連携の取り組みの抜本強化
①企業の課題解決や新事業創出の実現をサポートするため、交流
から実ビジネスにつなげる取り組みを強化
②研究開発を行いたい企業へのアプローチを強化するとともに、研
究開発の必要性を学ぶセミナーを実施

　　　

新事業展開推進に向けた取り組みの充実・強化

１．産学官民連携の取り組み

①「産」「学」の交流から事業創出へのつなぎが十分でない。　
②新事業に取り組む企業の中で研究開発を行う企業が少ない。

２．新事業創出人材の育成

① 新事業を検討する県内事業者や起業家が、先進的な技術に触れ
る機会が少なく、アプローチも十分でない。
②先進的な技術を持つ企業とのマッチングの場が十分でない。
③ 新規事業に興味のある層が、事業開発に求められる知識を学ぶ
セミナーが不足している。

バージョンアップのポイント

これまでの取り組みと成果

２．新事業創出人材の育成　
　スタートアップ参加型の新事業創出人材の育成を実施
　・フォーラム（フードテック・アグリテック）
　　　参加者：県内105名
　・研究会の立ち上げに向け、マッチング、現地視察、
　　ミニ実証を実施予定（3回）

２．　新事業創出人材育成の強化
① 先進的な情報に触れる機会を充実するとともに新事業を検討する
事業者等の掘り起こしを強化する。
②参加者に対してアンケート等を活用し精度の高いマッチングを実施
③事業創出のためのマインドアップから実践まで学べる具体的な内
容のセミナーを実施

ピッチ会
　（オンライン）

□スタートアップ企業と県内企
　業50社が登壇
※質疑応答ができるWebセミナー形式
※動画は後日無料公開（YouTube）
　 （限定公開）

　フォーラム
　（オフライン）

■スタートアップ企業と対
　面で出会う

　視察(+勉強会)
　（オフライン）

■事業化の可能性確認
□ビジネスモデル等につい
　て深掘り

ミニ実証

■プロトタイプ開発等を通
　じて仮説検証
■ビジネスモデルの調整

ビジチャレ
補助金

各課の取り組
みへ橋渡し

産学官連携
産業創出支

援事業

　新事業創出セミナー
　（オンライン）

□新事業に関する知識獲得
□県内事業者のスキルアップ
※動画は無料公開（YouTube）

新

高知での資金調達 PR文添削ライブ高知での人材獲得戦略企業連携による新事業創出 公開メンタリング

産
学
官
民
連
携
の
取
り
組
み

経営者トーク
□県内企業の取り組みを知る

ビジネストレンドセミナー
□最新ビジネスの潮流を知る

シーズ・研究内容紹介
□大学等の取り組みを知る

似業種交流会議
□■近い業種間での連携のきっかけ

　事業創発トップセミナー
□経営層が研究開発の必要性を学ぶ

ココプラビジネス
チャレンジサポート

（個別サポート）

■ビジチャレ専門家
■事業創出アドバイザー

新

□・・・知識の獲得　■・・・ビジネス化に向けた取り組み

掘り起こし・連携のきっかけづくり 実ビジネス向けのインプット 事業化に向けた準備

R３年度の取り組み

　企業訪問キャラバン（学から産へのアプローチ）

        ■産学連携のきっかけ
        → 企業の課題解決・大学等との共同研究

新新
事
業
創
出
人
材
の
育
成

継続支援
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R3目標（土佐MBA本科・実科・KSP）
◆実受講者数　1,000人／年　　

　　

＜おためしMBA＞  体験講座等

Ｒ２ Ｒ３

　　　 土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐MBA）のバージョンアップ

組
替

オ
ン
ラ
イ
ン
実
施

財務戦略 組織・
人的資源 その他経営戦略

 

入
門

基
礎

応
用

・ジャンル毎に、全体像を理解　
・高知をよく知る講師による講座

・ジャンル毎に、経営の基礎知識を学ぶ
・高画質かつ豊富なコンテンツ
・最新の学び
・学びを深める様々な仕組み

・知識を自分の事業にあてはめて考える
  力を身につける
・高知をよく知る講師によるワーク、
 ディスカッション

マーケティング 会計

＜本科６コース＞ 
　　①　経営戦略コース　　　　　　　　
　　②　マーケティング・商品企画コース
　　③　会計コース
　　④　財務戦略コース
　　⑤　事業マネジメント・業務改善コース
　　⑥　組織・人的資源マネジメントコース

＜経営戦略コース・パワーアップ講座＞　　　   
  ○ＩｏＴセミナー
  ○ＳＤＧｓセミナー 
  ○経営マネジメントセミナー

経営戦略
入門

会計入門
財務戦略
入門

教
室
又
は

ラ
イ
ブ
双
方
向

・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・
・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

（）

・・・

（）

ロジックツリー

実科

専科

演習やグループワーク等を中心とした、学びを実業に結びつける講座

各産業分野の専門機関が実施する、より専門的な講座　　　　　　　　

・本県産業を継続的に底上げしていくため、企業や地域で活躍する人材を育成する。
・ビジネスの基礎力から応用・実践力まで身につけられる「学びの場」として実施し、受講者のニーズやレベルに応じたカリキュラムを提供することにより、
 本県の産業振興を担う人材を育成する。

経営分析演習 商品企画
ワーク

決算書を
読み解く

組織マネジメント
実例

業務改善

DXセミナー

SDGsセミナー

投資の判断

ポーターの３つの
基本戦略

５つの力分析

PEST分析

バリューチェーン

ブランド
マネジメント

４Ｐ

ポジショニング

損益分岐点

減価償却

管理会計

キャッシュフロー貸借対照表

損益計算書

収益性分析

割引率 フォロワーシップ

リーダーシップ

組織構造

マズローの欲求

録
画
配
信

録
画
配
信

県オリジナル

プレゼン

AI戦略

スマートシティ

マーケティング
入門

組織マネジメント
入門

経営に必要な基礎知識を、ジャンル毎に体系的に学ぶ講座

民間コンテンツ

県オリジナル

対策
１　コンテンツの充実と新土佐MBAの円滑な実施
　　・民間のオンライン講座を導入し、土佐MBAで効果的かつ魅力ある講座を多数提供
　　・土佐MBAの強みである、県内のビジネス現場をよく知る講師による講座を拡充　
　　・令和3年5月開講を目指し、県内企業等の活用促進に向けたＰＲを強化
　　　
２　地域での学びの場の充実　　
　　・県内3ヶ所（高知市、香南市、四万十市）で実施（予定）

これまでの取組と成果
１　受講者ニーズに対応した講座内容の見直し
　・オンライン講座のニーズが顕在化するなか、講座コンテンツが
　　受講者のニーズに十分対応できておらず、最適な学習環境
　　を提供できていない

２　地域での学ぶ機会の充実
　　・地域での小規模事業者の学びの場が不足している

課題
　 　実受講者数　毎年800～900人程度が受講
　　・ビジネスの知識習得とスキルの向上　
　　・課題解決や販路開拓等による事業規模の拡大、成長、
　　  新事業展開
    ・受講生同士のネットワークの構築　等
 
         ※参考　延べ受講者数　H24～R元　　　　計 24,774人

本科

３Ｃ分析

目的

※約200～
　300講座

※計50講座

社内起業家育成支援講座

　事業戦略フォローアップ講座

　ナリワイセミナー（県内4カ所）

　商人塾･短期集中コース

　土佐経営塾

＜12講座＞ココプラ以外が実施主体

統合 　小規模事業者向け講座（県内３カ所）

土佐経営塾

（新事業創出人材育成事業と統合）

　＜今後要調整＞ココプラ以外が実施主体（ITコンテンツアカデミー、KSP他）

事業創発トップセミナー

本科

実科

専科

ビジネストレンド
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